
 

 

第２１回尼崎市議会定例会市長提出予定案件 

 

 

１ 議案の数及び名称 

  議案の数 

種 別 予 算 条 例 その他 計 

件 数 ２３ １９ １３ ５５ 

 

  議案の名称 

＜予算＞ 

（平成２９年度予算） 

議案第 １号  平成２９年度尼崎市一般会計予算 

議案第 ２号  平成２９年度尼崎市特別会計国民健康保険事業費予算 

議案第 ３号  平成２９年度尼崎市特別会計地方卸売市場事業費予算 

議案第 ４号  平成２９年度尼崎市特別会計育英事業費予算 

議案第 ５号  平成２９年度尼崎市特別会計農業共済事業費予算 

議案第 ６号  平成２９年度尼崎市特別会計公共用地先行取得事業費予算 

議案第 ７号  平成２９年度尼崎市特別会計公害病認定患者救済事業費予算 

議案第 ８号  平成２９年度尼崎市特別会計母子父子寡婦福祉資金貸付事業費予算 

議案第 ９号  平成２９年度尼崎市特別会計青少年健全育成事業費予算 

議案第１０号  平成２９年度尼崎市特別会計介護保険事業費予算 

議案第１１号  平成２９年度尼崎市特別会計後期高齢者医療事業費予算 

議案第１２号  平成２９年度尼崎市特別会計駐車場事業費予算 

議案第１３号  平成２９年度尼崎市水道事業会計予算 

議案第１４号  平成２９年度尼崎市工業用水道事業会計予算 

議案第１５号  平成２９年度尼崎市下水道事業会計予算 

議案第１６号  平成２９年度尼崎市モーターボート競走事業会計予算 

（平成２８年度補正予算） 

議案第１７号  平成２８年度尼崎市一般会計予算（第５号） 

議案第１８号  平成２８年度尼崎市特別会計国民健康保険事業費予算（第１号） 

議案第１９号  平成２８年度尼崎市特別会計公共用地先行取得事業費予算（第１号） 
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議案第２０号  平成２８年度尼崎市特別会計介護保険事業費予算（第２号） 

議案第２１号  平成２８年度尼崎市特別会計後期高齢者医療事業費予算（第１号） 

議案第２２号  平成２８年度尼崎市下水道事業会計予算（第１号） 

議案第２３号  平成２８年度尼崎市モーターボート競走事業会計予算（第１号） 

＜条例＞ 

議案第２４号  尼崎市自転車のまちづくり推進条例について 

議案第２５号  みんなの尼崎城基金条例について 

議案第２６号  尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例について 

議案第２７号  尼崎市事務分掌条例の一部を改正する条例について 

議案第２８号  尼崎市職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部を改正

する条例について 

議案第２９号  尼崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

議案第３０号  尼崎市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

議案第３１号  尼崎市市税条例及び尼崎市市税条例等の一部を改正する条例の一部

を改正する条例について 

議案第３２号  尼崎市立幼稚園の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

について 

議案第３３号  尼崎市介護保険条例の一部を改正する条例について 

議案第３４号  尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例につい 

        て 

議案第３５号  尼崎市障害者介護給付費等審査会条例について 

議案第３６号  尼崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

議案第３７号  尼崎市農業委員会の委員の定数を定める条例について 

議案第３８号  尼崎市建築物等関係事務手数料条例の一部を改正する条例について 

議案第３９号  尼崎市立尼崎稲葉荘団地の設置及び管理に関する条例について 

議案第４０号  尼崎市営住宅等審議会条例について 

議案第４１号  尼崎市火災予防条例の一部を改正する条例について 

議案第４２号  尼崎市公営企業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に関する

条例の一部を改正する条例について 

＜その他＞ 

議案第４３号  包括外部監査契約の締結について 

議案第４４号  土地の交換について 

議案第４５号  指定管理者の指定について（尼崎市立第２老人福祉工場及び尼崎市

立第３老人福祉工場） 
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議案第４６号  指定管理者の指定について（尼崎市立あこや学園） 

議案第４７号  指定管理者の指定について（尼崎市立身体障害者福祉会館） 

議案第４８号  指定管理者の指定について（尼崎市立たじかの園） 

議案第４９号  指定管理者の指定について（尼崎市立身体障害者福祉センター） 

議案第５０号  指定管理者の指定について（尼崎市尼崎学園） 

議案第５１号  指定管理者の指定について（尼崎市立青少年体育道場）  

議案第５２号  尼崎市農業共済事業特別積立金の取崩しについて 

議案第５３号  尼崎市農業共済事業事務費の賦課総額及び賦課単価について 

議案第５４号  訴えの提起について（建物明渡し等請求事件） 

議案第５５号  工事請負契約の変更について（港橋耐震補強（その１）工事） 

 

２ その他の報告 

  議会の指定に基づく専決処分 

・ 和解及び損害賠償の額の決定 

交通事故    ４件   ５３９，８９８円 

その他の事故  ２件   ４２８，６６５円 

その他     １件     ５，０００円 

 

３ 追加提出予定案件 

＜その他＞ 

 ・ 工事請負契約について（（仮称）南部保健福祉センター整備工事） 

・ 工事請負契約について（（仮称）南部保健福祉センター整備工事のうち電気設備工事） 

・ 工事請負契約について（（仮称）南部保健福祉センター整備工事のうち機械設備工事） 

・ 工事請負契約について（（仮称）北部保健福祉センター整備工事） 

＜人事＞ 

・ 尼崎市監査委員の選任 

・ 尼崎市固定資産評価審査委員会の委員の選任 
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第２１回尼崎市議会定例会 

議 案 説 明 資 料 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第１号～第１６号 所 管 ― 

件 名 平成２９年度 当初予算 

内       容 

（単位：千円）  

区 分 当初予算額 前年度比 

一 般 会 計 ２０１，７００，０００ ９６．９％ 

特 別 会 計 １１１，８８６，３２９ １０１．８％ 

 国民健康保険事業費 ６２，７６７，０７９ １０１．０％ 

 地方卸売市場事業費 ３７６，１０３ ９３．１％ 

 育英事業費 ８，０２０ １００．０％ 

 農業共済事業費 １６，６３１ １０１．９％ 

 公共用地先行取得事業費 ２，８６３，６８６ ９６．３％ 

 公害病認定患者救済事業費 ３０，４７１ ６５．２％ 

 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 ２６，８８０ ６１．５％ 

 青少年健全育成事業費 ９，６７４ １２３．６％ 

 介護保険事業費 ４０，１２０，１５７ １０３．４％ 

 後期高齢者医療事業費 ５，５７３，４１４ １０６．５％ 

 駐車場事業費 ９４，２１４ ４７．８％ 

企 業 会 計 ６７，０７３，９３６ ８２．９％ 

 水道事業 １２，２７６，６１９ ９７．７％ 

 工業用水道事業 ２，４４３，１９２ １０１．０％ 

 下水道事業 ２０，５０１，５３２ ９５．４％ 

 モーターボート競走事業 ３１，８５２，５９３ ７１．６％ 

合      計 ３８０，６６０，２６５ ９５．４％ 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第１７号～第２３号 所 管 ― 

件 名 平成２８年度 補正予算 

内       容 

（単位：千円）  

区 分 補正予算額 

一 般 会 計 （第５号） △ ２，６８６，６５９ 

特 別 会 計 △４１１，０４８ 

 国民健康保険事業費（第１号） ５１９，８３５ 

 公共用地先行取得事業費（第１号） － 

 介護保険事業費（第２号） △ ３３８，４４７ 

 後期高齢者医療事業費（第１号） ２２９，６６０ 

企 業 会 計 △１，４６７，６９１ 

 下水道事業（第１号） △２３４，５９２ 

 モーターボート競走事業（第１号） △１,２３３，０９９ 
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平成28年度　2月補正の概要

○　一般会計補正予算（補正5号）

（補正予算の内容）

（歳入の主なもの）
①　市税の増 百万円

②　地方交付税の増 百万円

③　臨時財政対策債の増 百万円
　

④　地方消費税交付金の減 百万円

⑤　株式等譲渡所得割交付金の減 百万円

⑥　財政調整基金の取崩を削減（財源対策分） 百万円

（歳出の主なもの）
　

①　財政調整基金積立金の増 百万円

②　公債費の減 百万円

③　介護保険事業費会計繰出金の減 百万円

④　投資的経費、経常経費の執行差金、契約差金、不用見込みとなる経費の減額補正

1　補正予算の規模
（単位：千円）

△ 1,053

△ 808

779

△ 295

△ 102

　歳入において、地方消費税交付金が約９億円、株式等譲渡所得割交付金が約３億円
の減となるものの、市税が約７億円増となり、また歳出において、公債費が約８億
円、介護保険事業費会計繰出金が約１億円の減となるほか、入札差金や執行残など、
歳入・歳出全般にわたり決算見込みに基づき整理することにより、現在措置している
財源対策のうち、基金繰入金約11億円を削減する。

744

1,064

244

△ 931

（単位：千円）

2　歳入歳出補正予算額
（単位：千円）

△ 309,521

△ 15,371

歳　　　出

総務費

△ 39,877

778,530商工費

消防費 17,925使用料及び手数料

地方消費税交付金

現在予算額 補正予算額 補正後予算額

市税 744,000議会費

211,663,972 △ 2,686,659 208,977,313

歳　　　入

款 補正予算額 款 補正予算額

配当割交付金 △ 94,000民生費 △ 666,049

利子割交付金 △ 59,000 △ 397,361

株式等譲渡所得割交付金

△ 931,000労働費 6,339

地方特例交付金 78,000農林水産業費 △ 1,114

△ 295,000衛生費

分担金及び負担金 △ 11,658土木費 △ 1,388,189

地方交付税

国庫支出金 △ 292,787教育費 914,451

5,985

県支出金 △ 476,491公債費 △ 808,220

財産収入 △ 1,433,933諸支出金 328

寄付金 30,952

繰入金 △ 1,067,015

諸収入 △ 397,596

市債 734,354

合　計 △ 2,686,659 合　計 △ 2,686,659
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3　主な事業（50,000千円以上の増減のあるもの）
（単位：千円）

△ 462,813

13介護保険事業費会計繰出金 △ 102,478

№ 事　項 補 正 額

1 減債基金積立金 △ 1,454,140

2 市債償還金 △ 491,512

長洲久々知線立体交差等道路整備事業費

6 中小企業資金融資制度関係事業費 △ 313,031

△ 374,421

△ 121,232

3 臨時福祉給付金給付関係事業費

7 尼崎宝塚線ほか１路線県施行街路事業地元負担金 △ 303,565

5

△ 131,493

△ 291,448市債利子

11本庁舎整備事業費

14児童扶養手当給付関係事業費

16庄下川都市基盤河川改修事業費 △ 83,989

△ 84,729

4 地域介護・福祉空間整備等事業費

△ 98,920

12施設型給付費（民生費） △ 119,943

△ 393,035

9

8

施設型給付費（教育費）

15下水道事業会計補助金

△ 233,828

10市営住宅建替事業費

347,125

60,926

街路灯維持管理事業費 △ 62,65818

23小学校空調整備事業費 978,105

△ 77,516

24税外収入還付金 411,411

30

25尼崎養護学校移転事業費

27自立支援医療等事業費 111,794

26障害児通所支援等給付費 176,232

人件費

28障害者（児）自立支援事業費 97,402

31小学校各種施設整備事業

17住宅市街地総合整備事業費

1,064,162

74,399

19特別養護老人ホーム等整備事業費 △ 59,940

財政調整基金積立金

20旧梅香小学校敷地複合施設整備事業費（教育費） △ 54,632

公共用地先行取得事業費会計繰出金 △ 52,45821

22

29

生活保護扶助費 66,662
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4　繰越明許費の補正

（追　加） （単位：千円）

1 阪急塚口サービスセンター移転事業 32,206

№ 事　業　名 補 正 額

3 鉄道駅舎エレベーター等設置事業 25,000

4

286,556

5 特別養護老人ホーム等整備事業 118,260

7

（仮称）保健福祉センター整備事業（民生費） 31,802

公立保育所施設整備事業

8 （仮称）保健福祉センター整備事業（衛生費） 27,349

2 35,350

12,000

6 保育環境改善事業

9 道路橋りょう維持管理事業 60,000

29,372

10道路橋りょう新設改良事業 273,095

13市営住宅維持整備事業 45,454

12長洲久々知線立体交差等道路整備事業

番号制度等導入関係事業

11庄下川都市基盤河川改修事業 61,400

小学校各種施設整備事業

18小学校学校適正規模・適正配置推進事業 47,046

19小学校学校空調整備事業 1,020,105

14市営住宅建替事業 181,683

15住宅市街地総合整備事業 96,136

21尼崎養護学校移転事業 477,125

合　計 3,054,979

89,92617

中学校学校適正規模・適正配置推進事業 67,278

16消防庁舎等整備事業 37,836

20

13



5　市債の補正

（変　更） （単位：千円）

限度額

限度額

○　特別会計補正予算（4会計） 千円

1　国民健康保険事業費（補正1号） 千円
（単位：千円）

人件費

一般被保険者高額療養費

療養給付費負担金等返還金

2　公共用地先行取得事業費（補正1号）

（単位：千円）

土地貸付収入

不動産売払収入

他会計繰入金

3　介護保険事業費（補正2号） 千円

2 4,925総務管理費（人件費除く）

起　債　の　目　的 補　正　前 補　正　後

1 8,540

№ 事　項 補 正 額

3 372,619

4 133,751

2,458

№ 事　項 補 正 額

△ 338,447

519,835

411,048

△ 52,4583

2 50,000

1

限度額 6,264,000

臨時財政対策債 8,000,000限度額 8,243,954

学校施設整備事業費 4,716,000

3　介護保険事業費（補正2号） 千円

（単位：千円）

人件費
介護サービス等給付費
総務管理費（人件費除く）

介護相談員派遣事業費

認知症対策推進事業費

介護給付費準備基金積立金

高額介護サービス費

審査支払手数料

4　後期高齢者医療事業費（補正1号） 千円
（単位：千円）

保険料等負担金
保険基盤安定拠出金

△ 13,012

△ 5,375
△ 761,890

№ 事　項 補 正 額

1

5 △ 592

3

7 91,851

4

6

2

8 2,507

№ 事　項 補 正 額

229,660

△ 338,447

1 237,743
2 △ 8,083

349,288

△ 1,224

14



○　企業会計補正予算（2会計） 千円

1　下水道事業会計（補正1号） 千円
（単位：千円）

減価償却費
資産減耗費
支払利息及び企業債取扱諸費

　2  モーターボート競走事業会計（補正1号） 千円
（単位：千円）

物件費その他
職員給与費
建設改良費3 △ 19,736

1 △ 1,269,863
2 56,500

№ 事　業　名 補 正 額

△ 1,467,691

△ 234,592

2 △ 166,153
1 △ 41,446

3

№ 事　業　名

△ 26,993

補 正 額

△ 1,233,099
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２４号 所 管 生活安全課 

件 名 尼崎市自転車のまちづくり推進条例について 

内       容 

１ 制定理由 

本市における自転車利用の位置付けを、課題から魅力へ転換し、市民一人ひとりが

自転車に愛着を持ちシビックプライドを持つまちとするため、市、市民等、事業者、

教育事業者等及び自転車小売業者等の責務を明確にし、自転車のまちづくりに関する

基本的な事項を定める条例を新たに制定する。 

 

２ 主な制定内容 

  目的（第１条） 

自転車のまちづくりに関し、市、市民等、事業者、教育事業者等及び自転車小

売業者等の責務を明確にするとともに、自転車のまちづくりに関する基本的な事

項を定めることにより、自転車のまちづくりを推進することを目的とする。 

  市、市民等、事業者等の責務（第３条～第６条） 

   自転車のまちづくりの推進に関する施策（以下「推進施策」という。）を策定し、

実施する市の責務と、その施策に協力することなどの市民等、事業者、教育事業

者等及び自転車小売業者等の責務を定める。 

    推進計画（第７条） 

    推進施策を総合的かつ計画的に推進するための計画を、市民や学識経験者など

の意見を聴きながら策定することなどを定める。 

  自転車の安全適正利用に係る指導等（第９条） 

    市長は、道路交通法その他の交通法規に違反するおそれがある行為をした者等

に対し、自転車の安全適正利用のために必要な指導等を行えることを定める。 

     事業者等による啓発等（第１１条） 

事業者等は、従業員等に自転車の安全適正利用に関する啓発を行うこと、管理

する施設において迷惑駐輪を防止する措置を講ずるよう努めることを定める。 

   教育事業者等及び自転車小売業者等による啓発（第１２条、第１３条） 

    教育事業者等は児童等に、また、自転車小売業者等は購入者等に、それぞれ安

全適正利用に関する啓発を行うよう努めることを定める。 

     指導及び助言（第１４条） 

市長は、 及び の責務を有する者に、必要な指導等を行えることを定める。   

 

３ 施行期日 

  平成２９年１０月１日 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２５号 所 管 まち咲き施策推進担当       

件 名 みんなの尼崎城基金条例について 

内       容 

１ 制定理由 

  ご寄付いただくことになった尼崎城が本市の歴史的なシンボルとなるよう、築城４

００年を見据えた取組を進めている。末永く市民に愛される尼崎城にしたいといった

寄付者の意向に沿うよう、多くの方々に親しみを感じていただけるような市民参加の

城づくりを進めるとともに、尼崎城の整備及び管理に資する事業の推進を図るため、

地方自治法２４１条に基づきみんなの尼崎城基金を設置することに伴い、条例を制定

する。 

 

２ 主な制定内容 

  基金の額（第２条） 

   基金として積み立てる額は、次のとおりとする。 

ア 事業に要する経費に充てるための寄付金の額 

イ 毎年度一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める額 

  管理（第３条） 

    基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保

管しなければならない。 

  処分（第６条） 

    基金は、事業の推進を図るという設置の目的を達成するため、市長が必要がある

と認めるときに限り、処分することができる。 

 

３ 施行期日 

  平成２９年４月１日 

19



20



（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２６号 所 管 行政管理課 

件 名 尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  事務事業の執行体制の整備等により、職員定数の増員等を行うための規定の整備を

行う。 

 

２ 主な改正内容 

  第２条第１項に規定する職員の定数を次の表のとおり改める。 

部        局 改正 現行 増減 

市長の事務部局の職員 

［うち、尼崎市福祉事務所の職員］ 

2,019 

[174] 

1,983 

[165] 

 36 

[9] 

教育委員会及びその所管に属する学校その他の

教育機関の事務部局の職員 
  292   285   7 

教育委員会の所管に属する学校の校長及び教員   238   243 △ 5 

  （参考） 

その他改正を行わなかった部局   666   666  0 

条例定数の総数 3,215 3,177 38 

 

３ 職員定数増減（＋３８）の主な内訳 

市長事務部局（＋３６） ・ひと咲きまち咲き担当局の設置 

・(仮称)保健福祉センター設置準備への対応 

・生活保護業務への対応 

・(仮称)子どもの育ち支援センター設置準備

への対応 など 

教育委員会事務部局（＋７） ・城内まちづくり整備事業への対応 

・中学校給食準備事業への対応 など 

教育委員会教員（△５） ・市立全日制高等学校の見直し など 

 

４ 施行期日 

  平成２９年４月１日 
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尼崎市職員定数条例 

改正後 現 行 

（職員の定数） 

第２条 職員の定数は、次のとおりとする。 

   市長の事務部局の職員 ２，０１９人 

    うち尼崎市福祉事務所の職員 １７４

人 

   議会の事務部局の職員 １８人 

   教育委員会及びその所管に属する学校そ

の他の教育機関の事務部局の職員 ２９２

人 

   教育委員会の所管に属する学校の校長及

び教員 ２３８人 

   選挙管理委員会の事務部局の職員 ８人 

   監査委員の事務部局の職員 １２人 

   公平委員会の事務部局の職員 １人 

   農業委員会の事務部局の職員 １人 

   消防部局の職員 

    消防職員 ４３６人 

    消防団員 １，０００人 

       計 １，４３６人 

   水道局の職員 １６４人 

   公営事業局の職員 ２６人 

２～４ 略 

（職員の定数） 

第２条 職員の定数は、次のとおりとする。 

   市長の事務部局の職員 １，９８３人 

    うち尼崎市福祉事務所の職員 １６５

人 

   議会の事務部局の職員 １８人 

   教育委員会及びその所管に属する学校そ

の他の教育機関の事務部局の職員 ２８５

人 

   教育委員会の所管に属する学校の校長及

び教員 ２４３人 

   選挙管理委員会の事務部局の職員 ８人 

   監査委員の事務部局の職員 １２人 

   公平委員会の事務部局の職員 １人 

   農業委員会の事務部局の職員 １人 

   消防部局の職員 

    消防職員 ４３６人 

    消防団員 １，０００人 

       計 １，４３６人 

   水道局の職員 １６４人 

   公営事業局の職員 ２６人 

２～４ 略 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２７号 所 管 行政管理課 

件 名 尼崎市事務分掌条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  新たな行政課題への的確な対応及び時宜に応じた組織体制の構築を行うため、規定

の整備を行う。 

 

２ 改正内容 

現在、企画財政局において担っている広報事業について、市報をはじめとする本市

の市政情報の発信を今まで以上に市民にとってわかりやすいものとし、親しみやすい

市政運営についてのＰＲの強化を図るため、秘書室に移管する。 

 

３ 施行期日 

  平成２９年４月１日 
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尼崎市事務分掌条例 

改正後 現 行 

（部局の設置及び分掌事務） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１５８条第１項の規定に基づき、次に掲げ

る部局を設け、その分掌する事務は、次のと

おりとする。 

秘書室 

   秘書に関する事項 

   広報に関する事項 

危機管理安全局 

   防災その他の危機管理に関する事項 

   消費生活に関する事項 

   交通安全対策に関する事項 

企画財政局 

   議会に関する事項 

 

   国際交流に関する事項 

   市政の総合企画及び総合調整に関する事

項 

   予算その他財政に関する事項 

   文化に関する事項 

   都市の魅力の創造及び発信に関する事項 

総務局 

   法制その他市の行政一般に関する事項 

   職員の人事、給与、厚生福利及び研修に

関する事項 

   行政管理に関する事項 

   情報及び統計に関する事項 

   他の部局の主管に属しない事項 

資産統括局 

   公有財産に関する事項 

   契約及び検査に関する事項 

   市税に関する事項 

市民協働局 

   協働のまちづくりに関する事項 

   男女共同参画に関する事項 

   広聴に関する事項 

（部局の設置及び分掌事務） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１５８条第１項の規定に基づき、次に掲げ

る部局を設け、その分掌する事務は、次のと

おりとする。 

秘書室 

   秘書に関する事項 

 

危機管理安全局 

   防災その他の危機管理に関する事項 

   消費生活に関する事項 

   交通安全対策に関する事項 

企画財政局 

   議会に関する事項 

   広報に関する事項 

   国際交流に関する事項 

   市政の総合企画及び総合調整に関する事

項 

   予算その他財政に関する事項 

   文化に関する事項 

   都市の魅力の創造及び発信に関する事項 

総務局 

   法制その他市の行政一般に関する事項 

   職員の人事、給与、厚生福利及び研修に

関する事項 

   行政管理に関する事項 

   情報及び統計に関する事項 

   他の部局の主管に属しない事項 

資産統括局 

   公有財産に関する事項 

   契約及び検査に関する事項 

   市税に関する事項 

市民協働局 

   協働のまちづくりに関する事項 

   男女共同参画に関する事項 

   広聴に関する事項 
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   人権啓発等及び国際化に関する事項 

   支所に関する事項 

   戸籍、住民基本台帳等に関する事項 

   社会保険等に関する事項 

健康福祉局 

   保健衛生に関する事項 

   社会福祉に関する事項 

   介護保険に関する事項 

こども青少年本部事務局 

   子どもの育成支援に関する事項 

   青少年の育成支援に関する事項 

経済環境局 

   産業経済に関する事項 

   労働に関する事項 

   公害及び環境に関する事項 

   廃棄物の処理その他都市の美化及び清潔

の保特に関する事項 

都市整備局 

   都市計画に関する事項 

   建築に関する事項 

   用地に関する事項 

   道路及び橋りょうに関する事項 

   河川及び港湾に関する事項 

   公園及び緑地に関する事項 

   下水道に関する事項 

   都市の再開発に関する事項 

   土地区画整理に関する事項 

   住宅に関する事項 

   人権啓発等及び国際化に関する事項 

   支所に関する事項 

   戸籍、住民基本台帳等に関する事項 

   社会保険等に関する事項 

健康福祉局 

   保健衛生に関する事項 

   社会福祉に関する事項 

   介護保険に関する事項 

こども青少年本部事務局 

   子どもの育成支援に関する事項 

   青少年の育成支援に関する事項 

経済環境局 

   産業経済に関する事項 

   労働に関する事項 

   公害及び環境に関する事項 

   廃棄物の処理その他都市の美化及び清潔

の保特に関する事項 

都市整備局 

   都市計画に関する事項 

   建築に関する事項 

   用地に関する事項 

   道路及び橋りょうに関する事項 

   河川及び港湾に関する事項 

   公園及び緑地に関する事項 

   下水道に関する事項 

   都市の再開発に関する事項 

   土地区画整理に関する事項 

   住宅に関する事項 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２８号 所 管 給与課 

件 名 
尼崎市職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部を改正する条例

について 

内       容 

１ 改正理由 

働きながら介護がしやすい環境整備をさらに進めるため、人事院勧告等を踏まえた

国家公務員に係る改正内容に準じて所要の整備を行う。 

 

２ 主な改正内容 

  介護のための所定外労働の免除の導入 

  要介護者の介護を行う職員が要介護者を介護するために請求した場合には、公務

の運営に支障がないと認められるときは、所定の勤務時間以外における勤務を免除

する制度を導入する。 

   介護休暇の分割取得 

   現行、連続する６月の期間内で取得可能としている介護休暇について、職員の申

出に基づき、一の要介護状態ごとに３回以下、かつ、合計６月以下の範囲内におい

て取得可能とするよう改める。 

   介護時間の導入 

   日常的な介護ニーズに対応するため、職員が要介護者を介護するため１日の勤務

時間の一部について勤務しないことが相当であると認められる場合に、連続する３

年の期間内において、１日につき２時間を超えない範囲内で勤務しないことを可能

とする介護時間（無給）を導入する。 

 

３ 施行期日 

  平成２９年４月１日。 

ただし、改正後の制度利用に関する請求等については公布の日。 
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尼崎市職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例 

改正後 現 行 

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び超過

勤務の制限） 

第５条 任命権者は、職員（市規則で定める職

員を除く。）が、市規則で定めるところによ

り、その未就学児（小学校就学の始期に達す

るまでの子（市規則で定める者を含む。）を

いう。第３項において同じ。）を養育するた

めに請求した場合には、公務の運営に支障が

ある場合を除き、深夜（午後１０時から翌日

の午前５時までの間をいう。）における勤務

をさせてはならない。 

２ 任命権者は、職員が、市規則で定めるとこ

ろにより、その３歳に満たない子（市規則で

定める者を含む。）を養育するために請求し

た場合には、当該職員の業務を処理するため

の措置を講ずることが著しく困難である場合

を除き、所定の勤務時間以外の時間における

勤務（災害その他避けることのできない事由

に基づく臨時の勤務を除く。次項において「超

過勤務」という。）をさせてはならない。 

３ 任命権者は、職員が、市規則で定めるとこ

ろにより、その未就学児を養育するために請

求した場合には、当該職員の業務を処理する

ための措置を講ずることが著しく困難である

場合を除き、市規則で定める時間数を超えて、

超過勤務をさせてはならない。 

 

４ 前各項の規定は、職員が第１３条の３に規

定する要介護者を介護する場合について準用

する。この場合において、第１項中「職員（市

規則で定める職員を除く。）」とあるのは「職

員」と、第２項中「当該職員の業務を処理す

るための措置を講ずることが著しく困難であ

る」とあるのは「公務の運営に支障がある」

と読み替えるものとする。 

 

 

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び超過

勤務の制限） 

第５条 任命権者は、小学校就学の始期に達す

るまでの子（以下「未就学児」という。）の

ある職員（市規則で定める職員を除く。）が、

市規則で定めるところにより、当該未就学児

を養育するために請求した場合には、公務の

運営に支障がある場合を除き、深夜（午後１

０時から翌日の午前５時までの間をいう。）

における勤務をさせてはならない。 

 

２ 任命権者は、３歳に満たない子のある職員

が、市規則で定めるところにより、当該子を

養育するために請求した場合には、当該職員

の業務を処理するための措置を講ずることが

著しく困難である場合を除き、所定の勤務時

間以外の時間における勤務（災害その他避け

ることのできない事由に基づく臨時の勤務を

除く。次項において「超過勤務」という。）

をさせてはならない。 

３ 任命権者は、未就学児のある職員が、市規

則で定めるところにより、当該未就学児を養

育するために請求した場合には、当該職員の

業務を処理するための措置を講ずることが著

しく困難である場合を除き、市規則で定める

時間数を超えて、超過勤務をさせてはならな

い。 

４ 第１項及び前項の規定は、第１３条の３に

規定する要介護者を介護する職員について準

用する。この場合において、第１項中「小学

校就学の始期に達するまでの子（以下「未就

学児」という。）のある職員（市規則で定め

る職員を除く。）」とあるのは「第１３条の

３に規定する要介護者のある職員」と、「未

就学児を養育する」とあるのは「要介護者を

介護する」と、前項中「未就学児の」とある

のは「第１３条の３に規定する要介護者の」
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（休暇） 

第７条 略 

２ 次条及び第１０条から第１７条までに規定

する休暇は有給休暇とし、第１８条から第２

０条までに規定する休暇は無給休暇とする。 

（男性職員の育児のための休暇） 

第１２条の４ 任命権者は、男性職員の配偶者

の出産の前後の市規則で定める期間におい

て、当該男性職員が、当該出産に係る子又は

当該子以外の当該男性職員の子（市規則で定

める者を含む。）で小学校就学の始期に達す

るまでのものを養育するため、勤務しないこ

とが相当であると認められる場合において

は、その請求により、当該期間において５日

以内の育児のための休暇を与える。 

（育児時間） 

第１３条 任命権者は、生後１年に達しない子

（市規則で定める者を含む。）を養育する職

員（以下「育児時間付与対象職員」という。）

に対しては、その請求により、１日２回各々

３０分（育児時間を取得しようとする日の勤

務時間が４時間以下である職員（以下「短時

間勤務職員」という。）にあっては、１日１

回３０分）の育児時間を与える。 

２ 略 

（子の看護等の子育てのための休暇） 

第１３条の２ 任命権者は、次のいずれかに該

当するときは、児童（職員の子（市規則で定

める者を含む。）で、１２歳に達する日以後

の最初の３月３１日までの間にあるものをい

う。以下この条において同じ。）を養育する

職員の請求により、１年につき５日（その養

育する児童が２人以上いる場合は、１０日）

以内の子育てのための休暇を与える。 

  ・  略 

（介護休暇） 

第１９条 任命権者は、職員に係る要介護者の

と、「未就学児を養育する」とあるのは「要

介護者を介護する」と読み替えるものとする。 

（休暇） 

第７条 略 

２ 次条及び第１０条から第１７条までに規定

する休暇は有給休暇とし、第１８条及び第１

９条に規定する休暇は無給休暇とする。 

（男性職員の育児のための休暇） 

第１２条の４ 任命権者は、配偶者の出産の前

後の市規則で定める期間において、当該出産

に係る子又は未就学児（配偶者の子を含む。

第１３条の２において同じ。）を養育する男

性職員がこれらの子の養育をするため、勤務

しないことが相当であると認められる場合に

おいては、その請求により、当該期間におい

て５日以内の育児のための休暇を与える。 

 

（育児時間） 

第１３条 任命権者は、生後１年に達しない子

を養育する職員（以下「育児時間付与対象職

員」という。）に対しては、その請求により、

１日２回各々３０分（育児時間を取得しよう

とする日の勤務時間が４時間以下である職員

（以下「短時間勤務職員」という。）にあっ

ては、１日１回３０分）の育児時間を与える。 

 

２ 略 

（子の看護等の子育てのための休暇） 

第１３条の２ 任命権者は、次のいずれかに該

当するときは、児童（１２歳に達する日以後

の最初の３月３１日までの間にある者をい

う。以下この条において同じ。）を養育する

職員の請求により、１年につき５日（その養

育する児童が２人以上いる場合は、１０日）

以内の子育てのための休暇を与える。 

  

 ・  略 

（介護休暇） 

第１９条 任命権者は、職員が要介護者の介護
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各々が介護を必要とする一の継続する状態ご

とに、３回を超えず、かつ、通算して６月を

超えない範囲内で当該職員の申出に基づき任

命権者が指定する期間（以下「指定期間」と

いう。）内において、当該職員が、当該要介

護者の介護をするため、勤務しないことが相

当であると認められる場合においては、その

請求により、介護休暇を与える。 

２ 前項の介護休暇の期間は、指定期間内にお

いて必要と認められる期間とする。 

 

 

 

（介護時間） 

第２０条 任命権者は、職員に係る要介護者の

各々が介護を必要とする一の継続する状態ご

とに、連続する３年の期間（当該要介護者に

ついて前条第１項の規定により指定期間が設

けられている場合における当該指定期間と重

複する期間を除く。）内において、当該職員

が、当該要介護者の介護をするため、１日の

勤務時間の一部につき勤務しないことが相当

であると認められる場合においては、その請

求により、１日につき２時間を超えない範囲

内で必要と認められる時間の介護時間を与え

る。 

（委任） 

第２１条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行について必要な事項は、市規則で

定める。 

をするため、勤務しないことが相当であると

認められる場合においては、その請求により、

介護休暇を与える。 

 

 

 

 

 

２ 前項の介護休暇の期間は、第１３条の３に

規定する者の各々が同条に規定する介護を必

要とする一の継続する状態ごとに、連続する

６月の期間内において必要と認められる期間

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（規則への委任） 

第２０条 この条例に定めるものの外、必要な

事項は、市規則で定める。 
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（議案説明資料） 

 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第２９号 所 管 給与課 

件 名 尼崎市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

平成２８年度の人事院勧告にて示された扶養手当の見直し等について、国家公務員

の改正内容に準じた改正を行う。 

 

２ 主な改正内容 

   扶養手当の改正 

   次表のとおり、配偶者に係る手当額を父母等に係る手当額と同額まで減額すると

ともに、子に係る手当額の増額を行う。 

 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 
H32年度 

以降 

配
偶
者 

局長級 13,000 10,000 6,500 3,500 0 

部長級 13,000 10,000 6,500 3,500 3,500 

課長級以下 13,000 10,000 6,500 6,500 6,500 

子 6,500 8,000 10,000 10,000 10,000 

父
母
等 

局長級 6,500 6,500 6,500 3,500 0 

部長級 6,500 6,500 6,500 3,500 3,500 

課長級以下 6,500 6,500 6,500 6,500 6,500 

   介護時間導入のための所要の整備 

   平成２９年４月１日より新たに導入する介護時間について、当該介護時間を取得

した場合の給与を減額するための規定の整備を行う。 

   初任給調整手当 

   給与制度の総合的見直しの一環として、医療職給料表適用者に対して支給する初

任給調整手当について、その上限額を２５０，６００円から３０８，０００円に改

める。 

 

３ 施行期日 

平成２９年４月１日 
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尼崎市職員の給与に関する条例 

改正後 現 行 

（昇給） 

第９条 職員の昇給は、市規則で定める日に、

同日前２年（市長が別に定める職員にあって

は、市長が別に定める期間）内に実施された

人事評価の結果等に基づき行うものとする。 

 

２ 前項の規定により職員を昇給させるかどう

か及び当該職員を昇給させる場合の昇給の号

給数は、同項に規定する期間の全部を良好な

成績で勤務した職員の昇給の号給数を４号給

（行政職給料表の適用を受ける職員でその等

級が６級以上であるもの及び同表以外の各給

料表の適用を受ける職員でその等級がこれら

に相当するものとして市規則で定めるものに

あっては、３号給）とすることを標準として

市規則で定める基準に従い、決定するものと

する。 

３～６ 略 

（扶養手当） 

第１２条 扶養親族のある職員（再任用職員を

除く。次項、第３項及び第５項から第７項ま

で並びに第１２条の３第１項及び第２項にお

いて同じ。）には、扶養手当を支給する。た

だし、次項第１号及び第３号から第６号まで

のいずれかに該当する扶養親族（以下「扶養

親族たる配偶者、父母等」という。）に係る

扶養手当は、行政職給料表の適用を受ける職

員でその等級が８級であるもの及び同表以外

の各給料表の適用を受ける職員でその等級が

これに相当するものとして市規則で定めるも

の（以下「８級職員」という。）に対しては、

支給しない。 

２ 前項の扶養親族とは、次の各号に掲げる者

で、他に生計の途がなく、かつ、主としてそ

の職員の収入によって生計を維持しているも

のをいう。 

  略 

（昇給） 

第９条 職員の昇給は、市規則で定める日に、

同日前２年（市長が別に定める職員にあって

は、市長が別に定める期間）内に実施された

勤務成績の評定の結果等に基づき行うものと

する。 

２ 前項の規定により職員を昇給させるかどう

か及び当該職員を昇給させる場合の昇給の号

給数は、同項に規定する期間の全部を良好な

成績で勤務した職員の昇給の号給数を４号給

（行政職給料表の適用を受ける職員でその等

級が６級以上であるもの及び同表以外の各給

料表の適用を受ける職員でその等級がこれら

に相当するものにあっては、３号給）とする

ことを標準として市規則で定める基準に従

い、決定するものとする。 

 

３～６ 略 

（扶養手当） 

第１２条 扶養親族のある職員（再任用職員を

除く。次項、第３項及び第５項から第７項ま

で並びに第１２条の３第１項及び第２項にお

いて同じ。）には、扶養手当を支給する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項の扶養親族とは、次の各号に掲げる者

で、他に生計の途がなく、かつ、主としてそ

の職員の収入によって生計を維持しているも

のをいう。 

  略 
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  ２２歳に達する日以後の最初の３月３１

日までの間にある子 

  ２２歳に達する日以後の最初の３月３１

日までの間にある孫 

 ～  略 

３ 扶養手当の月額は、扶養親族たる配偶者、

父母等については１人につき６，５００円（行

政職給料表の適用を受ける職員でその等級が

７級であるもの及び同表以外の各給料表の適

用を受ける職員でその等級がこれに相当する

ものとして市規則で定めるもの（以下「７級

職員」という。）にあっては、３，５００円）、

前項第２号に該当する扶養親族（以下「扶養

親族たる子」という。）については１人につ

き１０，０００円とする。 

４ 略 

５ 新たに職員となった者に扶養親族（８級職

員にあっては、扶養親族たる子に限る。）が

ある場合、８級職員から８級職員以外の職員

となった職員に扶養親族たる配偶者、父母等

がある場合又は職員に次のいずれかに掲げる

事実が生じた場合においては、その職員は、

直ちに、その旨を市長に届け出なければなら

ない。 

  新たに扶養親族たる要件を具備するに至

った者がある場合（８級職員に扶養親族た

る配偶者、父母等たる要件を具備するに至

った者がある場合を除く。） 

  扶養親族たる要件を欠くに至った者があ

る場合（扶養親族たる子又は第２項第３号

若しくは第５号に該当する扶養親族が、２

２歳に達した日以後の最初の３月３１日の

経過により、扶養親族たる要件を欠くに至

った場合及び８級職員に扶養親族たる配偶

者、父母等たる要件を欠くに至った者があ

る場合を除く。） 

(削る) 

 

 

  ２２歳に達する日以後の最初の３月３１

日までの間にある子及び孫 

 

 

 ～  略 

３ 扶養手当の月額は、前項第１号に該当する

扶養親族については１３，０００円、同項第

２号から第５号までに該当する扶養親族につ

いては１人につき６，５００円（職員に配偶

者がない場合にあっては、そのうち１人につ

いては１１，０００円）とする。 

 

 

 

 

４ 略 

５ 新たに職員となった者に扶養親族がある場

合又は職員に次の各号のいずれかに該当する

事実が生じた場合においては、その職員は、

直ちにその旨（新たに職員となった者に扶養

親族がある場合又は職員に第１号に該当する

事実が生じた場合において、その職員に配偶

者がないときは、その旨を含む。）を市長に

届け出なければならない。 

  新たに扶養親族としての要件を具備する

に至った者がある場合 

 

 

  扶養親族としての要件を欠くに至った者

がある場合（第２項第２号又は第４号に該

当する扶養親族が、２２歳に達した日以後

の最初の３月３１日の経過により、扶養親

族たる要件を欠くに至った場合を除く。） 

 

 

 

  第２項第２号から第５号までに該当する

扶養親族がある職員が配偶者のない職員と

なった場合（前号に該当する場合を除く。） 
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(削る) 

 

 

６ 扶養手当の支給は、新たに職員となった者

に扶養親族（８級職員にあっては、扶養親族

たる子に限る。）がある場合においてはその

者が職員となった日、８級職員から８級職員

以外の職員となった職員に扶養親族たる配偶

者、父母等がある場合においてその職員に扶

養親族たる子で前項の規定による届出に係る

ものがないときはその職員が８級職員以外の

職員となった日、職員に扶養親族（８級職員

にあっては、扶養親族たる子に限る。）で同項

の規定による届出に係るものがない場合にお

いてその職員に同項第１号に掲げる事実が生

じたときはその事実が生じた日の属する月の

翌月（これらの日が月の初日であるときは、

その日の属する月）から開始し、扶養手当を

受けている職員が離職し、又は死亡した場合

においてはそれぞれその者が離職し、又は死

亡した日、８級職員以外の職員から８級職員

となった職員に扶養親族たる配偶者、父母等

で同項の規定による届出に係るものがある場

合においてその職員に扶養親族たる子で同項

の規定による届出に係るものがないときはそ

の職員が８級職員となった日、扶養手当を受

けている職員の扶養親族（８級職員にあって

は、扶養親族たる子に限る。）で同項の規定

による届出に係るものの全てが扶養親族たる

要件を欠くに至った場合においてはその事実

が生じた日の属する月（これらの日が月の初

日であるときは、その日の属する月の前月）

をもって終わる。ただし、扶養手当の支給の

開始については、同項の規定による届出が、

これに係る事実の生じた日から１５日を経過

した後にされたときは、その届出を受理した

日の属する月の翌月（その日が月の初日であ

るときは、その日の属する月）から行うもの

とする。 

  第２項第２号から第５号までに該当する

扶養親族がある職員が配偶者を有するに至

った場合（第１号に該当する場合を除く。） 

６ 扶養手当の支給は、新たに職員となった者

に扶養親族がある場合においてはその者が職

員となった日、扶養親族がない職員に前項第

１号に掲げる事実が生じた場合においてはそ

の事実が生じた日の属する月の翌月（これら

の日が月の初日であるときは、その日の属す

る月）から開始し、扶養手当を受けている職

員が離職し、又は死亡した場合においてはそ

れぞれその者が離職し、又は死亡した日、扶

養手当を受けている職員の扶養親族で同項の

規定による届出に係るもののすべてが扶養親

族たる要件を欠くに至った場合においてはそ

の事実が生じた日の属する月（これらの日が

月の初日であるときは、その日の属する月の

前月）をもって終わる。ただし、扶養手当の

支給の開始については、同項の規定による届

出が、これに係る事実の生じた日から１５日

を経過した後にされたときは、その届出を受

理した日の属する月の翌月（その日が月の初

日であるときは、その日の属する月）から行

うものとする。 
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７ 扶養手当は、次の各号のいずれかに掲げる

事実が生じた場合においては、その事実が生

じた日の属する月の翌月（その日が月の初日

であるときは、その日の属する月）からその

支給額を改定する。前項ただし書の規定は、

第１号又は第３号に掲げる事実が生じた場合

における扶養手当の支給額の改定について準

用する。 

  扶養手当を受けている職員に更に第５項

第１号に掲げる事実が生じた場合 

  扶養手当を受けている職員の扶養親族

（８級職員にあっては、扶養親族たる子に

限る。）で第５項の規定による届出に係るも

のの一部が扶養親族たる要件を欠くに至っ

た場合 

  扶養親族たる配偶者、父母等及び扶養親

族たる子で第５項の規定による届出に係る

ものがある８級職員が８級職員以外の職員

となった場合 

  扶養親族たる配偶者、父母等で第５項の

規定による届出に係るものがある７級職員

が７級職員及び８級職員以外の職員となっ

た場合 

  扶養親族たる配偶者、父母等で第５項の

規定による届出に係るもの及び扶養親族た

る子で同項の規定による届出に係るものが

ある職員で８級職員以外のものが８級職員

となった場合 

  扶養親族たる配偶者、父母等で第５項の

規定による届出に係るものがある職員で７

級職員及び８級職員以外のものが７級職員

となった場合 

  職員の扶養親族たる子で第５項の規定に

よる届出に係るもののうち特定期間にある

子でなかった者が特定期間にある子となっ

た場合 

（給与の減額） 

第１４条 職員が勤務しないときは、その勤務

しないことにつき任命権者の承認があった場

７ 扶養手当は、これを受けている職員に更に

第５項第１号に掲げる事実が生じた場合、扶

養手当を受けている職員の扶養親族で同項の

規定による届出に係るものの一部が扶養親族

たる要件を欠くに至った場合、扶養手当を受

けている職員について同項第３号若しくは第

４号に掲げる事実が生じた場合又は職員の扶

養親族たる子で同項の規定による届出に係る

もののうち特定期間にある子でなかった者が

特定期間にある子となった場合においては、

これらの事実が生じた日の属する月の翌月

（これらの日が月の初日であるときは、その

日の属する月）からその支給額を改定する。

前項ただし書の規定は、扶養手当を受けてい

る職員に更に第５項第１号に掲げる事実が生

じた場合における扶養手当の支給額の改定

（第２項第２号から第５号までに該当する扶

養親族で第５項の規定による届出に係るもの

がある職員で配偶者のないものが扶養親族た

る配偶者を有するに至った場合における当該

第２項第２号から第５号までに該当する扶養

親族に係る扶養手当の支給額の改定を除く。）

及び扶養手当を受けている職員のうち第２項

第２号から第５号までに該当する扶養親族で

第５項の規定による届出に係るものがある職

員が配偶者のない職員となった場合における

当該第２項第２号から第５号までに該当する

扶養親族に係る扶養手当の支給額の改定につ

いて準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

（給与の減額） 

第１４条 職員が勤務しないときは、その勤務

しないことにつき、任命権者の承認があった
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合（尼崎市職員の勤務時間その他の勤務条件

に関する条例第１８条の規定により組合休暇

を与えられた場合、同条例第１９条第１項の

規定により介護休暇を与えられた場合及び同

条例第２０条の規定により介護時間を与えら

れた場合を除く。）を除くほか、その勤務し

ない１時間につき、第１８条第１項に規定す

る勤務１時間当たりの給与額を減額した給与

を支給する。 

（初任給調整手当） 

第２１条の５ 医療職給料表の適用を受ける職

員には、月額３０８，０００円を超えない範

囲内において、勤続期間に応じて市規則で定

める額の初任給調整手当を支給する。 

２ 略 

別表第３ 

消防職給料表 

職

員

の

区

分 

 

等

級 

１

級 

２

級 

３

級 

４

級 

５

級 

６

級 

号 

給 

給

料 

月

額 

給

料 

月

額 

給

料 

月

額 

給

料 

月

額 

給

料 

月

額 

給

料 

月

額 

 

       

備考 この表は、消防司令長、消防司令、消

防司令補、消防士長及び消防士の階級に

ある職員に適用する。 

別表第１０ 

 ア 行政職給料表昇格時号給対応表  

昇格をし
た日の前
日に受け
ていた号
給 

昇格後の号給 

２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

        
        
        

備考 この表は、行政職給料表の適用を受ける

職員の等級が第５条第１項の規定により決

場合（尼崎市職員の勤務時間その他の勤務条

件に関する条例第１８条の規定により組合休

暇を与えられた場合及び同条例第１９条第１

項の規定により介護休暇を与えられた場合を

除く。）を除くほか、その勤務しない１時間

につき第１８条第１項に規定する勤務１時間

当たりの給与額を減額した給与を支給する。 

 

 

（初任給調整手当） 

第２１条の５ 医療職給料表の適用を受ける職

員には、月額２５０，６００円を超えない範

囲内において、勤続期間に応じて市規則で定

める額の初任給調整手当を支給する。 

２ 略 

別表第３ 

消防職給料表 

職

員

の

区

分 

 

等

級 

１

級 

２

級 

３

級 

４

級 

５

級 

６

級 

号 

給 

給

料 

月

額 

給

料 

月

額 

給

料 

月

額 

給

料 

月

額 

給

料 

月

額 

給

料 

月

額 

 

       

備考 この表は、消防吏員であって市規則で

定めるものに適用する。 

 

別表第１０ 

 ア 行政職給料表昇格時号給対応表  

昇格した
日の前日
に受けて
いた号給 

昇格後の号給 

２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

        
        
        

備考 この表は、行政職給料表の適用を受ける

職員の職務の級が第５条第１項の規定によ

り決定される場合について適用する。 
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定される場合について適用する。 

イ 行政職給料表昇格時号給対応表  

昇格をした日の前 
日に受けていた 
号給 

昇格後の号給 

 
 

備考 この表は、行政職給料表の適用を受ける

職員でその等級が４級であるものの等級が

第５条第２項の規定により読み替えて適用

する同条第１項の規定により６級に決定さ

れる場合について適用する。 

ウ 教育職給料表 昇格時号給対応表 

昇格をした日の前 
日に受けていた 
号給 

昇格後の号給 

２級 ３級 ４級 ５級 

 

    

備考 この表は、教育職給料表 の適用を受け

る職員の等級が第５条第１項の規定により

決定される場合及び特定２級教育職員の等

級が同条第２項の規定により読み替えて適

用する同条第１項の規定により４級に決定

される場合について適用する。 

エ 教育職給料表 昇格時号給対応表 

昇格をした日の前 

日に受けていた 

号給 

昇格後の号給 

２級 ３級 

   
   

   

備考 この表は、教育職給料表 の適用を受け

る職員の等級が第５条第１項の規定により

決定される場合について適用する。 

オ 消防職給料表昇格時号給対応表  

昇格をした日
の前日に受け
ていた号給 

昇格後の号給 

２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

      
      
      

備考 この表は、消防職給料表の適用を受ける

職員の等級が第５条第１項の規定により決

 

イ 行政職給料表昇格時号給対応表  

昇格した日の前 
日に受けていた 
号給 

昇格後の号給 

 
 

備考 この表は、行政職給料表の適用を受ける

職員でその職務の級が４級であるものの職

務の級が第５条第２項の規定により読み替

えて適用する同条第１項の規定により６級

に決定される場合について適用する。 

ウ 教育職給料表 昇格時号給対応表 

昇格した日の前 
日に受けていた 
号給 

昇格後の号給 

２級 ３級 ４級 ５級 

 

    

備考 この表は、教育職給料表 の適用を受け

る職員の職務の級が第５条第１項の規定に

より決定される場合及び特定２級教育職員

の職務の級が同条第２項の規定により読み

替えて適用する同条第１項の規定により４

級に決定される場合について適用する。 

エ 教育職給料表 昇格時号給対応表 

昇格した日の前 

日に受けていた 

号給 

昇格後の号給 

２級 ３級 

   
   

   

備考 この表は、教育職給料表 の適用を受け

る職員の職務の級が第５条第１項の規定に

より決定される場合について適用する。 

オ 消防職給料表昇格時号給対応表  

昇格した日の
前日に受けて
いた号給 

昇格後の号給 

２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

      
      
      

備考 この表は、消防職給料表の適用を受ける

職員の職務の級が第５条第１項の規定によ
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定される場合について適用する。 

カ 消防職給料表昇格時号給対応表  

昇格をした日の前 
日に受けていた 
号給 

昇格後の号給 

  

備考 この表は、消防職給料表の適用を受ける

職員でその等級が４級であるものの等級が

第５条第２項の規定により読み替えて適用

する同条第１項の規定により６級に決定さ

れる場合について適用する。 

キ 医療職給料表昇格時号給対応表 

昇格をした日の前 

日に受けていた 

号給 

昇格後の号給 

２級 ３級 ４級 

    
    

    

備考 この表は、医療職給料表の適用を受ける

職員の等級が第５条第１項の規定により決

定される場合について適用する。 

 

り決定される場合について適用する。 

カ 消防職給料表昇格時号給対応表  

昇格した日の前 
日に受けていた 
号給 

昇格後の号給 

  

備考 この表は、消防職給料表の適用を受ける

職員でその職務の級が４級であるものの職

務の級が第５条第２項の規定により読み替

えて適用する同条第１項の規定により６級

に決定される場合について適用する。 

キ 医療職給料表昇格時号給対応表 

昇格した日の前 

日に受けていた 

号給 

昇格後の号給 

２級 ３級 ４級 

    
    

    

備考 この表は、医療職給料表の適用を受ける

職員の職務の級が第５条第１項の規定によ

り決定される場合について適用する。 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３０号 所 管 給与課 

件 名 尼崎市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

地方公務員の育児休業等に関する法律及び育児休業、介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律の一部を改正する法律（平成２８年法律第９５号）

の施行に伴い、人事院勧告等を踏まえた国家公務員に係る改正内容に準じて所要の整

備を行う。 

 

２ 改正内容 

  育児休業等の対象となる子の範囲の見直しに伴う所要の整備 

   育児休業等の対象となる子について、法で規定されている者に準じて条例で定め

る者として、養子縁組里親として委託することが適当と認められるにもかかわら

ず、実親等が反対したことにより養子縁組里親としてではなく養育里親として職員

にその養育が委託されている子を加える。 

また、育児休業等を再度取得することができる特別の事情として、当初の育児休

業等に係る子以外の子を対象とする新たな育児休業等が承認されたことにより当

初の育児休業が効力を失った後に、新たな育児休業等に係る子についての特別養子

縁組の申立てが成立しなかった場合又は養子縁組が成立することなく里親委託が

解除された場合を加える。 

  介護時間の導入に伴う所要の整備 

部分休業の取得可能時間（通常は１日を通じて２時間）について、介護時間を与

えられている職員に関しては、２時間から介護時間を減じて得た時間とする。 

 

３ 施行期日 

  平成２９年４月１日 
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尼崎市職員の育児休業等に関する条例 

改正後 現 行 

（法第２条第１項の条例で定める者） 

第２条の２ 法第２条第１項の条例で定める者

は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第２７条第１項第３号の規定により、同法第

６条の４第１号に規定する養育里親である職

員（その養育する児童の親その他の同法第２

７条第４項に規定する者の意に反するため、

同項の規定により、同法第６条の４第２号に

規定する養子縁組里親として当該児童の養育

を受託することができない職員に限る。）にそ

の養育が委託されている当該児童とする。 

（法第２条第１項ただし書の条例で定める期

間） 

第２条の３ 略 

（再度の育児休業をすることができる特別の事

情） 

第３条 法第２条第１項ただし書の条例で定め

る特別の事情は、次のとおりとする。 

  育児休業をしている職員が産前の休業を

始め、又は出産したことにより当該育児休

業の承認が効力を失った後、当該産前の休

業又は出産に係る子が次のいずれかに該当

することとなったこと。 

ア 死亡した場合 

イ 養子縁組等により当該職員と別居する

こととなった場合 

  育児休業をしている職員が第５条に規定

する事由に該当したことにより当該育児休

業の承認が取り消された後、同条の承認に

係る子が次のいずれかに該当することとな

ったこと。 

ア 前号ア又はイに掲げる場合 

イ 民法（明治２９年法律第８９号）第８

１７条の２第１項の規定による請求に係

る家事審判事件が終了した場合（特別養

子縁組の成立の審判が確定した場合を除

く。）又は養子縁組が成立しないまま児童

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（法第２条第１項ただし書の条例で定める期

間） 

第２条の２ 略 

（再度の育児休業をすることができる特別の事

情） 

第３条 法第２条第１項ただし書の条例で定め

る特別の事情は、次のとおりとする。 

  育児休業をしている職員が産前の休業を

始め、又は出産したことにより当該育児休

業の承認が効力を失った後、当該産前の休

業若しくは出産に係る子が死亡し、又は養

子縁組等により当該職員と別居することと

なったこと。 

 

 

  育児休業をしている職員が第５条に規定

する事由に該当したことにより当該育児休

業の承認が取り消された後、同条の承認に

係る子が死亡し、又は養子縁組等により当

該職員と別居することとなったこと。 
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福祉法第２７条第１項第３号の規定によ

る措置が解除された場合 

 ～  略 

（育児短時間勤務終了後１年以内に再度の育児

短時間勤務をすることができる特別の事情） 

第１０条 法第１０条第１項ただし書の条例で

定める特別の事情は、次のとおりとする。 

  育児短時間勤務職員（法第１１条第１項

に規定する育児短時間勤務職員をいう。以

下同じ。）が産前の休業を始め、又は出産し

たことによりその育児短時間勤務（法第１

０条第１項に規定する育児短時間勤務をい

う。以下同じ。）の承認が効力を失った後、

当該産前の休業又は出産に係る子が第３条

第１号ア又はイのいずれかに該当すること

となったこと。 

  育児短時間勤務職員が第１２条第１号に

該当したことによりその育児短時間勤務の

承認が取り消された後、同号の承認に係る

子が第３条第２号ア又はイのいずれかに該

当することとなったこと。 

 

 ～  略 

（部分休業の承認等） 

第１６条 部分休業（法第１９条第１項に規定

する部分休業をいう。以下同じ。）の承認は、

正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、

１日を通じて２時間（勤務条件条例第１３条

の規定による育児時間を与えられている職員

及び勤務条件条例第２０条の規定により介護

時間を与えられている職員については、２時

間からその与えられている育児時間又は介護

時間の時間（育児時間及び介護時間を与えら

れている場合は、これらの時間の合計時間（当

該合計時間が２時間を超えるときは、２時

間））を減じて得た時間）を超えない範囲内で、

３０分を単位として行うものとする。 

２・３ 略 

 

 

 ～  略 

（育児短時間勤務終了後１年以内に再度の育児

短時間勤務をすることができる特別の事情） 

第１０条 法第１０条第１項ただし書の条例で

定める特別の事情は、次のとおりとする。 

  育児短時間勤務職員（法第１１条第１項

に規定する育児短時間勤務職員をいう。以

下同じ。）が産前の休業を始め、又は出産し

たことによりその育児短時間勤務（法第１

０条第１項に規定する育児短時間勤務をい

う。以下同じ。）の承認が効力を失った後、

当該産前の休業若しくは出産に係る子が死

亡し、又は養子縁組等により当該育児短時

間勤務職員と別居することとなったこと。 

  育児短時間勤務職員が第１２条第１号に

該当したことによりその育児短時間勤務の

承認が取り消された後、同号の承認に係る

子が死亡し、又は養子縁組等により当該育

児短時間勤務職員と別居することとなった

こと。 

 ～  略 

（部分休業の承認等） 

第１６条 部分休業（法第１９条第１項に規定

する部分休業をいう。以下同じ。）の承認は、

正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、

１日を通じて２時間（勤務条件条例第１３条

の規定により育児時間を与えられている職員

については、２時間から当該育児時間を減じ

て得た時間）を超えない範囲内で、３０分を

単位として行うものとする。 

 

 

 

 

 

２・３ 略 
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（議案説明資料） 

 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３１号 所 管 税務管理課 

件 名 
尼崎市市税条例及び尼崎市市税条例等の一部を改正する条例の一部を改正す

る条例について 

内       容 

１ 改正理由 

社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及

び地方交付税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法律（平成２８年法律第８

６号）の施行等に伴い、所要の整備を行うもの。 

 

２ 主な改正内容 

   個人住民税における住宅借入金等特別税額控除（住宅ローン控除）について、適

用期限を平成３１年６月３０日から平成３３年１２月３１日まで２年半延長する。  

                            【条例附則第２２項】 

   軽自動車税のグリーン化特例（軽課）（三輪以上の新車で、排出ガス性能及び燃

費性能に優れ、環境負荷の小さいものに係る税額の軽減措置）の適用対象取得期間

を１年間延長し、平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までとする。（現

行の適用対象取得期間は平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで。）  

【条例附則第３６項から第３８項】 

   法人の市民税の法人税割に係る税率を８．４％（現行１２．１％）とする時期を

平成２９年４月１日から平成３１年１０月１日に２年半延期する。                             

  中小法人に対する法人の市民税の不均一課税について、適用要件に該当した場合

に法人税割額から控除する額を、当該法人税割額に８．４分の２．４（現行１２．

１分の２．４）を乗じて計算した額とする時期を平成２９年４月１日から平成３１

年１０月１日に２年半延期する。 

【 及び  尼崎市市税条例等の一部を改正する条例（平成２８年尼崎市条例第４８

号）付則第１項第２号】 

 

３ 施行期日 

  公布の日。 

ただし２ は平成２９年４月１日とする。 
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尼崎市市税条例（第１条関係） 

改正後 現 行 

附 則 

（個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除） 

１８～２１ 略 

２２ 平成２２年度から平成４３年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、所得割の納税義

務者が前年分の所得税につき租税特別措置法

第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用

を受けた場合（居住年が平成１１年から平成１

８年まで又は平成２１年から平成３３年まで

の各年である場合に限る。）において、附則第

１８項の規定の適用を受けないときは、法附則

第５条の４の２第６項（同条第９項の規定によ

り読み替えて適用される場合を含む。）に規定

するところにより計算した金額を、当該納税義

務者の第２２条第２項及び第３項並びに第２

５条第１項の規定を適用した場合の所得割の

額から控除する。 

 

（軽自動車税の税率の特例） 

３５ ３輪以上の軽自動車（法附則第３０条第１

項に規定する軽自動車をいう。以下この項にお

いて「特定軽自動車」という。）に対する当該

特定軽自動車が初めて道路運送車両法（昭和 

２６年法律第１８５号）第６０条第１項後段の

規定による車両番号の指定（次項から附則第３

８項までにおいて「初回車両番号指定」とい

う。）を受けた月から起算して１４年を経過し

た月の属する年度以後の年度分の軽自動車税

に係る第６２条の規定の適用については、当分

の間、次表の左欄に掲げる同条の規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。 

     

第２号イ 

３，９００円 ４，６００円 

     

第２号ウ 

６，９００円 ８，２００円 

１０，８００円 １２，９００円 

附 則 

（個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除） 

１８～２１ 略 

２２ 平成２２年度から平成４１年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、所得割の納税義

務者が前年分の所得税につき租税特別措置法

第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用

を受けた場合（居住年が平成１１年から平成１

８年まで又は平成２１年から平成３１年まで

の各年である場合に限る。）において、附則第

１８項の規定の適用を受けないときは、法附則

第５条の４の２第６項（同条第９項の規定によ

り読み替えて適用される場合を含む。）に規定

するところにより計算した金額を、当該納税義

務者の第２２条第２項及び第３項並びに第２

５条第１項の規定を適用した場合の所得割の

額から控除する。 

 

（軽自動車税の税率の特例） 

３５ ３輪以上の軽自動車（法附則第３０条第１

項に規定する軽自動車をいう。以下この項にお

いて「特定軽自動車」という。）に対する当該

特定軽自動車が初めて道路運送車両法（昭和 

２６年法律第１８５号）第６０条第１項後段の

規定による車両番号の指定（次項から附則第３

８項までにおいて「初回車両番号指定」とい

う。）を受けた月から起算して１４年を経過し

た月の属する年度以後の年度分の軽自動車税

に係る第６２条の規定の適用については、当分

の間、次表の左欄に掲げる   規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。 

第６２条 

第２号イ 

３，９００円 ４，６００円 

第６２条 

第２号ウ 

６，９００円 ８，２００円 

１０，８００円 １２，９００円 
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３，８００円 ４，５００円 

５，０００円 ６，０００円 

３６ 平成２８年４月１日から平成２９年３月

３１日までの間（次項及び附則第３８項におい

て「軽課対象期間」という。）に初回車両番号

指定を受けた３輪以上の軽自動車で法附則第

３０条第３項各号に掲げるものに対する平成

２９年度分の軽自動車税に係る第６２条の規

定の適用については、次表の左欄に掲げる同条

の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

     

第２号イ 

３，９００円 １，０００円 

     

第２号ウ 

６，９００円 １，８００円 

１０，８００円 ２，７００円 

３，８００円 １，０００円 

５，０００円 １，３００円 

 

３７ 軽課対象期間に初回車両番号指定を受け

た３輪以上の軽自動車（ガソリンを内燃機関の

燃料として用いるものに限る。次項において同

じ。）で法附則第３０条第４項各号に掲げるも

のに対する平成２９年度分の軽自動車税に係

る第６２条の規定の適用については、次表の左

欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。 

     

第２号イ 

３，９００円 ２，０００円 

     

第２号ウ 

６，９００円 ３，５００円 

１０，８００円 ５，４００円 

３，８００円 １，９００円 

５，０００円 ２，５００円 

 

３８ 軽課対象期間に初回車両番号指定を受け

た３輪以上の軽自動車（前項の規定の適用を受

けるものを除く。）で法附則第３０条第５項各

号に掲げるものに対する平成２９年度分の軽

３，８００円 ４，５００円 

５，０００円 ６，０００円 

３６ 平成２７年４月１日から平成２８年３月

３１日までの間（次項及び附則第３８項におい

て「軽課対象期間」という。）に初回車両番号

指定を受けた３輪以上の軽自動車で法附則第

３０条第３項各号に掲げるものに対する平成

２８年度分の軽自動車税に係る第６２条の規

定の適用については、次表の左欄に掲げる  

 規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

第６２条 

第２号イ 

３，９００円 １，０００円 

第６２条 

第２号ウ 

６，９００円 １，８００円 

１０，８００円 ２，７００円 

３，８００円 １，０００円 

５，０００円 １，３００円 

 

３７ 軽課対象期間に初回車両番号指定を受け

た３輪以上の軽自動車（ガソリンを内燃機関の

燃料として用いるものに限る。次項において同

じ。）で法附則第３０条第４項各号に掲げるも

のに対する平成２８年度分の軽自動車税に係

る第６２条の規定の適用については、次表の左

欄に掲げる   規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。 

第６２条 

第２号イ 

３，９００円 ２，０００円 

第６２条 

第２号ウ 

６，９００円 ３，５００円 

１０，８００円 ５，４００円 

３，８００円 １，９００円 

５，０００円 ２，５００円 

 

３８ 軽課対象期間に初回車両番号指定を受け

た３輪以上の軽自動車（前項の規定の適用を受

けるものを除く。）で法附則第３０条第５項各

号に掲げるものに対する平成２８年度分の軽
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自動車税に係る第６２条の規定の適用につい

ては、次表の左欄に掲げる同条の規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。 

     

第２号イ 

３，９００円 ３，０００円 

     

第２号ウ 

６，９００円 ５，２００円 

１０，８００円 ８，１００円 

３，８００円 ２，９００円 

５，０００円 ３，８００円 

 

 

自動車税に係る第６２条の規定の適用につい

ては、次表の左欄に掲げる   規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。 

第６２条 

第２号イ 

３，９００円 ３，０００円 

第６２条 

第２号ウ 

６，９００円 ５，２００円 

１０，８００円 ８，１００円 

３，８００円 ２，９００円 

５，０００円 ３，８００円 
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尼崎市市税条例等の一部を改正する条例（平成２８年尼崎市条例第４８号）（第２条関係） 

改正後 現 行 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

   略 

   第２条の規定（前号及び次号に掲げる改正

規定を除く。）及び付則第５項の規定 平成

３１年１０月１日 

  略 

（市民税に関する経過措置） 

２～４ 略 

５ 平成２９年改正後条例第３３条の７第２項

及び第３３条の７の２第１項の規定は、平成３

１年１０月１日以後に開始する事業年度分の

法人の市民税及び同日以後に開始する連結事

業年度分の法人の市民税について適用し、同日

前に開始した事業年度分の法人の市民税及び

同日前に開始した連結事業年度分の法人の市

民税については、なお従前の例による。 

６～８ 略 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

   略 

   第２条の規定（前号及び次号に掲げる改正

規定を除く。）及び付則第５項の規定 平成

２９年４月１日 

  略 

（市民税に関する経過措置） 

２～４ 略 

５ 平成２９年改正後条例第３３条の７第２項

及び第３３条の７の２第１項の規定は、平成２

９年４月１日以後に開始する事業年度分の法

人の市民税及び同日以後に開始する連結事業

年度分の法人の市民税について適用し、同日前

に開始した事業年度分の法人の市民税及び同

日前に開始した連結事業年度分の法人の市民

税については、なお従前の例による。 

６～８ 略 
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（議案説明資料） 

 

 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３２号 所 管 学務課 

件 名 尼崎市立幼稚園の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

市立幼稚園における子育て支援のさらなる充実を目的に、現行、教育課程に係る教

育時間終了後の時間帯のみ実施している一時預かり保育を、平成３０年度以降長期休

業日へ拡充するため、所要の整備を行う。 

なお、平成２９年度においては平成３０年度以降の本格実施に向けて保護者ニーズ

等を調査する目的で、夏季休業日中に試行実施する。 

 

２ 改正内容 

   長期休業日への拡充について（第５条第２項） 

   預かり保育の実施を長期休業日へ拡充するため、所要の整備を行う。 

   長期休業日に実施する預かり保育料の設定について（第８条第２項） 

   長期休業日に実施する預かり保育については、午前８時３０分から午後４時３０

分までの８時間実施で、１日あたり８００円とする。 

 

３ 施行期日 

平成２９年４月１日 
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尼崎市立幼稚園の設置及び管理に関する条例 

改正後 現 行 

（入園等の資格） 

第５条 略 

２ 一時預かり保育（幼稚園において、教育課

程に係る教育が行われる日（以下「通常教育

実施日」という。）における当該教育に係る教

育時間（以下「教育時間」という。）が終了し

た時以後の時間帯で教育委員会が別に定める

もの及び通常教育実施日以外の日（休園日を

除く。以下同じ。）における教育委員会が別に

定める時間帯において行われる保育をいう。

以下同じ。）を受けることができる者は、次条

第２項に規定する園児で教育委員会規則で定

める要件を備えているものとする。 

（保育料） 

第８条 略 

２ 入園許可者のうちその監護する園児に一時

預かり保育を受けさせるものは、前項の保育

料のほか、１日につき、通常教育実施日にあ

っては４００円（教育時間内において昼食の

時間が設けられる日にあっては、２００円）、

通常教育実施日以外の日にあっては８００円

の保育料を、教育委員会規則で定める日まで

に納付しなければならない。 

３～５ 略 

 

（入園等の資格） 

第５条 略 

２ 一時預かり保育（幼稚園における１日にお

ける教育課程に係る教育時間（以下「教育時

間」という。）が終了した時以後の時間帯で教

育委員会が別に定めるものにおいて行われる

保育をいう。以下同じ。）を受けることができ

る者は、次条第２項に規定する園児で教育委

員会規則で定める要件を備えているものとす

る。 

 

 

 

（保育料） 

第８条 略 

２ 入園許可者のうちその監護する園児に一時

預かり保育を受けさせるものは、前項の保育

料のほか、１日につき４００円（教育時間内

において昼食の時間が設けられる日にあって

は、２００円）の保育料を、教育委員会規則

で定める日までに納付しなければならない。 

 

 

３～５ 略 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３３号 所 管 介護保険事業担当       

件 名 尼崎市介護保険条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  本市の介護認定審査会において、近年における審査及び判定件数の増加から委員の

定数を増員するとともに、介護保険法施行令の一部を改正する政令（平成２７年政令

第４２５号）の施行に伴い委員の任期を定める。また、介護予防・日常生活支援総合

事業の開始に伴い、新たなサービスとして開始する「第１号訪問事業」「第１号通所

事業」について、事業所の指定申請等に係る申請手数料の徴収について規定する。併

せて、平成２７年４月より公費を投入して低所得者（第１段階）の保険料を軽減強化

を実施しているが、今般、国において平成２９年度の継続実施が決定されたため、規

定を整備する。 

 

２ 主な改正内容 

  介護認定審査会の委員について 

ア 定数の変更 

    １８０人 → ２００人 

  イ 任期の規定 

    ３年と定める。 

  第１号事業の指定における手数料の徴収 

・手数料金額 

 新規指定申請 指定更新申請 

第１号事業 １４,０００円 ７,０００円 

 

  平成２９年度の介護保険料の軽減 

公費を投入して低所得者（第１段階）の保険料の軽減を強化する。 

第１段階 保険料 年額３５，５３２円 → ３１，９７９円 

          （月額２,９６１円 → ２,６６５円） 

 

３ 施行期日 

公布の日。 

ただし、２ については平成２９年４月１日、２ については公布の日の翌日。 
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尼崎市介護保険条例（第１条関係） 

改正後 現 行 

(この条例の趣旨) 

第１条 略 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、介護

保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」

という。）における用語の意義による。 

 

（介護認定審査会の委員の定数） 

第３条 法第１４条の規定により設置する尼

崎市介護認定審査会の委員の定数は、１８０

人以内とする。 

 

 

（地域支援事業の実施） 

第４条 本市は、介護予防・日常生活支援総合

事業及び法第１１５条の４５第２項各号に掲

げる事業のほか、同条第３項各号に掲げる事

業を実施するものとする。 

 

 

 

（保険料率） 

第５条 平成２７年度から平成２９年度まで

の各年度における保険料率は、当該年度分の

保険料の賦課期日における次の各号に掲げ

る第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める額とする。 

 

 

  ～  略 

 

(この条例の趣旨) 

第１条 略 

 

 

 

 

 

（介護認定審査会の委員の定数） 

第２条 介護保険法（平成９年法律第１２３

号。以下「法」という。）第１４条の規定に

より設置する尼崎市介護認定審査会の委員

の定数は、１８０人以内とする。 

 

（地域支援事業の実施） 

第３条 本市は、介護予防・日常生活支援総合

事業（法第１１５条の４５第１項に規定する

介護予防・日常生活支援総合事業をいう。以

下同じ。）及び同条第２項各号に掲げる事業

のほか、同条第３項各号に掲げる事業を実施

するものとする。 

 

（保険料率） 

第４条 平成２７年度から平成２９年度まで

の各年度における保険料率は、当該年度分の

保険料の賦課期日における次の各号に掲げ

る第１号被保険者（法第９条第１号に規定す

る第１号被保険者をいう。以下同じ。）の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とす

る。 

 ～  略 
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（普通徴収に係る納期） 

第６条 普通徴収の方法によって徴収する保険

料の納期は、次のとおりとする。 

第１期 ６月１日から同月３０日まで 

第２期 ７月１日から同月３１日まで 

第３期 ８月１日から同月３１日まで 

第４期 ９月１日から同月３０日まで 

第５期 １０月１日から同月３１日まで 

第６期 １１月１日から同月３０日まで 

第７期 １２月１日から翌年１月４日まで 

第８期 １月４日から同月３１日まで 

第９期 ２月１日から同月末日まで 

第１０期 ３月１日から同月３１日まで 

 

 

 

（第１号被保険者の資格取得、喪失等に伴う保

険料額の算定） 

第７条 略 

２ 前項の規定により保険料額を算定する場合

における第５条の規定の適用については、同

条中「当該年度分の保険料の賦課期日」とあ

るのは、「第１号被保険者の資格を取得した

日」とする。 

３ 略 

４ 保険料の賦課期日（同日後に第１号被保険

者の資格を取得した場合にあっては、当該資

格を取得した日。以下この項（第２号を除

く。）において「賦課期日」という。）後に

令第３９条第１項第１号イに掲げる者（賦課

期日において同号に規定する老齢福祉年金

の受給権を有していた者で同号イ に該当

するものに限る。）又は同号ロ若しくは二、

同項第２号ロ、第３号ロ、第４号ロ若しくは

第５号ロ若しくは第５条第６号イ、第７号

イ、第８号イ、第９号イ、第１０号イ、第１

１号イ、第１２号イ若しくは第１３号イに掲

げる者（以下これらの者を「被保護者等」と

（普通徴収に係る納期） 

第５条 普通徴収（法第１３１条に規定する普

通徴収をいう。以下同じ。）の方法によって

徴収する保険料の納期は、次のとおりとす

る。 

第１期 ６月１日から同月３０日まで 

第２期 ７月１日から同月３１日まで 

第３期 ８月１日から同月３１日まで 

第４期 ９月１日から同月３０日まで 

第５期 １０月１日から同月３１日まで 

第６期 １１月１日から同月３０日まで 

第７期 １２月１日から翌年１月４日まで 

第８期 １月４日から同月３１日まで 

第９期 ２月１日から同月末日まで 

第１０期 ３月１日から同月３１日まで 

 

（第１号被保険者の資格取得、喪失等に伴う保

険料額の算定） 

第６条 略 

２ 前項の規定により保険料額を算定する場

合における第４条の規定の適用については、

同条中「当該年度分の保険料の賦課期日」と

あるのは、「第１号被保険者の資格を取得し

た日」とする。 

３ 略 

４ 保険料の賦課期日（同日後に第１号被保険

者の資格を取得した場合にあっては、当該資

格を取得した日。以下この項（第２号を除

く。）において「賦課期日」という。）後に

令第３９条第１項第１号イに掲げる者（賦課

期日において同号に規定する老齢福祉年金

の受給権を有していた者で同号イ に該当

するものに限る。）又は同号ロ若しくは二、

同項第２号ロ、第３号ロ、第４号ロ若しくは

第５号ロ若しくは第４条第６号イ、第７号

イ、第８号イ、第９号イ、第１０号イ、第１

１号イ、第１２号イ若しくは第１３号イに掲

げる者（以下これらの者を「被保護者等」と
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いう。）に該当することとなった第１号被保

険者に係る保険料額は、次に掲げる額を合計

した額とする。 

  略 

  異動日を賦課期日とみなして第５条の規

定を適用した場合における保険料率につい

て、当該異動日の属する月からの月割りに

より算定した額 

５ 略 

 

（保険料額の決定通知） 

第８条 略 

 

（保険料の減免等） 

第９条 略 

 

（督促） 

第１０条 略 

 

（督促手数料） 

第１１条 略 

 

（延滞金） 

第１２条 略 

 

（指定居宅サービス事業者の指定申請手数料

等） 

第１３条 法第７０条第１項の規定による指

定居宅サービス事業者の指定を受けようと

する者、法第７０条の２第４項において準用

する法第７０条第１項の規定による当該指

定の更新を受けようとする者、法第７９条第

１項の規定による指定居宅介護支援事業者

の指定を受けようとする者、法第７９条の２

第４項において準用する法第７９条第１項

の規定による当該指定の更新を受けようと

する者、法第１１５条の２第１項の規定によ

る指定介護予防サービス事業者の指定を受

いう。）に該当することとなった第１号被保

険者に係る保険料額は、次に掲げる額を合計

した額とする。 

  略 

  異動日を賦課期日とみなして第４条の規

定を適用した場合における保険料率につい

て、当該異動日の属する月からの月割りに

より算定した額 

５ 略 

 

（保険料額の決定通知） 

第７条 略 

 

（保険料の減免等） 

第８条 略 

 

（督促） 

第９条 略 

 

（督促手数料） 

第１０条 略 

 

（延滞金） 

第１１条 略 

 

（居宅サービス事業者の指定申請手数料等） 

第１２条 法第７０条第１項の規定による居宅

サービス事業者の指定を受けようとする者、

法第７０条の２第４項において準用する法第

７０条第１項の規定による当該指定の更新を

受けようとする者、法第７９条第１項の規定

による居宅介護支援事業者の指定を受けよう

とする者、法第７９条の２第４項において準

用する法第７９条第１項の規定による当該指

定の更新を受けようとする者、法第１１５条

の２第１項の規定による介護予防サービス事

業者の指定を受けようとする者又は法第１１

５条の１１において準用する法第７０条の２
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けようとする者又は法第１１５条の１１に

おいて準用する法第７０条の２第４項にお

いて準用する法第７０条第１項の規定によ

る当該指定の更新を受けようとする者は、こ

れらの指定又は更新の申請の際、別表第１に

定める手数料を納付しなければならない。 

 

（指定地域密着型サービス事業者の指定申請

手数料等） 

第１４条 法第７８条の２第１項の規定によ

る指定地域密着型サービス事業者の指定を

受けようとする者、法第７８条の１２におい

て準用する法第７０条の２第４項において

準用する法第７０条第１項の規定による当

該指定の更新を受けようとする者、法第１１

５条の１２第１項の規定による指定地域密

着型介護予防サービス事業者の指定を受け

ようとする者又は法第１１５条の２１にお

いて準用する法第７０条の２第４項におい

て準用する法第７０条第１項の規定による

当該指定の更新を受けようとする者は、これ

らの指定又は更新の申請の際、別表第２に定

める手数料を納付しなければならない。 

 

（指定介護老人福祉施設の指定申請手数料等） 

第１５条 法第８６条第１項の規定による指

定介護老人福祉施設の指定を受けようとす

る者、法第８６条の２第４項において準用す

る法第８６条第１項の規定による当該指定

の更新を受けようとする者、法第９４条第１

項の規定により介護老人保健施設の開設の

許可を受けようとする者、法第９４条の２第

４項において準用する法第９４条第１項の

規定により当該許可の更新を受けようとす

る者又は同条第２項の規定により介護老人

保健施設の変更の許可（介護保険法施行規則

（平成１１年厚生省令第３６号）第１３６条

第１項第７号に掲げる事項の変更を伴うも

第４項において準用する法第７０条第１項の

規定による当該指定の更新を受けようとする

者は、これらの指定又は更新の申請の際、別

表第１に定める手数料を納付しなければなら

ない。 

 

 

（地域密着型サービス事業者の指定申請手数料

等） 

第１３条 法第７８条の２第１項の規定による

地域密着型サービス事業者の指定を受けよう

とする者、法第７８条の１２において準用す

る法第７０条の２第４項において準用する法

第７０条第１項の規定による当該指定の更新

を受けようとする者、法第１１５条の１２第

１項の規定による地域密着型介護予防サービ

ス事業者の指定を受けようとする者又は法第

１１５条の２１において準用する法第７０条

の２第４項において準用する法第７０条第１

項の規定による当該指定の更新を受けようと

する者は、これらの指定又は更新の申請の際、

別表第２に定める手数料を納付しなければな

らない。 

 

（介護老人福祉施設の指定申請手数料等） 

第１４条 法第８６条第１項の規定による介護

老人福祉施設の指定を受けようとする者、法

第８６条の２第４項において準用する法第８

６条第１項の規定による当該指定の更新を受

けようとする者、法第９４条第１項の規定に

より介護老人保健施設の開設の許可を受けよ

うとする者、法第９４条の２第４項において

準用する法第９４条第１項の規定により当該

許可の更新を受けようとする者、同条第２項

の規定により介護老人保健施設の変更の許可

（介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令

第３６号）第１３６条第１項第７号に掲げる

事項の変更を伴うものに限る。）を受けよう
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のに限る。）を受けようとする者は、これら

の指定若しくは許可又は更新の申請の際、別

表第３に定める手数料を納付しなければな

らない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指定事業者の指定申請手数料等） 

第１６条 法第１１５条の４５の５第１項の

規定による指定事業者の指定を受けようと

する者又は法第１１５条の４５の６第４項

において準用する法第１１５条の４５の５

第１項の規定による指定事業者の指定の更

新を受けようとする者は、指定事業者の指定

又はその更新の申請の際、別表第４に定める

手数料を納付しなければならない。 

 

（手数料の減免等） 

第１７条 市長は、災害その他特別の理由があ

る場合において、特に必要があると認めると

きは、第１３条から前条までの手数料を減免

することができる。 

２ 略 

 

（罰則） 

第１８条 略 

第１９条 略 

第２０条 略 

第２１条 略 

第２２条 第１８条から前条までの規定によ

り科する過料の額は、あらかじめ、その過料

を科す者の弁明を聴き、情状により、市長が

定める。ただし、その者が正当な理由なくし

とする者又は健康保険法等の一部を改正する

法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３

０条の２第１項の規定によりなおその効力を

有するものとされる同法第２６条の規定によ

る改正前の法（以下「旧法」という。）第１

０７条の２第４項において準用する旧法第１

０７条第１項の規定による介護療養型医療施

設の指定の更新を受けようとする者は、これ

らの指定若しくは許可又は更新の申請の際、

別表第３に定める手数料を納付しなければな

らない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（手数料の減免等） 

第１５条 市長は、災害その他特別の理由があ

る場合において、特に必要があると認めると

きは、第１２条から前条までの手数料を減免

することができる。 

２ 略 

 

（罰則） 

第１６条 略 

第１７条 略 

第１８条 略 

第１９条 略 

第２０条 第１６条から前条までの規定によ

り科する過料の額は、あらかじめ、その過料

を科す者の弁明を聴き、情状により、市長が

定める。ただし、その者が正当な理由なくし
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て弁明をしない場合においては、この限りで

ない。 

２ 第１８条から前条までの規定による過料

を徴収する場合において発する納入通知書

により指定する納付の期限は、その納入通知

書を発した日から起算して１０日以上を経

過した日とする。 

 

(介護給付費準備基金) 

第２３条 略 

 

（委任） 

第２４条 略 

 

付 則 

（介護予防・日常生活支援総合事業の実施の延

期） 

３ 本市における介護予防・日常生活支援総合

事業については、その円滑な実施を図るため

介護予防及び日常生活の支援に係る体制の整

備が必要であることから、法第１１５条の４

５第１項の規定にかかわらず、平成２７年４

月１日から平成２９年３月３１日までの間

は、実施しない。この場合において、第４条

中「介護予防・日常生活支援総合事業及び法

第１１５条の４５第２項各号」とあるのは、

「地域における医療及び介護の総合的な確保

を推進するための関係法律の整備等に関する

法律（平成２６年法律第８３号）附則第１４

条第１項の規定によりなおその効力を有する

こととされる同法第５条の規定（同法附則第

１条第３号に掲げる改正規定に限る。）によ

る改正前の法第１１５条の４５第１項第１号

及び第２号並びに法第１１５条の４５第２項

各号」と読み替えるものとする。 

 

 

 

て弁明をしない場合においては、この限りで

ない。 

２ 第１６条から前条までの規定による過料

を徴収する場合において発する納入通知書

により指定する納付の期限は、その納入通知

書を発した日から起算して１０日以上を経

過した日とする。 

 

(介護給付費準備基金) 

第２１条 略 

 

(委任) 

第２２条 略 

 

付 則 

（介護予防・日常生活支援総合事業の実施の延

期） 

３ 本市における介護予防・日常生活支援総合

事業については、その円滑な実施を図るため

法第８条の２第２項に規定する介護予防及び

日常生活の支援に係る体制の整備が必要であ

ることから、法第１１５条の４５第１項の規

定にかかわらず、平成２７年４月１日から平

成２９年３月３１日までの間は、実施しない。

この場合において、第３条中「介護予防・日

常生活支援総合事業（法第１１５条の４５第

１項に規定する介護予防・日常生活支援総合

事業をいう。以下同じ。）及び同条第２項各

号」とあるのは、「地域における医療及び介

護の総合的な確保を推進するための関係法律

の整備等に関する法律（平成２６年法律第８

３号）附則第１４条第１項の規定によりなお

その効力を有することとされる同法第５条の

規定（同法附則第１条第３号に掲げる改正規

定に限る。）による改正前の法第１１５条の

４５第１項第１号及び第２号並びに法第１１

５条の４５第２項各号」と読み替えるものと

する。 
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４～１４ 略 

 

（平成２７年度から平成２９年度までにおける

保険料率の特例） 

１５ 第５条第１号に該当する第１号被保険者

の平成２７年度から平成２９年度までにおけ

る保険料率は、同号の規定にかかわらず、３

１,９７９円とする。 

（延滞金の割合の特例） 

１６ 当分の間、第１２条第１項に規定する延

滞金の年１４.６パーセントの割合及び年７.

３パーセントの割合は、同項の規定にかかわ

らず、各年の特例基準割合（当該年の前年に

租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）

第９３条第２項の規定により告示された割合

に年１パーセントの割合を加算した割合をい

う。以下同じ。）が年７.３パーセントの割合

に満たない場合には、その年（以下「特例基

準割合適用年」という。）中においては、年

１４.６パーセントの割合にあっては当該特

例基準割合適用年における特例基準割合に年

７.３パーセントの割合を加算した割合とし、

年７.３パーセントの割合にあっては当該特

例基準割合に年１パーセントの割合を加算し

た割合（当該割合が年７.３パーセントの割合

を超える場合は、年７.３パーセントの割合）

とする。 

 

別表第１ 

    種別 手数料 

１ 指定居宅サー

ビス事業者の指定

申請手数料 

居宅サービスの種

類１件につき ２

０,０００円 

２ 指定居宅サー

ビス事業者の指定

更新申請手数料 

居宅サービスの種

類１件につき １

０,０００円 

３ 指定居宅介護

支援事業者の指定

１件につき ２０,

０００円 

４～１４ 略 

 

（平成２７年度及び平成２８年度における保険

料率の特例） 

１５ 第４条第１号に該当する第１号被保険者

の平成２７年度及び平成２８年度における保

険料率は、同号の規定にかかわらず、３１,

９７９円とする。 

（延滞金の割合の特例） 

１６ 当分の間、第１１条第１項に規定する延

滞金の年１４.６パーセントの割合及び年７.

３パーセントの割合は、同項の規定にかかわ

らず、各年の特例基準割合（当該年の前年に

租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）

第９３条第２項の規定により告示された割合

に年１パーセントの割合を加算した割合をい

う。以下同じ。）が年７.３パーセントの割合

に満たない場合には、その年（以下「特例基

準割合適用年」という。）中においては、年

１４.６パーセントの割合にあっては当該特

例基準割合適用年における特例基準割合に年

７.３パーセントの割合を加算した割合とし、

年７.３パーセントの割合にあっては当該特

例基準割合に年１パーセントの割合を加算し

た割合（当該割合が年７.３パーセントの割合

を超える場合は、年７.３パーセントの割合）

とする。 

 

別表第１ 

    種別 手数料 

１ 居宅サービス

事業者の指定申請

手数料 

居宅サービスの種

類１件につき ２

０,０００円 

２ 居宅サービス

事業者の指定更新

申請手数料 

居宅サービスの種

類１件につき １

０,０００円 

３ 居宅介護支援

事業者の指定申請

１件につき ２０,

０００円 
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申請手数料 

４ 指定居宅介護

支援事業者の指定

更新申請手数料 

１件につき １０,

０００円 

５ 指定介護予防

サービス事業者の

指定申請手数料 

介護予防サービス

の種類１件につき 

１４,０００円 

６ 指定介護予防

サービス事業者の

指定更新申請手数

料 

介護予防サービス

の種類１件につき 

７,０００円 

削る 

 

 

 

別表第２ 

    種別 手数料 

１ 指定地域密着

型サービス事業者

の指定申請手数料 

地域密着型サービ

スの種類１件につ

き ２０,０００円

（地域密着型介護

老人福祉施設入所

者生活介護にあっ

ては、３０,０００

円） 

２ 指定地域密着

型サービス事業者

の指定更新申請手

数料 

地域密着型サービ

スの種類１件につ

き １０,０００円

（地域密着型介護

老人福祉施設入所

者生活介護にあっ

ては、１５,０００

円） 

３ 指定地域密着

型介護予防サービ

ス事業者の指定申

請手数料 

地域密着型介護予

防サービスの種類

１件につき １４,

０００円 

４ 指定地域密着 地域密着型介護予

手数料 

４ 居宅介護支援

事業者の指定更新

申請手数料 

１件につき １０,

０００円 

５ 介護予防サー

ビス事業者の指定

申請手数料 

介護予防サービス

の種類１件につき 

１４,０００円 

６ 介護予防サー

ビス事業者の指定

更新申請手数料 

介護予防サービス

の種類１件につき 

７,０００円 

備考 「居宅サービス」又は「介護予防サービ

ス」とは、それぞれ法第８条第１項又は第８条

の２第１項に規定する居宅サービス又は介護予

防サービスをいう。 

 

別表第２ 

    種別 手数料 

１ 地域密着型サ

ービス事業者の指

定申請手数料 

地域密着型サービ

スの種類１件につ

き ２０,０００円

（地域密着型介護

老人福祉施設入所

者生活介護にあっ

ては、３０,０００

円） 

２ 地域密着型サ

ービス事業者の指

定更新申請手数料 

地域密着型サービ

スの種類１件につ

き １０,０００円

（地域密着型介護

老人福祉施設入所

者生活介護にあっ

ては、１５,０００

円） 

３ 地域密着型介

護予防サービス事

業者の指定申請手

数料 

地域密着型介護予

防サービスの種類

１件につき １４,

０００円 

４ 地域密着型介 地域密着型介護予
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型介護予防サービ

ス事業者の指定更

新申請手数料 

防サービスの種類

１件につき ７,０

００円 

削る 

 

 

 

 

 

 

 

別表第３ 

    種別 手数料 

１ 指定介護老人

福祉施設の指定申

請手数料 

１件につき ３０,

０００円 

２ 指定介護老人

福祉施設の指定更

新申請手数料 

１件につき １５,

０００円 

３ 介護老人保健

施設の開設許可申

請手数料 

１件につき ６３,

０００円 

４ 介護老人保健

施設の開設許可更

新申請手数料 

１件につき １５,

０００円 

５ 介護老人保健

施設の変更許可申

請手数料 

１件につき ３３,

０００円 

削る 

 

 

削る 

 

護予防サービス事

業者の指定更新申

請手数料 

防サービスの種類

１件につき ７,０

００円 

備考 「地域密着型サービス」、「地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護」又は「地域

密着型介護予防サービス」とは、それぞれ法第

８条第１４項若しくは第２２項又は法第８条の

２第１２項に規定する地域密着型サービス、地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護又は

地域密着型介護予防サービスをいう。 

 

別表第３ 

    種別 手数料 

１ 介護老人福祉

施設の指定申請手

数料 

１件につき ３０,

０００円 

２ 介護老人福祉

施設の指定更新申

請手数料 

１件につき １５,

０００円 

３ 介護老人保健

施設の開設許可申

請手数料 

１件につき ６３,

０００円 

４ 介護老人保健

施設の開設許可更

新申請手数料 

１件につき １５,

０００円 

５ 介護老人保健

施設の変更許可申

請手数料 

１件につき ３３,

０００円 

６ 介護療養型医

療施設の指定更新

申請手数料 

１件につき １５,

０００円 

 

60



 

別表第４ 

    種別 手数料 

１ 指定事業者の指

定申請手数料 

第１号事業の種類

１件につき １４,

０００円 

２ 指定事業者の指

定更新申請手数料 

第１号事業の種類

１件につき ７,０

００円 
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尼崎市介護保険条例（第２条関係） 

改正後 現 行（第１条改正後） 

（尼崎市介護認定審査会の委員の定数等） 

第３条 法第１４条の規定により設置する尼

崎市介護認定審査会（以下「認定審査会」と

いう。）の委員の定数は、２００人以内とす

る。 

２ 認定審査会の委員の任期は、３年とする。 

 

（介護認定審査会の委員の定数） 

第３条 法第１４条の規定により設置する尼

崎市介護認定審査会の委員の定数は、１８０

人以内とする。 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３４号 所 管 福祉医療課 

件 名 尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

兵庫県の福祉医療費助成事業の見直しに伴い、老人医療費助成事業を廃止し、高齢

期移行助成事業を創設するため、所要の改正を行う。 

 

２ 主な改正内容 

  「老人」を「高齢期移行者」に改める。 

  所得を有しない者以外の者については、要件に、「要介護２以上（要介護認定等

に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令第１条第１項第

２号から第５号）の認定を受けていること」を加える。 

 

３ 施行期日 

 平成２９年７月１日 
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尼崎市福祉医療費の助成に関する条例 

改正後 現 行 

（この条例の目的） 

第１条 この条例は、高齢期移行者、乳児、幼

児、児童、生徒、身体障害者等及び母子家庭

の母等に対し、医療費の一部を助成すること

により、これらの者の保健の向上に寄与する

とともに、その福祉の増進を図ることを目的

とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

  高齢期移行者 ６５歳に達する日の翌日

の属する月の初日から７０歳に達する日の

属する月の末日までの間にある者をいう。 

 ～  略  

（受給資格） 

第３条 この条例により医療費の助成を受ける

ことができる者は、本市に居住する者で次の

各号に掲げるもののうち、国民健康保険法若

しくは高齢者の医療の確保に関する法律によ

る被保険者又は社会保険による被保険者、組

合員、加入者若しくは被扶養者であるものと

する。 

  高齢期移行者であって、次に掲げる要件

を備えるもの 

ア・イ 略  

ウ 所得を有しない者以外の者にあって

は、要介護認定等に係る介護認定審査会

による審査及び判定の基準等に関する省

令（平成１１年厚生省令第５８号）第１

条第１項第２号から第５号までに掲げる

要介護状態区分（介護保険法（平成９年

法律第１２３号）第７条第１項に規定す

る要介護状態区分をいう。）のいずれかに

該当する旨の要介護認定（同法第１９条

第１項に規定する要介護認定をいう。）を

（この条例の目的） 

第１条 この条例は、老人、乳児、幼児、児童、

生徒、身体障害者等及び母子家庭の母等に対

し、医療費の一部を助成することにより、こ

れらの者の保健の向上に寄与するとともに、

その福祉の増進を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

  老人 ６５歳に達する日の翌日の属する

月の初日から７０歳に達する日の属する月

の末日までの間にある者をいう。 

 ～  略  

（受給資格） 

第３条 この条例により医療費の助成を受ける

ことができる者は、本市に居住する者で次の

各号に掲げるもののうち、国民健康保険法若

しくは高齢者の医療の確保に関する法律によ

る被保険者又は社会保険による被保険者、組

合員、加入者若しくは被扶養者であるものと

する。 

  老人であって、次に掲げる要件を備える

もの 

ア・イ 略  
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受けていること。 

 ～  略 

２ 市長は、前項第１号に該当しない高齢期移

行者、同項第３号に該当しない幼児等、同項

第４号に該当しない身体障害者等又は同項第

５号に該当しない母子家庭の母等について、

失業等による収入の著しい減少その他の規則

で定める特別の理由があると認めるときは、

規則で定めるところにより、この条例による

医療費の助成を受けることができる者とする

ことができる。 

３ 略 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、高

齢期移行者（身体障害者等である者及び母子

家庭の母等である者を除く。）のうち、高齢者

の医療の確保に関する法律の規定による被保

険者となる資格を有する者は、この条例によ

る医療費の助成を受けることができない。 

（助成額） 

第４条 市長は、受給資格（前条第１項又は第

２項の規定により医療費の助成を受けること

ができる資格をいう。以下同じ。）を有する

者が疾病（精神障害者にあっては、精神疾患

による疾病を除く。）又は負傷について療養

の給付等を受けたときは、次の各号に掲げる

受給資格を有する者の区分に応じ、当該各号

に定める額を助成する。 

  高齢期移行者 被保険者等負担額から次

に掲げる区分に応じ、当該ア又はイに定め

る額を控除した額 

ア・イ 略 

 ～  略 

２～４ 略 

５ 市長は、同一の月において、第１項の規定

により同項第１号の規定を適用して決定され

た額を助成したならば高齢期移行者及びその

属する世帯に属する当該高齢期移行者以外の

高齢期移行者が負担することとなる額の合計

 

 ～  略 

２ 市長は、前項第１号に該当しない老人、同

項第３号に該当しない幼児等、同項第４号に

該当しない身体障害者等又は同項第５号に該

当しない母子家庭の母等について、失業等に

よる収入の著しい減少その他の規則で定める

特別の理由があると認めるときは、規則で定

めるところにより、この条例による医療費の

助成を受けることができる者とすることがで

きる。 

３ 略 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、老

人（身体障害者等である者及び母子家庭の母

等である者を除く。）のうち、高齢者の医療の

確保に関する法律の規定による被保険者とな

る資格を有する者は、この条例による医療費

の助成を受けることができない。 

（助成額） 

第４条 市長は、受給資格（前条第１項又は第

２項の規定により医療費の助成を受けること

ができる資格をいう。以下同じ。）を有する

者が疾病（精神障害者にあっては、精神疾患

による疾病を除く。）又は負傷について療養

の給付等を受けたときは、次の各号に掲げる

受給資格を有する者の区分に応じ、当該各号

に定める額を助成する。 

  老人 被保険者等負担額から次に掲げる

区分に応じ、当該ア又はイに定める額を控

除した額 

ア・イ 略 

 ～  略 

２～４ 略 

５ 市長は、同一の月において、第１項の規定

により同項第１号の規定を適用して決定され

た額を助成したならば老人及びその属する世

帯に属する当該老人以外の老人が負担するこ

ととなる額の合計額が３５，４００円（これ
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額が３５，４００円（これらの高齢期移行者

が所得を有しない者に該当する場合は、１５，

０００円）を超えるときは、同項の規定によ

る助成とは別に、その超える額の範囲内で別

に定める額をこれらの高齢期移行者に助成す

ることができる。 

６ 市長は、受給資格を有する高齢期移行者、

児童、生徒、身体障害者等又は母子家庭の母

等について、失業等による収入の著しい減少

その他の規則で定める特別の理由があると認

めるときは、第１項の規定にかかわらず、被

保険者等負担額を助成することができる。 

らの老人が所得を有しない者に該当する場合

は、１５，０００円）を超えるときは、同項

の規定による助成とは別に、その超える額の

範囲内で別に定める額をこれらの老人に助成

することができる。 

 

６ 市長は、受給資格を有する老人、児童、生

徒、身体障害者等又は母子家庭の母等につい

て、失業等による収入の著しい減少その他の

規則で定める特別の理由があると認めるとき

は、第１項の規定にかかわらず、被保険者等

負担額を助成することができる。 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３５号 所 管 障害福祉政策担当 

件 名 尼崎市障害者介護給付費等審査会条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令の一部を改

正する政令（平成２７年政令第４２６号）の施行に伴い、障害支援区分の審査等を行

う市町村審査会の委員の任期を条例で定めるため、尼崎市障害者介護給付費等の支給

に関する審査会の委員の定数を定める条例の全部を改正する。 

 

２ 改正内容 

   題名の改正 

   尼崎市障害者介護給付費等審査会条例に題名を改める。 

   委員の任期（第３条） 

   ３年と定める。 

   その他所要の規定整備 

 

３ 施行期日 

平成２９年４月１日 
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尼崎市障害者介護給付費等審査会条例 

改正後 現 行 

尼崎市障害者介護給付費等審査会条例 

 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号）及び障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行令（平成１８年政令第１０号）に定め

るもののほか、同法第１５条の規定により設

置される尼崎市障害者介護給付費等審査会

（以下「審査会」という。）の組織及び運営

について必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 審査会は、委員４０人以内で組織する。 

（任期） 

第３条 委員の任期は、３年とする。 

（委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、審査会

の組織及び運営について必要な事項は、規則

で定める。 

 

尼崎市障害者介護給付費等の支給に関する審査

会の委員の定数を定める条例 

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成１７年法律第１２３号）

第１５条の規定により設置される尼崎市障害者

介護給付費等の支給に関する審査会の委員の定

数は、４０人以内とする。 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３６号 所 管 国保年金管理担当 

件 名 尼崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  国において、中間所得層の負担軽減を図るため、国民健康保険法施行令が改正され、

基礎賦課限度額が５２万円から５４万円に、後期高齢者支援金等賦課限度額が１７万

円から１９万円に見直されている。本市の国民健康保険料においても同様の見直しを

行うため、国民健康保険運営協議会の答申を踏まえ、規定の整備を行う。また、税制

改正等に伴う所要の整備を行う。 

 

２ 改正内容 

  国民健康保険料賦課限度額の見直し 

基礎賦課限度額を５２万円から５４万円に、後期高齢者支援金等賦課限度額を１

７万円から１９万円に見直す。 

【条例第１５条の３、第１５条の３の１０及び第１９条の２第１項、第３項及び

第４項】 

   税制改正に伴う改正 

ア 所得割額の算定等に係る所得について、税制改正により創設された「特例適用

利子等」及び「特例適用配当等」を加える。 

【条例第１２条第１項及び１９条の２第１項】 

イ 税制改正に伴い、所得割額の算定等に係る所得のうち、「株式等に係る譲渡所

得等」を一般株式等に係るものと上場株式等に係るものに区分する。 

【条例第１２条第１項及び１９条の２第１項】 

   その他所要の整備を行う。 

 

３ 施行期日 

  平成２９年４月１日。 

ただし、２ については公布の日。 
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尼崎市国民健康保険条例 

改正後 現 行 

（被保険者としない者） 

第１条の３ 次に掲げる者は、本市が行う国民

健康保険の被保険者としない。 

  児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第３７条に規定する乳児院に入院し、若し

くは同法第４１条に規定する児童養護施

設、同法第４２条に規定する障害児入所施

設、同法第４３条の２に規定する児童心理

治療施設若しくは同法第４４条に規定する

児童自立支援施設に入所している児童又は

同法第６条の３第８項に規定する小規模住

居型児童養育事業を行う者若しくは同法第

６条の４に規定する里親に委託されている

児童で、民法（明治２９年法律第８９号）

の規定による扶養義務者のないもの 

 

  略 

（一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額の

算定） 

第１２条 前条の所得割額は、一般被保険者に

係る賦課期日の属する年の前年の所得に係る

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３

１４条の２第１項に規定する総所得金額及び

山林所得金額並びに他の所得と区分して計算

される所得の金額（同法附則第３３条の２第

５項に規定する上場株式等に係る配当所得等

の金額（同法附則第３５条の２の６第１１項

又は第１５項の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額）、同法附則第３３条の３

第５項に規定する土地等に係る事業所得等の

金額、同法附則第３４条第４項に規定する長

期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和３

２年法律第２６号）第３３条の４第１項若し

くは第２項、第３４条第１項、第３４条の２

第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１

項、第３５条の２第１項又は第３６条の規定

（被保険者としない者） 

第１条の３ 次に掲げる者は、本市が行う国民

健康保険の被保険者としない。 

  児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第３７条に規定する乳児院に入院し、若し

くは同法第４１条に規定する児童養護施

設、同法第４２条に規定する障害児入所施

設、同法第４３条の２に規定する情緒障害

児短期治療施設若しくは同法第４４条に規

定する児童自立支援施設に入所している児

童又は同法第６条の３第８項に規定する小

規模住居型児童養育事業を行う者若しくは

同法第６条の４第１項に規定する里親に委

託されている児童で、民法（明治２９年法

律第８９号）の規定による扶養義務者のな

いもの 

  略 

（一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額の

算定） 

第１２条 前条の所得割額は、一般被保険者に

係る賦課期日の属する年の前年の所得に係る

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３

１４条の２第１項に規定する総所得金額及び

山林所得金額並びに他の所得と区分して計算

される所得の金額（同法附則第３３条の２第

５項に規定する上場株式等に係る配当所得の

金額、同法附則第３３条の３第５項に規定す

る土地等に係る事業所得等の金額、同法附則

第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金

額（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第

３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４

条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の

２第１項又は第３６条の規定に該当する場合

には、これらの規定の適用により同法第３１

条第１項に規定する長期譲渡所得の金額から
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の適用がある場合には、これらの規定の適用

により同法第３１条第１項に規定する長期譲

渡所得の金額から控除する金額を控除した金

額）、地方税法附則第３５条第５項に規定す

る短期譲渡所得の金額（租税特別措置法第３

３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第

１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第

１項、第３５条第１項又は第３６条の規定に

該当する場合には、これらの規定の適用によ

り同法第３２条第１項に規定する短期譲渡所

得の金額から控除する金額を控除した金額）、

地方税法附則第３５条の２第５項に規定する

一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附

則第３５条の３第１５項の規定の適用がある

場合には、その適用後の金額）、同法附則第

３５条の２の２第５項に規定する上場株式等

に係る譲渡所得等の金額（同法附則第３５条

の２の６第１５項又は第３５条の３第１３項

若しくは第１５項の規定の適用がある場合に

は、その適用後の金額）、同法附則第３５条

の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得

等の金額（同法附則第３５条の４の２第７項

の規定の適用がある場合には、その適用後の

金額）、外国居住者等の所得に対する相互主

義による所得税等の非課税等に関する法律

（昭和３７年法律第１４４号。以下「外国居

住者等所得相互免除法」という。）第８条第

２項（外国居住者等所得相互免除法第１２条

第５項及び第１６条第２項において準用する

場合を含む。第１９条の２第１項第１号にお

いて同じ。）に規定する特例適用利子等の額、

外国居住者等所得相互免除法第８条第４項

（外国居住者等所得相互免除法第１２条第６

項及び第１６条第３項において準用する場合

を含む。同号において同じ。）に規定する特

例適用配当等の額、租税条約等の実施に伴う

所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に

関する法律（昭和４４年法律第４６号。以下

控除する金額を控除した金額）、地方税法附

則第３５条第５項に規定する短期譲渡所得の

金額（租税特別措置法第３３条の４第１項若

しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の

２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第

１項又は第３６条の規定に該当する場合に

は、これらの規定の適用により同法第３２条

第１項に規定する短期譲渡所得の金額から控

除する金額を控除した金額）、地方税法附則

第３５条の２第６項に規定する株式等に係る

譲渡所得等の金額（同法附則第３５条の２の

６第１１項若しくは第１５項又は第３５条の

３第１１項の規定の適用がある場合には、そ

の適用後の金額）、同法附則第３５条の４第

４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金

額（同法附則第３５条の４の２第７項の規定

の適用がある場合には、その適用後の金額）、

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法

及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４

４年法律第４６号。以下「租税条約等実施特

例法」という。）第３条の２の２第１０項に

規定する条約適用利子等の額及び同条第１２

項に規定する条約適用配当等の額をいう。以

下この条において同じ。）の合計額から地方

税法第３１４条の２第２項の規定による控除

をした後の総所得金額及び山林所得金額並び

に他の所得と区分して計算される所得の金額

の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額等」

という。）に、次条第１項第１号の所得割の

保険料率を乗じて算定する。 
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「租税条約等実施特例法」という。）第３条

の２の２第１０項に規定する条約適用利子等

の額及び同条第１２項に規定する条約適用配

当等の額をいう。以下この条において同じ。）

の合計額から地方税法第３１４条の２第２項

の規定による控除をした後の総所得金額及び

山林所得金額並びに他の所得と区分して計算

される所得の金額の合計額（以下「基礎控除

後の総所得金額等」という。）に、次条第１

項第１号の所得割の保険料率を乗じて算定す

る。 

２ 略 

（基礎賦課限度額） 

第１５条の３ 第１１条又は第１４条の基礎賦

課額（一般被保険者と退職被保険者等とが同

一の世帯に属する場合には、第１１条の基礎

賦課額と第１４条の基礎賦課額との合計額。

第１８条及び第１９条の２第１項において同

じ。）は、５４０，０００円を超えることが

できない。 

（後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第１５条の３の１０ 第１５条の３の３又は第

１５条の３の６の後期高齢者支援金等賦課額

（一般被保険者と退職被保険者等とが同一の

世帯に属する場合には、第１５条の３の３の

後期高齢者支援金等賦課額と第１５条の３の

６の後期高齢者支援金等賦課額との合計額。

第１８条及び第１９条の２第３項において読

み替えて準用する同条第１項において同じ。）

は、１９０，０００円を超えることができな

い。 

（保険料の減額賦課等） 

第１９条の２ 次の各号に掲げる納付義務者に

対して課する保険料の賦課額のうち基礎賦課

額は、第１１条又は第１４条の基礎賦課額か

ら、それぞれ当該各号に定める額を減額して

得た額(その額が５４０，０００円を超える場

合は、５４０，０００円)とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 略 

（基礎賦課限度額） 

第１５条の３ 第１１条又は第１４条の基礎賦

課額（一般被保険者と退職被保険者等とが同

一の世帯に属する場合には、第１１条の基礎

賦課額と第１４条の基礎賦課額との合計額。

第１８条及び第１９条の２第１項において同

じ。）は、５２０，０００円を超えることが

できない。 

（後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第１５条の３の１０ 第１５条の３の３又は第

１５条の３の６の後期高齢者支援金等賦課額

（一般被保険者と退職被保険者等とが同一の

世帯に属する場合には、第１５条の３の３の

後期高齢者支援金等賦課額と第１５条の３の

６の後期高齢者支援金等賦課額との合計額。

第１８条及び第１９条の２第３項において読

み替えて準用する同条第１項において同じ。）

は、１７０，０００円を超えることができな

い。 

（保険料の減額賦課等） 

第１９条の２ 次の各号に掲げる納付義務者に

対して課する保険料の賦課額のうち基礎賦課

額は、第１１条又は第１４条の基礎賦課額か

ら、それぞれ当該各号に定める額を減額して

得た額(その額が５２０，０００円を超える場

合は、５２０，０００円)とする。 
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  世帯主並びに当該年度の保険料賦

課期日（当該賦課期日後に保険料の

納付義務が発生した場合には、その

発生した日とする。）現在においてそ

の世帯に属する被保険者及び特定同

一世帯所属者につき算定した地方税

法第３１４条の２第１項に規定する

総所得金額（青色専従者給与額又は

事業専従者控除額については、同法

第３１３条第３項、第４項又は第５

項の規定を適用せず、所得税法（昭

和４０年法律第３３号）第５７条第

１項、第３項又は第４項の規定の例

によらないものとし、山林所得金額

及び他の所得と区分して計算される

所得の金額（地方税法附則第３３条

の２第５項に規定する上場株式等に係

る配当所得等の金額（同法附則第３５条の

２の６第１１項又は第１５項の規定の適用

がある場合には、その適用後の金額）、同

法附則第３３条の３第５項に規定す

る土地等に係る事業所得等の金額、

同法附則第３４条第４項に規定する

長期譲渡所得の金額、同法附則第３

５条第５項に規定する短期譲渡所得

の金額、同法附則第３５条の２第５項に

規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金

額（同法附則第３５条の３第１５項の規定

の適用がある場合には、その適用後の金

額）、同法附則第３５条の２の２第５項に規

定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額

（同法附則第３５条の２の６第１５項又は

第３５条の３第１３項若しくは第１５項

の規定の適用がある場合には、その

適用後の金額）、同法附則第３５条の

４第４項に規定する先物取引に係る

雑所得等の金額（同法附則第３５条

の４の２第７項の規定の適用がある

  世帯主並びに当該年度の保険料賦

課期日（当該賦課期日後に保険料の

納付義務が発生した場合には、その

発生した日とする。）現在においてそ

の世帯に属する被保険者及び特定同

一世帯所属者につき算定した地方税

法第３１４条の２第１項に規定する

総所得金額（青色専従者給与額又は

事業専従者控除額については、同法

第３１３条第３項、第４項又は第５

項の規定を適用せず、また所得税法

（昭和４０年法律第３３号）第５７

条第１項、第３項又は第４項の規定

の例によらないものとし、山林所得

金額及び他の所得と区分して計算さ

れる所得の金額（地方税法附則第３

３条の２第５項に規定する上場株式

等に係る配当所得の金額、同法附則第３

３条の３第５項に規定する土地等に

係る事業所得等の金額、同法附則第

３４条第４項に規定する長期譲渡所

得の金額、同法附則第３５条第５項

に規定する短期譲渡所得の金額、同

法附則第３５条の２第６項に規定する株

式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第

３５条の２の６第１１項若しくは第１５項

又は第３５条の３第１１項の規定の適

用がある場合には、その適用後の金

額）、同法附則第３５条の４第４項に

規定する先物取引に係る雑所得等の

金額（同法附則第３５条の４の２第

７項の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額）、租税条約等実施

特例法第３条の２の２第１０項に規

定する条約適用利子等の額及び同条

第１２項に規定する条約適用配当等

の額をいう。以下この項において同

じ。）の算定についても同様とする。
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場合には、その適用後の金額）、外国

居住者等所得相互免除法第８条第２項に規

定する特例適用利子等の額、同条第４項に

規定する特例適用配当等の額、租税条約

等実施特例法第３条の２の２第１０

項に規定する条約適用利子等の額及

び同条第１２項に規定する条約適用

配当等の額をいう。以下この項にお

いて同じ。）の算定についても同様と

する。以下同じ。）及び山林所得金額

並びに他の所得と区分して計算され

る所得の金額の合算額が地方税法第

３１４条の２第２項に掲げる金額を

超えない世帯に係る保険料の納付義

務者 当該年度分の基礎賦課額の被

保険者均等割額に１０分の７を乗じ

て得た額に当該世帯に属する被保険

者のうち当該年度分の基礎賦課額の

被保険者均等割額の算定の対象とさ

れるものの数を乗じて得た額と当該

年度分の基礎賦課額の世帯別平等割

額に１０分の７を乗じて得た額とを

合算した額 

  ・  略 

２ 略 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第１１条又

は第１４条」とあるのは「第１５条の３の３

又は第１５条の３の６」と、「５４０，００

０円」とあるのは「１９０，０００円」と読

み替えるものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦

課額の減額について準用する。この場合にお

いて、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「介

護納付金賦課額」と、「第１１条又は第１４

条」とあるのは「第１５条の５」と、「５４

以下同じ。）及び山林所得金額並びに

他の所得と区分して計算される所得

の金額の合算額が地方税法第３１４

条の２第２項に掲げる金額を超えな

い世帯に係る保険料の納付義務者 

当該年度分の基礎賦課額の被保険者

均等割額に１０分の７を乗じて得た

額に当該世帯に属する被保険者のう

ち当該年度分の基礎賦課額の被保険

者均等割額の算定の対象とされるも

のの数を乗じて得た額と当該年度分

の基礎賦課額の世帯別平等割額に１

０分の７を乗じて得た額とを合算し

た額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・  略 

２ 略 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第１１条又

は第１４条」とあるのは「第１５条の３の３

又は第１５条の３の６」と、「５２０，００

０円」とあるのは「１７０，０００円」と読

み替えるものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦

課額の減額について準用する。この場合にお

いて、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「介

護納付金賦課額」と、「第１１条又は第１４

条」とあるのは「第１５条の５」と、「５２
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０，０００円」とあるのは「１６０，０００

円」と読み替えるものとする。 

 

０，０００円」とあるのは「１６０，０００

円」と読み替えるものとする。 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３７号 所 管 農政課 

件 名 尼崎市農業委員会の委員の定数を定める条例について 

内       容 

１ 制定理由 

農業協同組合法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法律第６３号）が制定さ

れ、農業委員会等に関する法律が改正された。 

この改正により、農業委員会委員の選出方法が、選挙制と市長の選任制の併用から、

市議会の同意を要件とする市長の任命制へと変更されるとともに、委員の定数につい

ては条例で定めるとされたため、条例を制定する。 

 

２ 制定内容 

 尼崎市農業委員会の委員の定数を１４人とする。 

 併せて、「尼崎市農業委員会の選挙による委員の定数条例」は廃止する。 

 

３ 施行期日 

公布の日 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３８号 所 管 
建築指導課、住宅・住まい

づくり支援課 

件 名 尼崎市建築物等関係事務手数料条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号）及び

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部の施行に伴う国土交通省関

係省令の整備等に関する省令（平成２８年国土交通省令第８０号）の制定等に伴い、

規定の整備を行う。 

２ 主な改正内容 

  建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に係る改正内容 

ア ２，０００平方メートル以上の非住宅建築物の新築時等に建築物エネルギー消

費性能適合性判定が義務化されるため、次の申請に係る手数料を評価手法及び区

分ごとの床面積に応じて定める。 

(ｱ) 省エネ判定の申請 ２６４，０００～１,１８７，０００円／件 

(ｲ) 計画変更の申請 ９３，０００～１,１８７，０００円／件 

(ｳ) 軽微変更該当証明書の交付申請 ９３，０００～１,１８７，０００円／件 
(ｴ) 完了検査の申請 ８５，０００ ～２９６，０００円／件 
イ 建築物のエネルギー消費性能向上計画の認定において、軽微変更該当証明書の

制度が創設されたことから、次の申請に係る手数料を用途、評価手法及び区分ご

との床面積の合計に応じて定める。 

・ 軽微変更該当証明書の交付申請 １２，０００～１,９２３，０００円／件 

  都市の低炭素化の促進に関する法律に係る改正内容 

低炭素建築物新築等計画の認定において、軽微変更該当証明書の制度が創設され

るとともに、国が省エネ判定等にあわせて用途、評価手法及び区分ごとの床面積等

を見直したことから、次の申請に係る手数料を用途、評価手法及び区分ごとの床面

積の合計に応じて定める。 

ア 新築等計画の認定の申請 ７，０００～１，９５８，０００円／件 

イ 計画変更の申請 ７，０００～１，９５８，０００円／件 

ウ 軽微変更該当証明書の交付申請 １２，０００～１，９５８，０００円／件 

   国、地方公共団体等から徴収する手数料に係る改正内容 

省エネ判定等について、国、地方公共団体等から手数料を徴収するようになるこ

と等に伴い、これらに適合したものに代わる書面となる建築物のエネルギー消費性

能向上計画の認定、低炭素建築物新築等計画の認定等についても手数料を徴収する

よう改正する。 

３ 施行期日 平成２９年４月1日 
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尼崎市建築物等関係事務手数料条例 

改正後 現 行 

（手数料を徴収する事務及び手数料の額） 

第２条 手数料を徴収する事務及び手数料の額

は、次のとおりとする。 

(1)～(3) 略 

(4) 建築基準法第７条第４項又は第１８条

第１７項の規定に基づく建築物に関する完

了の検査（第７号又は第７号の２のいずれ

かに該当するものを除く。） 次に掲げる床

面積の合計の区分に応じ、それぞれアから

ケまでに定める額 

  ア～ケ 略 

(5)～(6) 略 

(7) 建築基準法第７条第４項又は第１８条

第１７項の規定に基づく特定工程に係る建

築物に関する完了の検査（次号に該当する

ものを除く。） 次に掲げる床面積の合計の

区分に応じ、それぞれアからケまでに定め

る額 

ア～ケ 略 

(7)の２ 建築基準法第７条第４項又は第１

８条第１７項の規定に基づく建築物（建築

物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律（平成２７年法律第５３号。以下「建築

物省エネ法」という。）第１２条第１項に規

定する建築物エネルギー消費性能適合性判

定（以下この号、第７１号の２及び第７１

号の３において「省エネ判定」という。）を

受けた部分を含むものに限る。)に関する完

了の検査 第４号又は前号に定める額に、

省エネ判定を受けた建築物の部分につい

て、次に掲げる床面積の合計の区分に応じ

それぞれアからオまでに定める額を加算し

て得た額 

ア ２，０００平方メートル以上５，００

０平方メートル未満のもの １件 ８

５，０００円 

（手数料を徴収する事務及び手数料の額） 

第２条 手数料を徴収する事務及び手数料の額

は、次のとおりとする。 

(1)～(3) 略 

(4) 建築基準法第７条第４項又は第１８条

第１７項の規定に基づく建築物に関する完

了の検査（第７号に該当するものを除く。） 

 次に掲げる床面積の合計の区分に応じ、

それぞれアからケまでに定める額 

 

  ア～ケ 略 

(5)～(6) 略 

(7) 建築基準法第７条第４項又は第１８条

第１７項の規定に基づく特定工程に係る建

築物に関する完了の検査 次に掲げる床面

積の合計の区分に応じ、それぞれアからケ

までに定める額 

 

ア～ケ 略 
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イ ５，０００平方メートル以上１０，０

００平方メートル未満のもの １件 １

３４，０００円 

ウ １０，０００平方メートル以上２５，

０００平方メートル未満のもの １件  

１６９，０００円 

エ ２５，０００平方メートル以上５０，

０００平方メートル未満のもの １件  

２１１，０００円 

オ ５０，０００平方メートル以上のもの 

 １件 ２９６，０００円 

(8)～(39)の２ 略 

(39)の３ 高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律（平成１８年法律第

９１号）第１７条第４項（同法第１８条第

２項において準用する場合を含む。）の規

定による申出を行う場合における審査 １

件 第１号に定める額に相当する額（当該

申出のあった特定建築物の建築等の計画

に、建築基準法第８７条の２に規定する建

築設備に係る部分が含まれる場合にあって

は第２号に定める額に相当する額を、同法

第８８条第１項に規定する工作物に係る部

分が含まれる場合にあっては第３号に定め

る額に相当する額を、第１号に定める額に

相当する額に加えて得た額） 

(39)の４～(58) 略 

(59) 長期優良住宅の普及の促進に関する法

律（平成２０年法律第８７号。以下「長期

優良住宅法」という。）第５条第１項から

第３項までの規定に基づく長期優良住宅建

築等計画（ア、次号ア、第５９号の３、第

６０号、第６２号ア及び第６３号において

「計画」という。）の認定の申請（アから

ウまで及び次号から第５９号の４までにお

いて「認定申請」という。）に対する審査

（一戸建ての住宅（長期優良住宅の普及の

促進に関する法律施行規則（平成２１年国

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(8)～(39)の２ 略 

(39)の３ 高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律（平成１８年法律第

９１号）第１７条第４項（同法第１８条第

２項において準用する場合を含む。）の規

定による申出を行う場合における審査 １

件 第１号に定める額に相当する額（当該

申出と併せて行う申請に係る特定建築物の

建築等の計画に、建築基準法第８７条の２

に規定する建築設備に係る部分が含まれる

場合にあっては第２号に定める額に相当す

る額を、同法第８８条第１項に規定する工

作物に係る部分が含まれる場合にあっては

第３号に定める額に相当する額を、第１号

に定める額に相当する額に加えて得た額） 

(39)の４～(58) 略 

(59) 長期優良住宅の普及の促進に関する法

律（平成２０年法律第８７号。以下「長期

優良住宅法」という。）第５条第１項から

第３項までの規定に基づく長期優良住宅建

築等計画（ア、次号から第６０号まで、第

６２号ア及び第６３号において「計画」と

いう。）の認定の申請に対する審査（一戸

建ての住宅（長期優良住宅の普及の促進に

関する法律施行規則（平成２１年国土交通

省令第３号）第４条第１号に規定する一戸

建ての住宅をいう。）又は共同住宅等（同
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土交通省令第３号）第４条第１号に規定す

る一戸建ての住宅をいう。）又は共同住宅

等（同条第２号に規定する共同住宅等をい

う。次号において同じ。）でその住宅（長

期優良住宅法第２条第１項に規定する住宅

をいう。以下この号、第５９号の２アから

ウまで、第５９号の３、第５９号の４ア及

びイ並びに第６０号において同じ。）の戸

数が１であるもの（次号において「単一共

同住宅等」という。）（第５９号の３、第

６１号、第６１号の５及び第６２号アにお

いて「一戸建ての住宅等」という。）の新

築に係るものに限る。） 次に掲げる区分

に応じ、それぞれアからウまでに定める額 

 ア 申請書に、住宅の品質確保の促進等に

関する法律（平成１１年法律第８１号。

以下「住宅品質確保法」という。）第５

条第１項に規定する登録住宅性能評価機

関（以下「登録住宅性能評価機関」とい

う。）が、計画が長期優良住宅法第６条

第１項第１号に掲げる基準に適合するこ

とを確認した旨を証する書面（ウ、次号

ア及びウ、第５９号の３ア及びイ、第５

９号の４ア及びイ並びに第６１号におい

て「適合証」という。）の写しが添付さ

れている場合 当該認定申請のあった住

宅の存する建築物について、次に掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)

から(ｹ)までに定める額 

(ｱ)～(ｹ) 略  

イ 申請書に設計住宅性能評価書（住宅品

質確保法第６条第１項に規定する設計住

宅性能評価書をいう。以下同じ。）の写

しが添付されている場合（アに該当する

場合を除く。） 当該認定申請のあった

住宅の存する建築物について、次に掲げ

る床面積の合計の区分に応じ、それぞれ

(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

条第２号に規定する共同住宅等をいう。次

号において同じ。）でその住宅（長期優良

住宅法第２条第１項に規定する住宅をい

う。以下この号、第５９号の２アからウま

で、第５９号の３、第５９号の４ア及びイ

並びに第６０号において同じ。）の戸数が

１であるもの（次号において「単一共同住

宅等」という。）（第５９号の３、第６１

号、第６１号の５及び第６２号アにおいて

「一戸建ての住宅等」という。）の新築に

係るものに限る。） 次に掲げる区分に応

じ、それぞれアからウまでに定める額 

 

 

ア 申請書に、住宅の品質確保の促進等に

関する法律（平成１１年法律第８１号。

以下「住宅品質確保法」という。）第５

条第１項に規定する登録住宅性能評価機

関（以下「登録住宅性能評価機関」とい

う。）が、計画が長期優良住宅法第６条

第１項第１号に掲げる基準に適合するこ

とを確認した旨を証する書面（ウ、次号

ア及びウ、第５９号の３ア及びイ、第５

９号の４ア及びイ並びに第６１号におい

て「適合証」という。）が添付されてい

る場合 当該申請のあった住宅の存する

建築物について、次に掲げる床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｹ)ま

でに定める額 

(ｱ)～(ｹ) 略 

イ 申請書に設計住宅性能評価書（住宅品

質確保法第６条第１項に規定する設計住

宅性能評価書をいう。以下同じ。）が添

付されている場合（アに該当する場合を

除く。） 当該申請のあった住宅の存す

る建築物について、次に掲げる床面積の

合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)又は(ｲ)

に定める額 

82



(ｱ)～(ｲ) 略 

ウ 申請書に適合証の写し及び設計住宅性

能評価書の写しが添付されていない場合 

  当該認定申請のあった住宅の存する建

築物について、次に掲げる床面積の合計

の区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｹ)まで

に定める額 

(ｱ)～(ｹ) 略 

(59)の２ 認定申請に対する審査（複数住戸

共同住宅等（単一共同住宅等以外の共同住

宅等をいう。第５９号の４、第６０号、第

６１号の２から第６１号の４まで、第６１

号の６、第６１号の７、第６２号イ及び第

６３号において同じ。）の新築に係るもの

に限る。） 次に掲げる区分に応じ、それ

ぞれアからウまでに定める額 

ア 申請書に適合証の写しが添付されてい

る場合 当該認定申請のあった住宅の存

する建築物（既に認定を受けている計画

に係る住宅以外の住宅で当該計画に係る

建築物内のものについての認定申請（以

下ア及び第５９号の４アにおいて「後続

申請」という。）に係るものにあっては、

当該後続申請のあった住宅。以下この号

並びに第５９号の４ア及びイにおいて同

じ。）について、前号ア(ｱ)から(ｹ)まで

に掲げる床面積の合計（同時に複数の後

続申請があった場合は、これらの後続申

請のあった住宅の床面積の合計。以下こ

の号並びに第５９号の４ア及びイにおい

て同じ。）の区分に応じ、それぞれ前号

ア(ｱ)から(ｹ)までに定める額（同時に複

数の認定の申請又は後続申請があった場

合は、当該額をその認定の申請又は後続

申請に係る住宅の戸数の合計（第５９号

の４ア及び第６２号イ(ｱ)において「認定

申請戸数」という。）で除して得た額（そ

の額が１０，０００円未満である場合に

(ｱ)～(ｲ) 略 

ウ 申請書に適合証及び設計住宅性能評価

書が添付されていない場合 当該申請の

あった住宅の存する建築物について、次

に掲げる床面積の合計の区分に応じ、そ

れぞれ(ｱ)から(ｹ)までに定める額 

 

(ｱ)～(ｹ) 略 

(59)の２ 計画の認定の申請に対する審査

（複数住戸共同住宅等（単一共同住宅等以

外の共同住宅等をいう。第５９号の４、第

６０号、第６１号の２から第６１号の４ま

で、第６１号の６、第６１号の７、第６２

号イ及び第６３号において同じ。）の新築

に係るものに限る。） 次に掲げる区分に

応じ、それぞれアからウまでに定める額 

ア 申請書に適合証が添付されている場合 

 当該申請のあった住宅の存する建築物

（既に認定を受けている計画に係る住宅

以外の住宅で当該計画に係る建築物内の

ものについての認定の申請（以下ア及び

第５９号の４アにおいて「後続申請」と

いう。）に係るものにあっては、当該後

続申請のあった住宅。以下この号並びに

第５９号の４ア及びイにおいて同じ。）

について、前号ア(ｱ)から(ｹ)までに掲げ

る床面積の合計（同時に複数の後続申請

があった場合は、これらの後続申請のあ

った住宅の床面積の合計。以下この号並

びに第５９号の４ア及びイにおいて同

じ。）の区分に応じ、それぞれ前号ア(ｱ)

から(ｹ)までに定める額（同時に複数の認

定の申請又は後続申請があった場合は、

当該額をその認定の申請又は後続申請に

係る住宅の戸数の合計（第５９号の４ア

及び第６２号イ(ｱ)において「認定申請戸

数」という。）で除して得た額（その額

が１０，０００円未満である場合におい
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おいてその額に５０円未満の端数がある

ときはこれを切り捨て、５０円以上１０

０円未満の端数があるときはこれを切り

上げ、１０，０００円以上である場合に

おいてその額に５００円未満の端数があ

るときはこれを切り捨て、５００円以上

１，０００円未満の端数があるときはこ

れを切り上げる。第５９号の４ア、第６

０号、第６１号の２ア、第６１号の３、

第６１号の４、第６１号の６、第６１号

の７、第６２号イ及び第６３号において

同じ。）。以下この号において同じ。） 

イ 申請書に設計住宅性能評価書の写しが

添付されている場合（アに該当する場合

を除く。） 当該認定申請のあった住宅

の存する建築物について、次に掲げる床

面積の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)

から(ｸ)までに定める額 

(ｱ)～(ｸ) 略 

ウ 申請書に適合証の写し及び設計住宅性

能評価書の写しが添付されていない場合 

  当該認定申請のあった住宅の存する建

築物について、前号ウ(ｱ)から(ｹ)までに

掲げる床面積の合計の区分に応じ、それ

ぞれ同号ウ(ｱ)から(ｹ)までに定める額 

(59)の３ 認定申請に対する審査（一戸建て

の住宅等（既に認定を受けている計画で住

宅の新築に係るもの（次号から第６１号の

７までにおいて「新築計画」という。）に

係るものを除く。）の増築又は改築(次号に

おいて「増築等」という。)に係るものに限

る。） 次に掲げる区分に応じ、それぞれ

ア又はイに定める額 

ア 申請書に適合証の写しが添付されてい

る場合 当該認定申請のあった住宅の存

する建築物について、次に掲げる床面積

の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)から

(ｹ)までに定める額 

てその額に５０円未満の端数があるとき

はこれを切り捨て、５０円以上１００円

未満の端数があるときはこれを切り上

げ、１０，０００円以上である場合にお

いてその額に５００円未満の端数がある

ときはこれを切り捨て、５００円以上１，

０００円未満の端数があるときはこれを

切り上げる。第５９号の４ア、第６０号、

第６１号の２ア、第６１号の３、第６１

号の４、第６１号の６、第６１号の７、

第６２号イ及び第６３号において同

じ。）。以下この号において同じ。） 

イ 申請書に設計住宅性能評価書が添付さ

れている場合（アに該当する場合を除

く。） 当該申請のあった住宅の存する

建築物について、次に掲げる床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｸ)ま

でに定める額 

(ｱ)～(ｸ) 略 

ウ 申請書に適合証及び設計住宅性能評価

書が添付されていない場合 当該申請の

あった住宅の存する建築物について、前

号ウ(ｱ)から(ｹ)までに掲げる床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ同号ウ(ｱ)から

(ｹ)までに定める額 

(59)の３ 計画の認定の申請に対する審査

（一戸建ての住宅等（既に認定を受けてい

る計画で住宅の新築に係るもの（次号から

第６１号の７までにおいて「新築計画」と

いう。）に係るものを除く。）の増築又は

改築（次号において「増築等」という。）

に係るものに限る。） 次に掲げる区分に

応じ、それぞれア又はイに定める額 

ア 申請書に適合証が添付されている場合 

 当該申請のあった住宅の存する建築物

について、次に掲げる床面積の合計の区

分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｹ)までに定

める額 
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(ｱ)～(ｹ) 略 

イ 申請書に適合証の写しが添付されてい

ない場合 当該認定申請のあった住宅の

存する建築物について、次に掲げる床面

積の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)から

(ｹ)までに定める額 

(ｱ)～(ｹ) 略 

(59)の４ 認定申請に対する審査（複数住戸

共同住宅等（既に認定を受けている新築計

画に係るものを除く。）の増築等に係るも

のに限る。） 次に掲げる区分に応じ、そ

れぞれア又はイに定める額 

ア 申請書に適合証の写しが添付されてい

る場合 当該認定申請のあった住宅の存

する建築物について、前号ア(ｱ)から(ｹ)

までに掲げる床面積の合計の区分に応

じ、それぞれ同号ア(ｱ)から(ｹ)までに定

める額（同時に複数の認定申請又は後続

申請があった場合は、当該額をその認定

申請戸数で除して得た額。イにおいて同

じ。） 

イ 申請書に適合証の写しが添付されてい

ない場合 当該認定申請のあった住宅の

存する建築物について、前号イ(ｱ)から

(ｹ)までに掲げる床面積の合計の区分に

応じ、それぞれ同号イ(ｱ)から(ｹ)までに

定める額 

(60) 略 

(61) 変更認定申請（申請書にその計画変更

に係る適合証の写しが添付されているもの

を除く。次号、第６１号の５及び第６１号

の６において「特定変更認定申請」という。）

に対する審査で、その計画変更が長期優良

住宅法第６条第１項第１号に掲げる基準

（次号、第６１号の５及び第６１号の６に

おいて「１号基準」という。）に適合して

いる旨の認定を要するもの（一戸建ての住

宅等（既に認定を受けている新築計画に係

(ｱ)～(ｹ) 略 

イ 申請書に適合証が添付されていない場合 

  当該申請のあった住宅の存する建築物に

ついて、次に掲げる床面積の合計の区分に

応じ、それぞれ(ｱ)から(ｹ)までに定める額 

 

(ｱ)～(ｹ) 略 

(59)の４ 計画の認定の申請に対する審査

（複数住戸共同住宅等（既に認定を受けて

いる新築計画に係るものを除く。）の増築

等に係るものに限る。） 次に掲げる区分

に応じ、それぞれア又はイに定める額 

ア 申請書に適合証が添付されている場合 

 当該申請のあった住宅の存する建築物

について、前号ア(ｱ)から(ｹ)までに掲げ

る床面積の合計の区分に応じ、それぞれ

同号ア(ｱ)から(ｹ)までに定める額（同時

に複数の認定の申請又は後続申請があっ

た場合は、当該額をその認定申請戸数で

除して得た額。イにおいて同じ。） 

 

イ 申請書に適合証が添付されていない場

合 当該申請のあった住宅の存する建築

物について、前号イ(ｱ)から(ｹ)までに掲

げる床面積の合計の区分に応じ、それぞ

れ同号イ(ｱ)から(ｹ)までに定める額 

 

(60) 略 

(61) 変更認定申請（申請書にその計画変更

に係る適合証が添付されているものを除

く。次号、第６１号の５及び第６１号の６

において「特定変更認定申請」という。）

に対する審査で、その計画変更が長期優良

住宅法第６条第１項第１号に掲げる基準

（次号、第６１号の５及び第６１号の６に

おいて「１号基準」という。）に適合して

いる旨の認定を要するもの（一戸建ての住

宅等（既に認定を受けている新築計画に係
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るものに限る。）に係るものに限る。） 対

象建築物の計画変更に係る部分について前

号アからケまでに掲げる床面積の合計の区

分に応じそれぞれ同号アからケまでに定め

る額に、次に掲げる区分に応じそれぞれア

又はイに定める額を加算して得た額 

ア 申請書に当該計画変更に係る設計住宅

性能評価書の写しが添付されている場合 

  当該対象建築物の計画変更に係る部分

について、次に掲げる床面積の合計の区

分に応じ、それぞれ(ｱ)又は(ｲ)に定める

額 

(ｱ)～(ｲ) 略 

イ 申請書に当該計画変更に係る設計住宅

性能評価書の写しが添付されていない場

合 当該対象建築物の計画変更に係る部

分について、次に掲げる床面積の合計の

区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｹ)までに

定める額 

(ｱ)～(ｹ) 略 

(61)の２ 特定変更認定申請に対する審査

で、その計画変更が１号基準に適合してい

る旨の認定を要するもの（複数住戸共同住

宅等（既に認定を受けている新築計画に係

るものに限る。）に係るものに限る。） 対

象建築物の計画変更に係る部分について第

６０号アからケまでに掲げる床面積の合計

の区分に応じそれぞれ同号アからケまでに

定める額に、次に掲げる区分に応じそれぞ

れア又はイに定める額を加算して得た額 

ア 申請書に当該計画変更に係る設計住宅

性能評価書の写しが添付されている場合 

  当該対象建築物の計画変更に係る部分

について、次に掲げる床面積の合計の区

分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｸ)までに定

める額（同時に複数の特定変更認定申請

があった場合は、当該額をその変更認定

申請戸数で除して得た額。イにおいて同

るものに限る。）に係るものに限る。） 対

象建築物の計画変更に係る部分について前

号アからケまでに掲げる床面積の合計の区

分に応じそれぞれ同号アからケまでに定め

る額に、次に掲げる区分に応じそれぞれア

又はイに定める額を加算して得た額 

ア 申請書に当該計画変更に係る設計住宅

性能評価書が添付されている場合 当該

対象建築物の計画変更に係る部分につい

て、次に掲げる床面積の合計の区分に応

じ、それぞれ(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

 

(ｱ)～(ｲ) 略 

イ 申請書に当該計画変更に係る設計住宅

性能評価書が添付されていない場合 当

該対象建築物の計画変更に係る部分につ

いて、次に掲げる床面積の合計の区分に

応じ、それぞれ(ｱ)から(ｹ)までに定める

額 

(ｱ)～(ｹ) 略 

(61)の２ 特定変更認定申請に対する審査

で、その計画変更が１号基準に適合してい

る旨の認定を要するもの（複数住戸共同住

宅等（既に認定を受けている新築計画に係

るものに限る。）に係るものに限る。） 対

象建築物の計画変更に係る部分について第

６０号アからケまでに掲げる床面積の合計

の区分に応じそれぞれ同号アからケまでに

定める額に、次に掲げる区分に応じそれぞ

れア又はイに定める額を加算して得た額 

ア 申請書に当該計画変更に係る設計住宅

性能評価書が添付されている場合 当該

対象建築物の計画変更に係る部分につい

て、次に掲げる床面積の合計の区分に応

じ、それぞれ(ｱ)から(ｸ)までに定める額

（同時に複数の特定変更認定申請があっ

た場合は、当該額をその変更認定申請戸

数で除して得た額。イにおいて同じ。） 
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じ。） 

(ｱ)～(ｸ) 略 

イ 申請書に当該計画変更に係る設計住宅

性能評価書の写しが添付されていない場

合 当該対象建築物の計画変更に係る部

分について、前号イ(ｱ)から(ｹ)までに掲

げる床面積の合計の区分に応じ、それぞ

れ同号イ(ｱ)から(ｹ)までに定める額 

(61)の３～(61)の７ 略 

(62) 長期優良住宅法第６条第２項（長期優

良住宅法第８条第２項において準用する場

合を含む。）の規定による申出を行う場合

における審査 次に掲げる区分に応じ、そ

れぞれア又はイに定める額 

ア 一戸建ての住宅等に係るものである場

合 第５９号、第５９号の３、第６０号、

第６１号、第６１号の３から第６１号の

５まで又は前号に定める額に、第１号に

定める額に相当する額（当該申出のあっ

た計画に、建築基準法第８７条の２に規

定する建築設備に係る部分が含まれる場

合にあっては第２号に定める額に相当す

る額を、同法第８８条第１項に規定する

工作物に係る部分が含まれる場合にあっ

ては第３号に定める額に相当する額を、

当該第１号に定める額に相当する額に加

えて得た額。イにおいて同じ。）を加算

して得た額 

イ 略 

 (63)～(66) 略 

(67) 都市の低炭素化の促進に関する法律

（平成２４年法律第８４号。以下「低炭素

化促進法」という。）第５３条第１項の規

定に基づく低炭素建築物新築等計画（アか

らウまで、次号ア及びイ、第６８号アから

エまで、第６９号並びに第７１号において

「新築等計画」という。）の認定の申請（ア

からウまで、次号及び第６８号において「認

 

(ｱ)～(ｸ) 略 

イ 申請書に当該計画変更に係る設計住宅

性能評価書が添付されていない場合 当

該対象建築物の計画変更に係る部分につ

いて、前号イ(ｱ)から(ｹ)までに掲げる床

面積の合計の区分に応じ、それぞれ同号

イ(ｱ)から(ｹ)までに定める額 

(61)の３～(61)の７ 略 

(62) 長期優良住宅法第６条第２項（長期優

良住宅法第８条第２項において準用する場

合を含む。）の規定による申出を行う場合

における審査 次に掲げる区分に応じ、そ

れぞれア又はイに定める額 

ア 一戸建ての住宅等に係るものである場

合 第５９号、第５９号の３、第６０号、

第６１号、第６１号の３から第６１号の

５まで又は前号に定める額に、第１号に

定める額に相当する額（計画に、建築基

準法第８７条の２に規定する建築設備に

係る部分が含まれる場合にあっては第２

号に定める額に相当する額を、同法第８

８条第１項に規定する工作物に係る部分

が含まれる場合にあっては第３号に定め

る額に相当する額を、当該第１号に定め

る額に相当する額に加えて得た額。イに

おいて同じ。）を加算して得た額 

 

イ 略 

 (63)～(66) 略 

(67) 都市の低炭素化の促進に関する法律

（平成２４年法律第８４号。以下「低炭素

化促進法」という。）第５３条第１項の規

定に基づく低炭素建築物新築等計画（以下

この号から第６９号まで及び第７１号にお

いて「新築等計画」という。）の認定の申

請（申請書に、登録住宅性能評価機関（イ

からエまでのいずれかに該当する場合にあ
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定申請」という。）（申請書に規則で定める

書面が添付されているものに限る。アから

ウまでにおいて同じ。）に対する審査 次に

掲げる区分に応じ、それぞれアからウまで

に定める額（イ及びウに該当するときは、

イ及びウに定める額の合計額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 当該認定申請のあった新築等計画が一

戸建ての住宅（住宅の用途に供する部分

（イ及びウにおいて「住宅部分」という。）

以外の部分が含まれないものに限る。以

下ア、イ及びウ、次号ア、第６８号ア、

第６９号ア、第６９号の２ア並びに第７

０号アにおいて同じ。）に係るものである

場合 当該一戸建ての住宅の全体につい

て、次に掲げる床面積の合計の区分に応

じ、それぞれ(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

 

 

(ｱ) ２００平方メートル未満のもの  

１件 ７，０００円 

(ｲ) ２００平方メートル以上のもの  

１件 ７，５００円 

 

 

っては、建築基準法第７７条の２１第１項

に規定する指定確認検査機関（以下「指定

確認検査機関」という。）であるものに限

る。）又はエネルギーの使用の合理化等に

関する法律（昭和５４年法律第４９号）第

７６条第１項に規定する登録建築物調査機

関（業として建築物を設計し、若しくは販

売し、若しくは建築物の販売を代理し、若

しくは媒介し、又は建築物を新築する建設

工事を請け負う者に支配されていない者に

限る。以下「登録建築物調査機関」という。）

が、新築等計画が低炭素化促進法第５４条

第１項第１号に掲げる基準（以下「低炭素

建築物基準」という。）に適合することを

確認した旨を証する書面その他規則で定め

る書面が添付されているものに限る。）に

対する審査 次に掲げる区分に応じ、それ

ぞれアからエまでに定める額（アからエま

でのうち２以上に該当するときは、その該

当するものに定める額の合計額） 

ア 当該申請のあった新築等計画が一戸建

ての住宅に係るものである場合又は当該

新築等計画の対象に一戸建ての住宅以外

の建築物の住戸の部分（以下ア、エ、次

号ア、第６９号ア及び第７０号アにおい

て「住戸部分」という。）が含まれる場

合 当該一戸建ての住宅又は住戸部分

（次号ア、第６９号ア及び第７０号アに

おいて「住戸部分等」という。）の全体

について、次に掲げる床面積の合計の区

分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｹ)までに定

める額 

(ｱ) １５０平方メートル以内のもの  

１件 ７，３００円 

(ｲ) １５０平方メートルを超え４００

平方メートル以内のもの １件 １

３，０００円 

(ｳ) ４００平方メートルを超え８００
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イ 当該認定申請のあった新築等計画の対

象に共同住宅等部分（一戸建ての住宅以

外の建築物の住宅部分をいう。以下イ、

次号イ、第６８号イ、第６９号イ、第６

９号の２イ、第７０号イ、第７０号の２

ア及び第７０号の３アにおいて同じ。）が

含まれる場合 当該共同住宅等部分の全

体について、次に掲げる床面積の合計の

区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｷ)までに

定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの  

１件 １２，０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２，０００

平方メートル未満のもの １件 ２

８，０００円 

(ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０

００平方メートル未満のもの １件  

６７，０００円 

(ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，

平方メートル以内のもの １件 ２

３，０００円 

(ｴ) ８００平方メートルを超え２，１０

０平方メートル以内のもの １件 ５

０，０００円 

(ｵ) ２，１００平方メートルを超え４，

１００平方メートル以内のもの １件 

 ７０，０００円 

(ｶ) ４，１００平方メートルを超え８，

３００平方メートル以内のもの １件 

 １０９，０００円 

(ｷ) ８，３００平方メートルを超え１

６，５００平方メートル以内のもの  

１件 １７４，０００円 

(ｸ) １６，５００平方メートルを超え２

４，７５０平方メートル以内のもの  

１件 ２１１，０００円 

(ｹ) ２４，７５０平方メートルを超える

もの １件 ２５２，０００円 

イ 当該申請のあった新築等計画の対象に

共用部分（一戸建ての住宅以外の住宅に

おける廊下、階段その他共用に供される

部分をいう。以下イ、エ、次号イ、第６

９号イ及び第７０号イにおいて同じ。）

が含まれる場合 当該共用部分の全体に

ついて、次に掲げる床面積の合計の区分

に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｶ)までに定め

る額 

 

(ｱ) ３００平方メートル以内のもの  

１件 １３，０００円 

(ｲ) ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内のもの １件 ３

７，０００円 

(ｳ) ２，０００平方メートルを超え５，

０００平方メートル以内のもの １件 

 １０９，０００円 

(ｴ) ５，０００平方メートルを超え１
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０００平方メートル未満のもの １件 

 １０４，０００円 

(ｵ) １０，０００平方メートル以上２

５，０００平方メートル未満のもの  

１件 １６８，０００円 

(ｶ) ２５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満のもの  

１件 ２３８，０００円 

(ｷ) ５０，０００平方メートル以上のも

の １件 ３７３，０００円 

ウ 当該認定申請のあった新築等計画の対

象に非住宅部分（一戸建ての住宅以外の

建築物の住宅部分以外の部分をいう。以

下ウ、第６８号ウ及びエ、第６９号ウ、

第７０号ウ及びエ、第７０号の２イ並び

に第７０号の３イ及びウにおいて同じ。）

が含まれる場合 当該非住宅部分の全体

について、次に掲げる床面積の合計の区

分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｷ)までに定

める額 

 

 

 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの  

１件 １２，０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２，０００

平方メートル未満のもの １件 ３

５，０００円 

(ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０

００平方メートル未満のもの １件  

１０４，０００円 

(ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，

０００平方メートル未満のもの １件 

 １５４，０００円 

(ｵ) １０，０００平方メートル以上２

５，０００平方メートル未満のもの  

１件 ２０１，０００円 

(ｶ) ２５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル以内のもの  

１件 １６２，０００円 

(ｵ) １０，０００平方メートルを超え２

５，０００平方メートル以内のもの  

１件 ２１１，０００円 

(ｶ) ２５，０００平方メートルを超える

もの １件 ２８５，０００円 

 

 

 

ウ 当該申請のあった新築等計画の対象に

工場等部分（工場、畜舎、自動車車庫、

自転車駐車場、倉庫、観覧場、卸売市場、

火葬場その他エネルギーの使用状況につ

いてこれらに類するものとして市長が別

に定めるものの用途に供される部分をい

う。以下この号、次号ウ、第６９号ウ及

び第７０号ウにおいて同じ。）が含まれ

る場合 当該工場等部分の全体につい

て、イ(ｱ)から(ｶ)までに掲げる床面積の

合計の区分に応じ、それぞれイ(ｱ)から

(ｶ)までに定める額 
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０，０００平方メートル未満のもの  

１件 ２４３，０００円 

(ｷ) ５０，０００平方メートル以上のも

の １件 ３５７，０００円 

削る 

 

 

 

 

 

 

 

(67)の２ 認定申請（申請書に設計住宅性能

評価書（規則で定めるものに限る。第６９

号の２において「対象設計住宅性能評価書」

という。）の写しが添付されているものに

限る。ア及びイにおいて同じ。）に対する

審査 次に掲げる区分に応じ、それぞれア

又はイに定める額 

ア 当該認定申請のあった新築等計画が一

戸建ての住宅に係るものである場合 当

該一戸建ての住宅の全体について、次に

掲げる床面積の合計の区分に応じ、それ

ぞれ(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

(ｱ) ２００平方メートル未満のもの １

件 ９，１００円 

(ｲ) ２００平方メートル以上のもの １

件 ９，６００円 

イ 当該認定申請のあった新築等計画の対

象に共同住宅等部分が含まれる場合 当

該共同住宅等部分の全体について、次に

掲げる床面積の合計の区分に応じ、それ

ぞれ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの  

１件 １５，０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２，０００

平方メートル未満のもの １件 ３

０，０００円 

 

 

 

 

エ 当該申請のあった新築等計画の対象に

非住宅部分（住戸部分、共用部分及び工

場等部分以外の部分をいう。以下この号、

次号エ、第６９号エ及び第７０号エにお

いて同じ。）が含まれる場合 当該非住

宅部分の全体について、イ(ｱ)から(ｶ)ま

でに掲げる床面積の合計の区分に応じ、

それぞれイ(ｱ)から(ｶ)までに定める額 
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(ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０

００平方メートル未満のもの １件 

 ６９，０００円 

(ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，

０００平方メートル未満のもの １件 

 １０６，０００円 

(ｵ) １０，０００平方メートル以上２

５，０００平方メートル未満のもの  

１件 １７０，０００円 

(ｶ) ２５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満のもの  

１件 ２４０，０００円 

(ｷ) ５０，０００平方メートル以上のも

の １件 ３７５，０００円 

(68) 認定申請に対する審査（前２号のいず

れかに該当するものを除く。） 次に掲げる

区分に応じ、それぞれアからエまでに定め

る額（イ及びウ又はイ及びエに該当すると

きは、それぞれイ及びウ又はイ及びエに定

める額の合計額） 

ア 当該認定申請のあった新築等計画が一

戸建ての住宅に係るものである場合 当

該一戸建ての住宅の全体について、次に

掲げる床面積の合計の区分に応じ、それ

ぞれ(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

 

(ｱ) ２００平方メートル未満のもの  

１件 ４０，０００円 

(ｲ) ２００平方メートル以上のもの  

１件 ４５，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(68) 新築等計画の認定の申請（前号に該当

するものを除く。）に対する審査 次に掲

げる区分に応じ、それぞれアからエまでに

定める額（アからエまでのうち２以上に該

当するときは、その該当するものに定める

額の合計額） 

ア 当該申請のあった新築等計画が一戸建

ての住宅に係るものである場合又は当該

新築等計画の対象に住戸部分が含まれる

場合 当該住戸部分等の全体について、

次に掲げる床面積の合計の区分に応じ、

それぞれ(ｱ)から(ｹ)までに定める額 

(ｱ) １５０平方メートル以内のもの  

１件 ４０，０００円 

(ｲ) １５０平方メートルを超え４００

平方メートル以内のもの １件 ８

０，０００円 

(ｳ) ４００平方メートルを超え８００

平方メートル以内のもの １件 １１

３，０００円 

(ｴ) ８００平方メートルを超え２，１０

０平方メートル以内のもの １件 １

７２，０００円 

(ｵ) ２，１００平方メートルを超え４，
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イ 当該認定申請のあった新築等計画の対

象に共同住宅等部分が含まれる場合 当

該共同住宅等部分の全体について、次に

掲げる床面積の合計の区分に応じ、それ

ぞれ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの  

１件 ７７，０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２，０００

平方メートル未満のもの １件 １３

０，０００円 

(ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０

００平方メートル未満のもの １件  

２２８，０００円 

(ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，

０００平方メートル未満のもの １件 

 ３１８，０００円 

(ｵ) １０，０００平方メートル以上２

５，０００平方メートル未満のもの  

１件 ６１７，０００円 

(ｶ) ２５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満のもの  

１件 １，０６５，０００円 

(ｷ) ５０，０００平方メートル以上のも

の １件 １，９５８，０００円 

ウ 当該認定申請のあった新築等計画の対

１００平方メートル以内のもの １件 

 ２３９，０００円 

(ｶ) ４，１００平方メートルを超え８，

３００平方メートル以内のもの １件 

 ３３４，０００円 

(ｷ) ８，３００平方メートルを超え１

６，５００平方メートル以内のもの  

１件 ４５７，０００円 

(ｸ) １６，５００平方メートルを超え２

４，７５０平方メートル以内のもの  

１件 ５９０，０００円 

(ｹ) ２４，７５０平方メートルを超える

もの １件 ７１６，０００円 

イ 当該申請のあった新築等計画の対象に

共用部分が含まれる場合 当該共用部分

の全体について、次に掲げる床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｶ)ま

でに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル以内のもの  

１件 １２４，０００円 

(ｲ) ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内のもの １件 ２ 

０８，０００円 

(ｳ) ２，０００平方メートルを超え５，

０００平方メートル以内のもの １件 

 ３３３，０００円 

(ｴ) ５，０００平方メートルを超え１

０，０００平方メートル以内のもの  

１件 ４２２，０００円 

(ｵ) １０，０００平方メートルを超え２

５，０００平方メートル以内のもの  

１件 ５１３，０００円 

(ｶ) ２５，０００平方メートルを超える

もの １件 ６２１，０００円 

 

 

 

ウ 当該申請のあった新築等計画の対象に
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象に非住宅部分が含まれる場合（当該認

定申請が、当該非住宅部分の全体につい

て市長が別に定める簡易な方法により低

炭素化促進法第５４条第１項第１号に掲

げる基準（第７０号ウ及び第７０号の３

イにおいて「低炭素建築物基準」という。）

に適合しているかどうかを審査すること

を求めるものである場合に限る。） 当該

非住宅部分の全体について、次に掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)

から(ｷ)までに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの  

１件 ９６，０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２，０００

平方メートル未満のもの １件 １６

３，０００円 

(ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０

００平方メートル未満のもの １件  

２７１，０００円 

(ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，

０００平方メートル未満のもの １件 

 ３４７，０００円 

(ｵ) １０，０００平方メートル以上２

５，０００平方メートル未満のもの  

１件 ４２４，０００円 

(ｶ) ２５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満のもの  

１件 ４９２，０００円 

(ｷ) ５０，０００平方メートル以上のも

の １件 ６５６，０００円 

エ 当該認定申請のあった新築等計画の対

象に非住宅部分が含まれる場合（ウに該

当する場合を除く。） 当該非住宅部分の

全体について、次に掲げる床面積の合計

の区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｷ)まで

に定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの  

１件 ２４４，０００円 

工場等部分が含まれる場合 当該工場等

部分の全体について、イ(ｱ)から(ｶ)まで

に掲げる床面積の合計の区分に応じ、そ

れぞれイ(ｱ)から(ｶ)までに定める額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 当該申請のあった新築等計画の対象に

非住宅部分が含まれる場合 当該非住宅

部分の全体について、次に掲げる床面積

の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)から

(ｶ)までに定める額 

 

(ｱ) ３００平方メートル以内のもの  

１件 ２７２，０００円 
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(ｲ) ３００平方メートル以上２，０００

平方メートル未満のもの １件 ３９

７，０００円 

(ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０

００平方メートル未満のもの １件  

５７５，０００円 

(ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，

０００平方メートル未満のもの １件 

 ７０３，０００円 

(ｵ) １０，０００平方メートル以上２

５，０００平方メートル未満のもの  

１件 ８３９，０００円 

(ｶ) ２５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満のもの  

１件 ９５３，０００円 

(ｷ) ５０，０００平方メートル以上のも

の １件 １，２０９，０００円 

(69) 低炭素化促進法第５５条第１項の規定

に基づく新築等計画の変更（アからウまで、

次号ア及びイ、第７０号アからエまで、第

７０号の２、第７０号の３アからウまで並

びに第７１号において「計画変更」という。）

の認定の申請（アからウまで、次号及び第

７０号において「変更認定申請」という。）

（申請書に規則で定める書面が添付されて

いるものに限る。アからウまでにおいて同

じ。）に対する審査 次に掲げる区分に応

じ、それぞれアからウまでに定める額（イ

及びウに該当するときは、イ及びウに定め

る額の合計額） 

 

 

ア 当該変更認定申請のあった計画変更が

一戸建ての住宅に係るものである場合  

当該一戸建ての住宅の計画変更に係る部

分の全体について、第６７号ア(ｱ)又は

(ｲ)に掲げる床面積の合計の区分に応じ、

それぞれ同号ア(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

(ｲ) ３００平方メートルを超え２，００

０平方メートル以内のもの １件 ４

３６，０００円 

(ｳ) ２，０００平方メートルを超え５，

０００平方メートル以内のもの １件 

 ６３１，０００円 

(ｴ) ５，０００平方メートルを超え１

０，０００平方メートル以内のもの  

１件 ７６９，０００円 

(ｵ) １０，０００平方メートルを超え２

５，０００平方メートル以内のもの  

１件 ９１５，０００円 

(ｶ) ２５，０００平方メートルを超える

もの １件 １，０６９，０００円 

 

 

  

(69) 低炭素化促進法第５５条第１項の規定

に基づく新築等計画の変更（以下この号か

ら第７１号までにおいて「計画変更」とい

う。）の認定の申請（申請書に、登録住宅

性能評価機関（イからエまでのいずれかに

該当する場合にあっては、指定確認検査機

関であるものに限る。）又は登録建築物調

査機関が、変更後の新築等計画が低炭素建

築物基準に適合することを確認した旨を証

する書面その他規則で定める書面が添付さ

れているものに限る。）に対する審査 次

に掲げる区分に応じ、それぞれアからエま

でに定める額（アからエまでのうち２以上

に該当するときは、その該当するものに定

める額の合計額） 

ア 当該申請のあった計画変更が一戸建て

の住宅に係るものである場合又は当該計

画変更の対象に住戸部分が含まれる場合 

 当該住戸部分等の計画変更に係る部分

の全体について、第６７号ア(ｱ)から(ｹ)

までに掲げる床面積の合計の区分に応

95



 

 

イ 当該変更認定申請のあった計画変更の

対象に共同住宅等部分が含まれる場合  

当該共同住宅等部分の計画変更に係る部

分の全体について、第６７号イ(ｱ)から

(ｷ)までに掲げる床面積の合計の区分に

応じ、それぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)までに

定める額 

ウ 当該変更認定申請のあった計画変更の

対象に非住宅部分が含まれる場合 当該

非住宅部分の計画変更に係る部分の全体

について、第６７号ウ(ｱ)から(ｷ)までに

掲げる床面積の合計の区分に応じ、それ

ぞれ同号ウ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

  削る 

 

 

 

 

 

(69)の２ 変更認定申請（申請書に対象設計住

宅性能評価書の写しが添付されているもの

に限る。ア及びイにおいて同じ。）に対する

審査 次に掲げる区分に応じ、それぞれア

又はイに定める額 

ア 当該変更認定申請のあった計画変更が

一戸建ての住宅に係るものである場合  

当該一戸建ての住宅の計画変更に係る部

分の全体について、第６７号の２ア(ｱ)

又は(ｲ)に掲げる床面積の合計の区分に

応じ、それぞれ同号ア(ｱ)又は(ｲ)に定め

る額 

イ 当該変更認定申請のあった計画変更の

対象に共同住宅等部分が含まれる場合  

当該共同住宅等部分の計画変更に係る部

分の全体について、第６７号の２イ(ｱ)

から(ｷ)までに掲げる床面積の合計の区

じ、それぞれ同号ア(ｱ)から(ｹ)までに定

める額 

イ 当該申請のあった計画変更の対象に共

用部分が含まれる場合 当該共用部分の

計画変更に係る部分の全体について、第

６７号イ(ｱ)から(ｶ)までに掲げる床面積

の合計の区分に応じ、それぞれ同号イ(ｱ)

から(ｶ)までに定める額 

 

ウ 当該申請のあった計画変更の対象に工

場等部分が含まれる場合 当該工場等部

分の計画変更に係る部分の全体につい

て、第６７号イ(ｱ)から(ｶ)までに掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同

号イ(ｱ)から(ｶ)までに定める額 

エ 当該申請のあった計画変更の対象に非

住宅部分が含まれる場合 当該非住宅部

分の計画変更に係る部分の全体につい

て、第６７号イ(ｱ)から(ｶ)までに掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同

号イ(ｱ)から(ｶ)までに定める額 
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分に応じ、それぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)ま

でに定める額 

(70) 変更認定申請に対する審査（前２号の

いずれかに該当するものを除く。） 次に掲

げる区分に応じ、それぞれアからエまでに

定める額（イ及びウ又はイ及びエに該当す

るときは、それぞれイ及びウ又はイ及びエ

に定める額の合計額） 

ア 当該変更認定申請のあった計画変更が

一戸建ての住宅に係るものである場合  

当該一戸建ての住宅の計画変更に係る部

分の全体について、第６８号ア(ｱ)又は

(ｲ)に掲げる床面積の合計の区分に応じ、

それぞれ同号ア(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

 

 

イ 当該変更認定申請のあった計画変更の

対象に共同住宅等部分が含まれる場合  

当該共同住宅等部分の計画変更に係る部

分の全体について、第６８号イ(ｱ)から

(ｷ)までに掲げる床面積の合計の区分に

応じ、それぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)までに

定める額 

ウ 当該変更認定申請のあった計画変更の

対象に非住宅部分が含まれる場合（当該

変更認定申請が、当該非住宅部分の計画

変更に係る部分の全体について市長が別

に定める簡易な方法により低炭素建築物

基準に適合しているかどうかを審査する

ことを求めるものである場合に限る。）  

当該非住宅部分の計画変更に係る部分の

全体について、第６８号ウ(ｱ)から(ｷ)ま

でに掲げる床面積の合計の区分に応じ、

それぞれ同号ウ(ｱ)から(ｷ)までに定める

額 

エ 当該変更認定申請のあった計画変更の

対象に非住宅部分が含まれる場合（ウに

該当する場合を除く。） 当該非住宅部分

 

 

(70) 計画変更の認定の申請（前号に該当す

るものを除く。）に対する審査 次に掲げ

る区分に応じ、それぞれアからエまでに定

める額（アからエまでのうち２以上に該当

するときは、その該当するものに定める額

の合計額） 

ア 当該申請のあった計画変更が一戸建て

の住宅に係るものである場合又は当該計

画変更の対象に住戸部分が含まれる場合 

 当該住戸部分等の計画変更に係る部分

の全体について、第６８号ア(ｱ)から(ｹ)

までに掲げる床面積の合計の区分に応

じ、それぞれ同号ア(ｱ)から(ｹ)までに定

める額 

イ 当該申請のあった計画変更の対象に共

用部分が含まれる場合 当該共用部分の

計画変更に係る部分の全体について、第

６８号イ(ｱ)から(ｶ)までに掲げる床面積

の合計の区分に応じ、それぞれ同号イ(ｱ)

から(ｶ)までに定める額 

 

ウ 当該申請のあった計画変更の対象に工

場等部分が含まれる場合 当該工場等部

分の計画変更に係る部分の全体につい

て、第６８号イ(ｱ)から(ｶ)までに掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同

号イ(ｱ)から(ｶ)までに定める額 

 

 

 

 

 

 

エ 当該申請のあった計画変更の対象に非

住宅部分が含まれる場合 当該非住宅部

分の計画変更に係る部分の全体につい
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の計画変更に係る部分の全体について、

第６８号エ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面

積の合計の区分に応じ、それぞれ同号エ

(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

(70)の２ 都市の低炭素化の促進に関する法

律施行規則（平成２４年国土交通省令第８

６号）第４６条の２の規定に基づく計画変

更が同令第４４条第２号に該当しているこ

とを証する書面（ア及びイ並びに次号アか

らウまでにおいて「軽微変更該当証明書」

という。）の交付の請求（ア及びイ並びに次

号において「交付請求」という。）（請求書

に規則で定める書面が添付されているもの

に限る。ア及びイにおいて同じ。）に対する

審査 次に掲げる区分に応じ、それぞれア

又はイに定める額（ア及びイに該当すると

きは、ア及びイに定める額の合計額） 

ア 当該交付請求のあった軽微変更該当証

明書に係る計画変更の対象に共同住宅等

部分が含まれる場合 当該共同住宅等部

分の計画変更に係る部分の全体につい

て、第６７号イ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同

号イ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

イ 当該交付請求のあった軽微変更該当証

明書に係る計画変更の対象に非住宅部分

が含まれる場合 当該非住宅部分の計画

変更に係る部分の全体について、第６７

号ウ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ同号ウ(ｱ)から

(ｷ)までに定める額 

(70)の３ 交付請求に対する審査（前号に該当

するものを除く。） 次に掲げる区分に応

じ、それぞれアからウまでに定める額（ア

及びイ又はア及びウに該当するときは、そ

れぞれア及びイ又はア及びウに定める額の

合計額） 

ア 当該交付請求のあった軽微変更該当証

て、第６８号エ(ｱ)から(ｶ)までに掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同

号エ(ｱ)から(ｶ)までに定める額 
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明書に係る計画変更の対象に共同住宅等

部分が含まれる場合 当該共同住宅等部

分の計画変更に係る部分の全体につい

て、第６８号イ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同

号イ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

イ 当該交付請求のあった軽微変更該当証

明書に係る計画変更の対象に非住宅部分

が含まれる場合（当該軽微変更該当証明

書が、当該非住宅部分の計画変更に係る

部分の全体について市長が別に定める簡

易な方法により低炭素建築物基準に適合

していることを証する書面である場合に

限る。） 当該非住宅部分の計画変更に係

る部分の全体について、第６８号ウ(ｱ)

から(ｷ)までに掲げる床面積の合計の区

分に応じ、それぞれ同号ウ(ｱ)から(ｷ)ま

でに定める額 

ウ 当該交付請求のあった軽微変更該当証

明書に係る計画変更の対象に非住宅部分

が含まれる場合（イに該当する場合を除

く。） 当該非住宅部分の計画変更に係る

部分の全体について、第６８号エ(ｱ)から

(ｷ)までに掲げる床面積の合計の区分に

応じ、それぞれ同号エ(ｱ)から(ｷ)までに

定める額 

(71) 低炭素化促進法第５４条第２項（低炭

素化促進法第５５条第２項において準用す

る場合を含む。）の規定による申出を行う

場合における審査 第６７号から第７０号

までに定める額に、第１号に定める額に相

当する額（当該申出のあった新築等計画又

は計画変更に、建築基準法第８７条の２に

規定する建築設備に係る部分が含まれる場

合にあっては第２号に定める額に相当する

額を、同法第８８条第１項に規定する工作

物に係る部分が含まれる場合にあっては第

３号に定める額に相当する額を、当該第１

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(71) 低炭素化促進法第５４条第２項（低炭

素化促進法第５５条第２項において準用す

る場合を含む。）の規定による申出を行う

場合における審査 第６７号から前号まで

に定める額に、第１号に定める額に相当す

る額（当該申出と併せて行う第６７号から

前号までの認定の申請に係る新築等計画又

は計画変更に、建築基準法第８７条の２に

規定する建築設備に係る部分が含まれる場

合にあっては第２号に定める額に相当する

額を、同法第８８条第１項に規定する工作

物に係る部分が含まれる場合にあっては第
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号に定める額に相当する額に加えて得た

額）を加算して得た額 

 

(71)の２ 建築物省エネ法第１２条第１項又

は第１３条第２項の規定に基づく建築物省

エネ法第１２条第１項に規定する建築物エ

ネルギー消費性能確保計画（ア及びイ、次

号並びに第７１号の４ア及びイにおいて

「確保計画」という。）に係る省エネ判定の

申請に対する審査 次に掲げる区分に応

じ、それぞれア又はイに定める額 

ア 当該申請のあった省エネ判定が、当該

省エネ判定に係る確保計画に係る非住宅

部分（建築物省エネ法第１１条第１項に

規定する非住宅部分をいう。以下この号、

次号ア及びイ、第７１号の４ア及びイ、

第７２号ア及びウ、第７３号ウ及びエ、

第７４号ウ、第７５号ウ及びエ、第７５

号の２イ、第７５号の３イ及びウ、第７

７号ウ並びに第７８号オ及びカにおいて

同じ。）の全体について建築物エネルギー

消費性能基準等を定める省令（平成２８

年経済産業省令・国土交通省令第１号。

第７３号ウ及び第７８号アにおいて「基

準省令」という。）第１条第１項第１号ロ

に掲げる基準（次号ア、第７１号の４ア

及び第７８号オにおいて「モデル建物法

基準」という。）に適合するかどうかを判

定するものである場合 当該非住宅部分

の全体について、次に掲げる床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｵ)ま

でに定める額 

(ｱ) ２，０００平方メートル以上５，０

００平方メートル未満のもの １件  

２６４，０００円 

(ｲ) ５，０００平方メートル以上１０，

０００平方メートル未満のもの １件 

 ３３９，０００円 

３号に定める額に相当する額を、当該第１

号に定める額に相当する額に加えて得た

額）を加算して得た額 
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(ｳ) １０，０００平方メートル以上２

５，０００平方メートル未満のもの  

１件 ４１５，０００円 

(ｴ) ２５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満のもの  

１件 ４８２，０００円 

(ｵ) ５０，０００平方メートル以上のも

の １件 ６４４，０００円 

イ アに該当する場合以外の場合 当該申

請のあった省エネ判定に係る確保計画に

係る非住宅部分の全体について、次に掲

げる床面積の合計の区分に応じ、それぞ

れ(ｱ)から(ｵ)までに定める額 

(ｱ) ２，０００平方メートル以上５，０

００平方メートル未満のもの １件  

５６３，０００円 

(ｲ) ５，０００平方メートル以上１０，

０００平方メートル未満のもの １件 

 ６８９，０００円 

(ｳ) １０，０００平方メートル以上２

５，０００平方メートル未満のもの  

１件 ８２３，０００円 

(ｴ) ２５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満のもの  

１件 ９３５，０００円 

(ｵ) ５０，０００平方メートル以上のも

の １件 １，１８７，０００円 

(71)の３ 確保計画の変更（以下この号及び次

号において「計画変更」という。）があった

場合における建築物省エネ法第１２条第２

項後段又は第１３条第３項後段の規定に基

づく当該計画変更後の確保計画に係る省エ

ネ判定の申請に対する審査 次に掲げる区

分に応じ、それぞれア又はイに定める額 

ア 当該申請のあった省エネ判定が、当該

省エネ判定に係る計画変更後の確保計画

に係る非住宅部分の全体についてモデル

建物法基準に適合するかどうかを判定す
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るものである場合 当該非住宅部分の計

画変更に係る部分の全体について、次に

掲げる床面積の合計の区分に応じ、それ

ぞれ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの  

１件 ９３，０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２，０００

平方メートル未満のもの １件 １５

８，０００円 

(ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０

００平方メートル未満のもの １件  

２６４，０００円 

(ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，

０００平方メートル未満のもの １件 

 ３３９，０００円 

(ｵ) １０，０００平方メートル以上２

５，０００平方メートル未満のもの  

１件 ４１５，０００円 

(ｶ) ２５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満のもの  

１件 ４８２，０００円 

(ｷ) ５０，０００平方メートル以上のも

の １件 ６４４，０００円 

イ アに該当する場合以外の場合 当該申

請のあった省エネ判定に係る計画変更後

の確保計画に係る非住宅部分の計画変更

に係る部分の全体について、次に掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)

から(ｷ)までに定める額 

(ｱ) ３００平方メートル未満のもの  

１件 ２３８，０００円 

(ｲ) ３００平方メートル以上２，０００

平方メートル未満のもの １件 ３８

８，０００円 

(ｳ) ２，０００平方メートル以上５，０

００平方メートル未満のもの １件  

５６３，０００円 

(ｴ) ５，０００平方メートル以上１０，
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０００平方メートル未満のもの １件 

 ６８９，０００円 

(ｵ) １０，０００平方メートル以上２

５，０００平方メートル未満のもの  

１件 ８２３，０００円 

(ｶ) ２５，０００平方メートル以上５

０，０００平方メートル未満のもの  

１件 ９３５，０００円 

(ｷ) ５０，０００平方メートル以上のも

の １件 １，１８７，０００円 

(71)の４ 計画変更があった場合における建

築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律施行規則（平成２８年国土交通省令第

５号。以下「建築物省エネ法施行規則」と

いう。）第１１条の規定に基づく当該計画変

更が建築物省エネ法施行規則第３条に規定

する軽微な変更に該当していることを証す

る書面の交付の請求 次に掲げる区分に応

じ、それぞれア又はイに定める額 

ア 当該請求のあった書面が、当該書面に

係る計画変更後の確保計画に係る非住宅

部分の計画変更に係る部分の全体につい

てモデル建物法基準に適合していること

を証する書面である場合 当該非住宅部

分の計画変更に係る部分の全体につい

て、前号ア(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面

積の合計の区分に応じ、それぞれ同号ア

(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

イ アに該当する場合以外の場合 当該請

求のあった書面に係る計画変更後の確保

計画に係る非住宅部分の計画変更に係る

部分の全体について、前号イ(ｱ)から(ｷ)

までに掲げる床面積の合計の区分に応

じ、それぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)までに定

める額 

(72) 建築物省エネ法第２９条第１項の規定

に基づく建築物エネルギー消費性能向上計

画（アからウまで、次号アからエまで、第

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(72) 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律（平成２７年法律第５３号。以

下「建築物省エネ法」という。）第２９条
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７４号及び第７６号において「性能向上計

画」という。）の認定の申請（アからウまで

及び次号において「認定申請」という。）（申

請書に規則で定める書面が添付されている

ものに限る。アからウまでにおいて同じ。）

に対する審査 次に掲げる区分に応じ、そ

れぞれアからウまでに定める額（イ及びウ

に該当するときは、イ及びウに定める額の

合計額） 

 

 

 

 

 

 

ア 当該認定申請のあった性能向上計画が

一戸建ての住宅（非住宅部分が含まれな

いものに限る。以下ア及びイ、次号ア、

第７４号ア、第７５号ア、第７７号ア並

びに第７８号ア及びイにおいて同じ。）に

係るものである場合 当該一戸建ての住

宅の全体について、次に掲げる床面積の

合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)又は(ｲ)

に定める額 

(ｱ)～(ｲ) 略 

イ 当該認定申請のあった性能向上計画の

対象に共同住宅等部分（一戸建ての住宅

以外の建築物の住宅部分（建築物省エネ

法第１１条第１項に規定する住宅部分を

いう。）をいう。以下イ、次号イ、第７４

号イ、第７５号イ、第７５号の２ア、第

７５号の３ア、第７７号イ並びに第７８

号ウ及びエにおいて同じ。）が含まれる場

合 当該共同住宅等部分の全体につい

て、次に掲げる床面積の合計の区分に応

じ、それぞれ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

(ｱ)～(ｷ) 略 

ウ 当該認定申請のあった性能向上計画の

第１項の規定に基づく建築物エネルギー消

費性能向上計画（以下この号から第７４号

まで及び第７６号において「性能向上計画」

という。）の認定の申請（申請書に、登録

住宅性能評価機関又は登録建築物調査機関

（ウに該当する場合にあっては、登録建築

物調査機関に限る。）が、性能向上計画が

建築物省エネ法第３０条第１項第１号に掲

げる基準（第７４号において「誘導基準」

という。）に適合することを確認した旨を

証する書面その他規則で定める書面が添付

されているものに限る。）に対する審査 次

に掲げる区分に応じ、それぞれアからウま

でに定める額（イ及びウに該当するときは、

イ及びウに定める額の合計額） 

ア 当該申請のあった性能向上計画が一戸

建ての住宅に係るものである場合 当該

一戸建ての住宅の全体について、次に掲

げる床面積の合計の区分に応じ、それぞ

れ(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

 

 

 

 

(ｱ)～(ｲ) 略 

イ 当該申請のあった性能向上計画の対象

に共同住宅等部分（一戸建ての住宅以外

の建築物の住宅部分（建築物省エネ法第

１１条第１項に規定する住宅部分をい

う。）をいう。以下イ、次号イ、第７４

号イ、第７５号イ、第７７号イ並びに第

７８号ウ及びエにおいて同じ。）が含ま

れる場合 当該共同住宅等部分の全体に

ついて、次に掲げる床面積の合計の区分

に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｷ)までに定め

る額 

(ｱ)～(ｷ) 略 

ウ 当該申請のあった性能向上計画の対象
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対象に非住宅部分が含まれる場合 当該

非住宅部分の全体について、次に掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)

から(ｷ)までに定める額 

 

 

 

 

(ｱ)～(ｷ) 略 

(73) 認定申請に対する審査（前号に該当す

るものを除く。） 次に掲げる区分に応じ、

それぞれアからエまでに定める額（イから

エまでのうち２以上に該当するときは、そ

の該当するものに定める額の合計額） 

 

ア 当該認定申請のあった性能向上計画が

一戸建ての住宅に係るものである場合  

当該一戸建ての住宅の全体について、次

に掲げる床面積の合計の区分に応じ、そ

れぞれ(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

(ｱ)～(ｲ) 略 

イ 当該認定申請のあった性能向上計画の

対象に共同住宅等部分が含まれる場合  

当該共同住宅等部分の全体について、次

に掲げる床面積の合計の区分に応じ、そ

れぞれ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

(ｱ)～(ｷ) 略 

ウ 当該認定申請のあった性能向上計画の

対象に非住宅部分が含まれる場合（当該

申請が、当該非住宅部分の全体について

基準省令第１０条第１号イ 及びロ に

掲げる基準（第７５号ウ及び第７５号の

３イにおいて「モデル建物法誘導基準」

という。）に適合している旨の認定に係る

ものである場合に限る。） 当該非住宅部

分の全体について、次に掲げる床面積の

合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｷ)

までに定める額 

に非住宅部分（建築物省エネ法第１１条

第１項に規定する非住宅部分をいう。以

下ウ、次号ウ及びエ、第７４号ウ、第７

５号ウ及びエ、第７７号ウ並びに第７８

号オ及びカにおいて同じ。）が含まれる

場合 当該非住宅部分の全体について、

次に掲げる床面積の合計の区分に応じ、

それぞれ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

(ｱ)～(ｷ) 略 

(73) 性能向上計画の認定の申請（前号に該

当するものを除く。）に対する審査 次に

掲げる区分に応じ、それぞれアからエまで

に定める額（イからエまでのうち２以上に

該当するときは、その該当するものに定め

る額の合計額） 

ア 当該申請のあった性能向上計画が一戸

建ての住宅に係るものである場合 当該

一戸建ての住宅の全体について、次に掲

げる床面積の合計の区分に応じ、それぞ

れ(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

(ｱ)～(ｲ) 略 

イ 当該申請のあった性能向上計画の対象

に共同住宅等部分が含まれる場合 当該

共同住宅等部分の全体について、次に掲

げる床面積の合計の区分に応じ、それぞ

れ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

(ｱ)～(ｷ) 略 

ウ 当該申請のあった性能向上計画の対象

に非住宅部分が含まれる場合（当該申請

が、当該非住宅部分の全体について建築

物エネルギー消費性能基準等を定める省

令（平成２８年経済産業省令・国土交通

省令第１号。第７８号ア及びオにおいて

「基準省令」という。）第８条第１号イ

 及び口 に掲げる基準（第７５号ウに

おいて「モデル建物法誘導基準」という。）

に適合している旨の認定に係るものであ

る場合に限る。） 当該非住宅部分の全
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(ｱ)～(ｷ) 略 

エ 当該認定申請のあった性能向上計画の

対象に非住宅部分が含まれる場合(ウに

該当する場合を除く。) 当該非住宅部分

の全体について、次に掲げる床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｷ)ま

でに定める額 

   (ｱ)～(ｷ) 略 

(74) 建築物省エネ法第３１条第１項の規定

に基づく性能向上計画の変更（アからウま

で、次号アからエまで、第７５号の２、第

７５号の３アからウまで及び第７６号にお

いて「計画変更」という。）の認定の申請（ア

からウまで及び次号において「変更認定申

請」という。）（申請書に規則で定める書面

が添付されているものに限る。アからウま

でにおいて同じ。）に対する審査 次に掲げ

る区分に応じ、それぞれアからウまでに定

める額（イ及びウに該当するときは、イ及

びウに定める額の合計額） 

 

ア 当該変更認定申請のあった計画変更が

一戸建ての住宅に係るものである場合  

当該一戸建ての住宅の計画変更に係る部

分の全体について、第７２号ア(ｱ)又は

(ｲ)に掲げる床面積の合計の区分に応じ、

それぞれ同号ア(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

イ 当該変更認定申請のあった計画変更の

対象に共同住宅等部分が含まれる場合  

当該共同住宅等部分の計画変更に係る部

分の全体について、第７２号イ(ｱ)から

(ｷ)までに掲げる床面積の合計の区分に

応じ、それぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)までに

定める額 

ウ 当該変更認定申請のあった計画変更の

体について、次に掲げる床面積の合計の

区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｷ)までに

定める額 

(ｱ)～(ｷ) 略 

エ 当該申請のあった性能向上計画の対象

に非住宅部分が含まれる場合（ウに該当

する場合を除く。） 当該非住宅部分の

全体について、次に掲げる床面積の合計

の区分に応じ、それぞれ(ｱ)から(ｷ)まで

に定める額 

   (ｱ)～(ｷ) 略 

(74) 建築物省エネ法第３１条第１項の規定

に基づく性能向上計画の変更（以下この号

から第７６号までにおいて「計画変更」と

いう。）の認定の申請（申請書に、登録住

宅性能評価機関又は登録建築物調査機関

（ウに該当する場合にあっては、登録建築

物調査機関に限る。）が、変更後の性能向

上計画が誘導基準に適合することを確認し

た旨を証する書面その他規則で定める書面

が添付されているものに限る。）に対する

審査 次に掲げる区分に応じ、それぞれア

からウまでに定める額（イ及びウに該当す

るときは、イ及びウに定める額の合計額） 

ア 当該申請のあった計画変更が一戸建て

の住宅に係るものである場合 当該一戸

建ての住宅の計画変更に係る部分の全体

について、第７２号ア(ｱ)又は(ｲ)に掲げ

る床面積の合計の区分に応じ、それぞれ

同号ア(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

イ 当該申請のあった計画変更の対象に共

同住宅等部分が含まれる場合 当該共同

住宅等部分の計画変更に係る部分の全体

について、第７２号イ(ｱ)から(ｷ)までに

掲げる床面積の合計の区分に応じ、それ

ぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

 

ウ 当該申請のあった計画変更の対象に非
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対象に非住宅部分が含まれる場合 当該

非住宅部分の計画変更に係る部分の全体

について、第７２号ウ(ｱ)から(ｷ)までに

掲げる床面積の合計の区分に応じ、それ

ぞれ同号ウ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

(75) 変更認定申請に対する審査（前号に該

当するものを除く。） 次に掲げる区分に応

じ、それぞれアからエまでに定める額(イ及

びウ又はイ及びエに該当するときは、それ

ぞれイ及びウ又はイ及びエに定める額の合

計額) 

ア 当該変更認定申請のあった計画変更が

一戸建ての住宅に係るものである場合  

当該一戸建ての住宅の計画変更に係る部

分の全体について、第７３号ア(ｱ)又は

(ｲ)に掲げる床面積の合計の区分に応じ、

それぞれ同号ア(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

イ 当該変更認定申請のあった計画変更の

対象に共同住宅等部分が含まれる場合  

当該共同住宅等部分の計画変更に係る部

分の全体について、第７３号イ(ｱ)から

(ｷ)までに掲げる床面積の合計の区分に

応じ、それぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)までに

定める額 

ウ 当該変更認定申請のあった計画変更の

対象に非住宅部分が含まれる場合(当該

申請が、当該非住宅部分の計画変更に係

る部分の全体についてモデル建物法誘導

基準に適合している旨の認定に係るもの

である場合に限る。) 当該非住宅部分の

計画変更に係る部分の全体について、第

７３号ウ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面積

の合計の区分に応じ、それぞれ同号ウ(ｱ)

から(ｷ)までに定める額 

エ 当該変更認定申請のあった計画変更の

対象に非住宅部分が含まれる場合(ウに

該当する場合を除く。) 当該非住宅部分

の計画変更に係る部分の全体について、

住宅部分が含まれる場合 当該非住宅部

分の計画変更に係る部分の全体につい

て、第７２号ウ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同

号ウ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

(75) 計画変更の認定の申請（前号に該当す

るものを除く。）に対する審査 次に掲げ

る区分に応じ、それぞれアからエまでに定

める額（イからエまでのうち２以上に該当

するときは、その該当するものに定める額

の合計額） 

ア 当該申請のあった計画変更が一戸建て

の住宅に係るものである場合 当該一戸

建ての住宅の計画変更に係る部分の全体

について、第７３号ア(ｱ)又は(ｲ)に掲げ

る床面積の合計の区分に応じ、それぞれ

同号ア(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

イ 当該申請のあった計画変更の対象に共

同住宅等部分が含まれる場合 当該共同

住宅等部分の計画変更に係る部分の全体

について、第７３号イ(ｱ)から(ｷ)までに

掲げる床面積の合計の区分に応じ、それ

ぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

 

ウ 当該申請のあった計画変更の対象に非

住宅部分が含まれる場合（当該申請が、

当該非住宅部分の計画変更に係る部分の

全体についてモデル建物法誘導基準に適

合している旨の認定に係るものである場

合に限る。） 当該非住宅部分の計画変

更に係る部分の全体について、第７３号

ウ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面積の合計

の区分に応じ、それぞれ同号ウ(ｱ)から

(ｷ)までに定める額 

エ 当該申請のあった計画変更の対象に非

住宅部分が含まれる場合（ウに該当する

場合を除く。） 当該非住宅部分の計画

変更に係る部分の全体について、第７３
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第７３号エ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面

積の合計の区分に応じ、それぞれ同号エ

(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

(75)の２ 建築物省エネ法施行規則第２９条

の規定に基づく計画変更が建築物省エネ法

施行規則第２６条第２号に該当しているこ

とを証する書面（ア及びイ並びに次号アか

らウまでにおいて「軽微変更該当証明書」

という。）の交付の請求（ア及びイ並びに同

号において「交付請求」という。）（請求書

に規則で定める書面が添付されているもの

に限る。ア及びイにおいて同じ。）に対する

審査 次に掲げる区分に応じ、それぞれア

又はイに定める額（ア及びイに該当すると

きは、ア及びイに定める額の合計額） 

ア 当該交付請求のあった軽微変更該当証

明書に係る計画変更の対象に共同住宅等

部分が含まれる場合 当該共同住宅等部

分の計画変更に係る部分の全体につい

て、第７２号イ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同

号イ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

イ 当該交付請求のあった軽微変更該当証

明書に係る計画変更の対象に非住宅部分

が含まれる場合 当該非住宅部分の計画

変更に係る部分の全体について、第７２

号ウ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ同号ウ(ｱ)から

(ｷ)までに定める額 

(75)の３ 交付請求に対する審査（前号に該

当するものを除く。） 次に掲げる区分に応

じ、それぞれアからウまでに定める額（ア

及びイ又はア及びウに該当するときは、そ

れぞれア及びイ又はア及びウに定める額の

合計額） 

ア 当該交付請求のあった軽微変更該当証

明書に係る計画変更の対象に共同住宅等

部分が含まれる場合 当該共同住宅等部

号エ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ同号エ(ｱ)から

(ｷ)までに定める額 
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分の計画変更に係る部分の全体につい

て、第７３号イ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同

号イ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

イ 当該交付請求のあった軽微変更該当証

明書に係る計画変更の対象に非住宅部分

が含まれる場合（当該軽微変更該当証明

書が、当該非住宅部分の計画変更に係る

部分の全体についてモデル建物法誘導基

準に適合していることを証する書面であ

る場合に限る。） 当該非住宅部分の計画

変更に係る部分の全体について、第７３

号ウ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ同号ウ(ｱ)から

(ｷ)までに定める額 

ウ 当該交付請求のあった軽微変更該当証

明書に係る計画変更の対象に非住宅部分

が含まれる場合（イに該当する場合を除

く。） 当該非住宅部分の計画変更に係る

部分の全体について、第７３号エ(ｱ)から

(ｷ)までに掲げる床面積の合計の区分に

応じ、それぞれ同号エ(ｱ)から(ｷ)までに

定める額 

(76) 建築物省エネ法第３０条第２項（建築

物省エネ法第３１条第２項において準用す

る場合を含む。）の規定による申出を行う場

合における審査 第７２号から第７５号ま

でに定める額に、第１号に定める額に相当

する額（当該申出のあった性能向上計画又

は計画変更に、建築基準法第８７条の２に

規定する建築設備に係る部分が含まれる場

合にあっては第２号に定める額に相当する

額を、同法第８８条第１項に規定する工作

物に係る部分が含まれる場合にあっては第

３号に定める額に相当する額を、当該第１

号に定める額に相当する額に加えて得た

額）を加算して得た額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(76) 建築物省エネ法第３０条第２項（建築

物省エネ法第３１条第２項において準用す

る場合を含む。）の規定による申出を行う

場合における審査 第７２号から前号まで

に定める額に、第１号に定める額に相当す

る額（当該申出と併せて行う第７２号から

前号までの認定の申請に係る性能向上計画

又は計画変更に、建築基準法第８７条の２

に規定する建築設備に係る部分が含まれる

場合にあっては第２号に定める額に相当す

る額を、同法第８８条第１項に規定する工

作物に係る部分が含まれる場合にあっては

第３号に定める額に相当する額を、当該第

１号に定める額に相当する額に加えて得た

額）を加算して得た額 
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(77) 建築物省エネ法第３６条第１項の規定

に基づく建築物エネルギー消費性能基準に

適合している旨の認定（次号ア、ウ及びオ

において「基準適合認定」という。）の申請

（アからウまで及び次号において「認定申

請」という。）（申請書に規則で定める書面

が添付されているものに限る。アからウま

でにおいて同じ。）に対する審査 次に掲げ

る区分に応じ、それぞれアからウまでに定

める額（イ及びウに該当するときは、イ及

びウに定める額の合計額） 

 

 

 

 

ア 当該認定申請のあった建築物が一戸建

ての住宅である場合 当該一戸建ての住

宅の全体について、第７２号ア(ｱ)又は

(ｲ)に掲げる床面積の合計の区分に応じ、

それぞれ同号ア(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

イ 当該認定申請のあった建築物に共同住

宅等部分が含まれる場合 当該共同住宅

等部分の全体について、第７２号イ(ｱ)

から(ｷ)までに掲げる床面積の合計の区

分に応じ、それぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)ま

でに定める額 

ウ 当該認定申請のあった建築物に非住宅

部分が含まれる場合 当該非住宅部分の

全体について、第７２号ウ(ｱ)から(ｷ)ま

でに掲げる床面積の合計の区分に応じ、

それぞれ同号ウ(ｱ)から(ｷ)までに定める

額 

(78) 認定申請に対する審査（前号に該当す

るものを除く。） 次に掲げる区分に応じ、

それぞれアからカまでに定める額（ウから

カまでのうち２以上に該当するときは、そ

の該当するものに定める額の合計額) 

 

(77) 建築物省エネ法第３６条第１項の規定

に基づく建築物エネルギー消費性能基準に

適合している旨の認定（次号において「基

準適合認定」という。）の申請（申請書に、

登録住宅性能評価機関又は登録建築物調査

機関（ウに該当する場合にあっては、登録

建築物調査機関に限る。）が、当該申請に

係る建築物が建築物省エネ法第２条第３号

に規定する建築物エネルギー消費性能基準

に適合することを確認した旨を証する書面

その他規則で定める書面が添付されている

ものに限る。）に対する審査 次に掲げる

区分に応じ、それぞれアからウまでに定め

る額（イ及びウに該当するときは、イ及び

ウに定める額の合計額） 

ア 当該申請のあった建築物が一戸建ての

住宅である場合 当該一戸建ての住宅の

全体について、第７２号ア(ｱ)又は(ｲ)に

掲げる床面積の合計の区分に応じ、それ

ぞれ同号ア（(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

イ 当該申請のあった建築物に共同住宅等

部分が含まれる場合 当該共同住宅等部

分の全体について、第７２号イ(ｱ)から

(ｷ)までに掲げる床面積の合計の区分に

応じ、それぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)までに

定める額 

ウ 当該申請のあった建築物に非住宅部分

が含まれる場合 当該非住宅部分の全体

について、第７２号ウ(ｱ)から(ｷ)までに

掲げる床面積の合計の区分に応じ、それ

ぞれ同号ウ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

 

(78) 基準適合認定の申請（前号に該当する

ものを除く。）に対する審査 次に掲げる

区分に応じ、それぞれアからカまでに定め

る額（ウからカまでのうち２以上に該当す

るときは、その該当するものに定める額の

合計額） 
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ア 当該認定申請のあった建築物が一戸建

ての住宅である場合（当該申請が、当該

一戸建ての住宅の全体について基準省令

第１条第１項第２号イ 及びロ に掲げ

る基準（ウにおいて「仕様基準」という。）

に適合している旨の基準適合認定に係る

ものである場合に限る。） 当該一戸建て

の住宅の全体について、次に掲げる床面

積の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)又は

(ｲ)に定める額 

   (ｱ)～(ｲ) 略 

  イ 当該認定申請のあった建築物が一戸建

ての住宅である場合（アに該当する場合

を除く。） 当該一戸建ての住宅の全体に

ついて、第７３号ア(ｱ)又は(ｲ)に掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同

号ア(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

  ウ 当該認定申請のあった建築物に共同住

宅等部分が含まれる場合（当該申請が、

当該共同住宅等部分の全体について仕様

基準に適合している旨の基準適合認定に

係るものである場合に限る。） 当該共同

住宅等部分の全体について、次に掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)

から(ｷ)までに定める額 

   (ｱ)～(ｷ) 略 

  エ 当該認定申請のあった建築物に共同住

宅等部分が含まれる場合（ウに該当する

場合を除く。） 当該共同住宅等部分の全

体について、第７３号イ(ｱ)から(ｷ)まで

に掲げる床面積の合計の区分に応じ、そ

れぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

  オ 当該認定申請のあった建築物に非住宅

部分が含まれる場合（当該申請が、当該

非住宅部分の全体についてモデル建物法

基準に適合している旨の基準適合認定に

係るものである場合に限る。) 当該非住

宅部分の全体について、第７３号ウ(ｱ)

ア 当該申請のあった建築物が一戸建ての

住宅である場合（当該申請が、当該一戸

建ての住宅の全体について基準省令第１

条第１項第２号イ 及びロ に掲げる基

準（ウにおいて「仕様基準」という。）

に適合している旨の基準適合認定に係る

ものである場合に限る。） 当該一戸建

ての住宅の全体について、次に掲げる床

面積の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)

又は(ｲ)に定める額 

   (ｱ)～(ｲ) 略 

イ 当該申請のあった建築物が一戸建ての

住宅である場合（アに該当する場合を除

く。） 当該一戸建ての住宅の全体につ

いて、第７３号ア(ｱ)又は(ｲ)に掲げる床

面積の合計の区分に応じ、それぞれ同号

ア(ｱ)又は(ｲ)に定める額 

ウ 当該申請のあった建築物に共同住宅等

部分が含まれる場合（当該申請が、当該

共同住宅等部分の全体について仕様基準

に適合している旨の基準適合認定に係る

ものである場合に限る。） 当該共同住

宅等部分の全体について、次に掲げる床

面積の合計の区分に応じ、それぞれ(ｱ)

から(ｷ)までに定める額 

   (ｱ)～(ｷ) 略 

エ 当該申請のあった建築物に共同住宅等

部分が含まれる場合（ウに該当する場合

を除く。） 当該共同住宅等部分の全体

について、第７３号イ(ｱ)から(ｷ)までに

掲げる床面積の合計の区分に応じ、それ

ぞれ同号イ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

オ 当該申請のあった建築物に非住宅部分

が含まれる場合（当該申請が、当該非住

宅部分の全体について基準省令第１条第

１項第１号ロに掲げる基準に適合してい

る旨の基準適合認定に係るものである場

合に限る。） 当該非住宅部分の全体に
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から(ｷ)までに掲げる床面積の合計の区

分に応じ、それぞれ同号ウ(ｱ)から(ｷ)ま

でに定める額 

カ 当該認定申請のあった建築物に非住宅

部分が含まれる場合（オに該当する場合

を除く。） 当該非住宅部分の全体につい

て、第７３号エ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる

床面積の合計の区分に応じ、それぞれ同

号エ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

２～３ 略 

第３条～第５条 略 

(手数料を徴収しない場合) 

第６条 国、地方公共団体その他規則で定める

者から第２条第１項各号に掲げる事務(同項

第１号から第３９号の３まで、第６２号及び

第６７号から第７６号までに掲げるものを除

く。)の請求があったときは、手数料を徴収し

ない。 

 

ついて、第７３号ウ(ｱ)から(ｷ)までに掲

げる床面積の合計の区分に応じ、それぞ

れ同号ウ(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

カ 当該申請のあった建築物に非住宅部分

が含まれる場合（オに該当する場合を除

く。） 当該非住宅部分の全体について、

第７３号エ(ｱ)から(ｷ)までに掲げる床面

積の合計の区分に応じ、それぞれ同号エ

(ｱ)から(ｷ)までに定める額 

２～３ 略 

第３条～第５条 略 

(手数料を徴収しない場合) 

第６条 国、地方公共団体その他規則で定める

者から第２条第１項各号に掲げる事務(同項

第１号から第３９号の２までに掲げるものを

除く。)の請求があったときは、手数料を徴収

しない。 
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（議案説明資料） 

 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第３９号 所 管 住宅管理担当 

件 名 尼崎市立尼崎稲葉荘団地の設置及び管理に関する条例について 

内       容 

１ 制定理由 

兵庫県住宅供給公社が設置した尼崎稲葉荘団地の所有権が尼崎市に移転されるこ

ととなったため、公の施設として適正に管理するにあたり必要な事項を定める条例を

制定する。 

 

２ 主な制定内容 

  設置（第２条） 

ア 本市に尼崎市立尼崎稲葉荘団地（駐車場その他の付帯施設を含む。以下「稲葉

荘団地」という。）を設置する。 

イ 稲葉荘団地の位置は、尼崎市稲葉荘２丁目とする。 

  入居者資格（第３条） 

稲葉荘団地の住宅に入居することができる者は、次の要件を備える者とする。 

ア 現にその者と同居し、又は同居しようとする親族があること。 

イ その者に係る収入（公営住宅法施行令第１条第３号の規定の例により算定され

た収入）が１５８，０００円を超えること。 

ウ 当該住宅を生活の本拠とする見込みであること。 

エ その者及び現にその者と同居し、又は同居しようとする親族が暴力団員等でな

いこと。 

  家賃及び駐車場使用料の額（第７条、第２６条） 

家賃の月額は５９，０００円、駐車場の使用料の月額は１２，０００円とする。 

  指定管理者が行う業務の範囲（第３９条） 

ア 家賃及び駐車場使用料の収納に関すること。 

イ 稲葉荘団地の維持管理に関すること。 

ウ その他市長が必要と認める業務 

 

３ 施行期日 

平成２９年４月１日 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４０号 所 管 住宅管理担当 

件 名 尼崎市営住宅等審議会条例について 

内       容 

１ 制定理由 

  本市が設置する市営住宅、改良住宅、コミュニティ住宅、再開発住宅、従前居住者

用住宅及び特定公共賃貸住宅並びに尼崎市立尼崎稲葉荘団地（以下「市営住宅等」と

いう。）の家賃や入居制度等、管理に関する重要な事項について学識経験者等の専門

的見地から調査審議する尼崎市営住宅等審議会（以下「審議会」という。）を設置す

るため条例を制定する。 

 

２ 主な制定内容 

   設置（第１条） 

   市営住宅等の管理に関する重要な事項を調査審議させるため、市長の付属機関と

して審議会を置く。 

 

（参考）主な調査審議事項 

 

  組織（第２条） 

  ア 審議会は、委員５人以内で組織する。 

  イ 委員は、学識経験者その他市長が適当と認める者のうちから市長が委嘱する。 

  ウ 委員は、市営住宅等の管理に関する重要な事項の調査審議が終了したときは、

解嘱されるものとする。 

 

３ 施行期日 

  平成２９年４月１日 

ア 立地や設備などの利便性を適切に反映した家賃設定のあり方 

イ 募集割れ空き住宅・空き店舗の入居促進策 

ウ 入居者の高齢化に伴う自治機能や防災・防犯対応力の低下への対応 

エ 駐車場の管理のあり方及び空き駐車場の利用促進策 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４１号 所 管 予防課 

件 名 尼崎市火災予防条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

違反対象物の公表については、消防法令の規定により、消防機関が命令を行った場

合に、当該違反対象物への命令内容の公示が義務付けられているが、公示に至るまで

には相当の時間を要することから、その間、建物の危険性に関する情報が利用者に提

供できていない現状にある。 

このことから、消防法令に重大な違反のある防火対象物については、その違反内容

等に関する情報を公表し、利用者等の防火安全に関する認識を高めて火災被害の軽減

を図るため、規定の整備を行う。 

 

２ 改正内容 

   防火対象物の消防用設備等の状況が、法令等に違反する場合は、その旨を公表を

することができる規定を追加する。 

   公表をしようとするときは、当該防火対象物の関係者に、あらかじめその旨を通

知する規定を追加する。 

   その他所要の規定整備 

 

３ 施行期日 

平成３０年４月１日 
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尼崎市火災予防条例 

改正後 現 行 

（消火器に関する基準） 

第３６条 略 

２ 前項の規定により設ける消火器は、令第１

０条第２項並びに消防法施行規則（昭和３６

年自治省令第６号。以下「省令」という。）

第９条及び第１１条の規定の例により設置

し、及び維持しなければならない。 

 

（大型消火器に関する基準） 

第３７条 略 

２ 前項の規定により設ける大型消火器は、令

第１０条第２項並びに省令第７条第２項、第

８条第３項、第９条及び第１１条の規定の例

により設置し、及び維持しなければならない。 

 

（屋内消火栓設備に関する基準） 

第３８条 略 

２ 前項の規定により設ける屋内消火栓設備

は、令第１１条第３項第２号及び第４項並び

に省令第１２条第２項(前項に規定する防火

対象物又はその部分が令別表第１（１２）項

イ又は（１４）項に掲げる防火対象物又はそ

の部分である場合においては、当該防火対象

物又はその部分については、令第１１条第３

項第１号及び第４項並びに省令第１２条第１

項)の規定の例により設置し、及び維持しなけ

ればならない。 

３ 略 

 

（水噴霧消火設備等に関する基準） 

第３９条 １・２ 略 

３ 第１項の規定により設ける消火設備は、令

第１４条から第１８条まで及び省令第１６条

から第２１条までの規定の例により設置し、

及び維持しなければならない。 

 

（消火器に関する基準） 

第３６条 略 

２ 前項の規定により設ける消火器は、令第１

０条第２項並びに消防法施行規則（昭和３６

年自治省令第６号。以下「規則」という。）

第９条及び第１１条の規定の例により設置

し、及び維持しなければならない。 

 

（大型消火器に関する基準） 

第３７条 略 

２ 前項の規定により設ける大型消火器は、令

第１０条第２項並びに規則第７条第２項、第

８条第３項、第９条及び第１１条の規定の例

により設置し、及び維持しなければならない。 

 

（屋内消火栓設備に関する基準） 

第３８条 略 

２ 前項の規定により設ける屋内消火栓設備

は、令第１１条第３項第２号及び第４項並び

に規則第１２条第２項(前項に規定する防火

対象物又はその部分が令別表第１（１２）項

イ又は（１４）項に掲げる防火対象物又はそ

の部分である場合においては、当該防火対象

物又はその部分については、令第１１条第３

項第１号及び第４項並びに規則第１２条第１

項)の規定の例により設置し、及び維持しなけ

ればならない。 

３ 略 

 

（水噴霧消火設備等に関する基準） 

第３９条 １・２ 略 

３ 第１項の規定により設ける消火設備は、令

第１４条から第１８条まで及び規則第１６条

から第２１条までの規定の例により設置し、

及び維持しなければならない。 
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（自動火災報知設備に関する基準） 

第４０条 略 

２ 前項の規定により設ける自動火災報知設備

は、令第２１条第２項及び第３項並びに省令

第２３条、第２４条及び第２４条の２の規定

の例により設置し、及び維持しなければなら

ない。 

３ 略 

 

（漏電火災警報器に関する基準） 

第４１条 略 

２ 前項の規定により設ける漏電火災警報器

は、令第２２条第２項及び省令第２４条の３

の規定の例により設置し、及び維持しなけれ

ばならない。 

３・４ 略 

 

（避難器具に関する基準） 

第４２条 略 

２ 前項の規定により設ける避難器具は、令第

２５条並びに省令第２６条及び第２７条の規

定の例により設置し、及び維持しなければな

らない。 

 

（タンクの水張検査等） 

第５８条の２ 略 

２ 前項の規定による検査を受けようとする者

は、尼崎市消防関係事務手数料条例（平成１

２年尼崎市条例第２０号）の定めるところに

より、手数料を納付しなければならない。 

 

（法令等の規定に違反している防火対象物の名

称等の公表等） 

第５８条の３ 消防長は、防火対象物（規則で

定めるものに限る。以下この条において同

じ。）における消防用設備等（規則で定める

ものに限る。）の設置の状況が法若しくは令

若しくはこれらに基づく命令又はこの条例の

（自動火災報知設備に関する基準） 

第４０条 略 

２ 前項の規定により設ける自動火災報知設備

は、令第２１条第２項及び第３項並びに規則

第２３条、第２４条及び第２４条の２の規定

の例により設置し、及び維持しなければなら

ない。 

３ 略 

 

（漏電火災警報器に関する基準） 

第４１条 略 

２ 前項の規定により設ける漏電火災警報器

は、令第２２条第２項及び規則第２４条の３

の規定の例により設置し、及び維持しなけれ

ばならない。 

３・４ 略 

 

（避難器具に関する基準） 

第４２条 略 

２ 前項の規定により設ける避難器具は、令第

２５条並びに規則第２６条及び第２７条の規

定の例により設置し、及び維持しなければな

らない。 

 

（タンクの水張検査等） 

第５８条の２ 略 

２ 前項の規定により検査を受けようとする者

は、尼崎市消防関係事務手数料条例（平成１

２年尼崎市条例第２０号）の定めるところに

より、手数料を納付しなければならない。 
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規定に違反している場合において、その旨を

当該防火対象物を利用しようとする者に周知

する必要があると認めるときは、規則で定め

るところにより、当該防火対象物の名称及び

所在地その他規則で定める事項を公表するこ

とができる。 

２ 消防長は、前項の規定による公表をしよう

とするときは、あらかじめ、その旨、その理

由その他規則で定める事項を当該公表に係る

防火対象物の関係者（法第１７条第１項に規

定する関係者をいう。）に通知するものとす

る。 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第４２号 所 管 
水道局管理課 

公営事業局経営企画課 

件 名 
尼崎市公営企業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一

部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

地方公務員の育児休業等に関する法律及び育児休業、介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律の一部を改正する法律（平成２８年法律第９５号）

の施行に伴い、家族の介護のため所定勤務時間を短縮する措置（以下「介護時間」と

いう。）が制度化されたため、所要の改正を行う。 

 

２ 改正内容 

 給与の減額規定への介護時間の追加（第１３条） 

介護時間の承認を受けた企業職員について、その勤務しない１時間につき、勤務１

時間当たりの給与の額に相当する額を減額した給与を支給する。 

  

３ 施行期日 

平成２９年４月１日 
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尼崎市公営企業に勤務する企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 

改正後 現 行 

（給与の減額） 

第１３条 職員が勤務しないときは、その勤務

しないことにつき管理者の承認（次の各号に

掲げるものを除く。）があった場合を除き、そ

の勤務しない１時間につき、勤務１時間当た

りの給与の額に相当する額を減額した給与を

支給する。 

  略 

  介護休暇（職員がその配偶者（婚姻の届

出をしていないが、事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。以下同じ。）、父母、

子、配偶者の父母その他管理者が別に定め

る者で負傷、疾病又は老齢により管理者が

別に定める期間にわたり日常生活を営むの

に支障があるもの（以下「要介護者」とい

う。）の介護をするため勤務しないことが相

当であると認められる場合に与えられる休

暇をいう。）の承認 

  介護時間（職員がその要介護者の介護を

するため１日の勤務時間の一部（管理者が

別に定める時間を超えない範囲内の時間に

限る。）について勤務しないことをいう。）

の承認 

  略 

 

 

 

 

 

（給与の減額） 

第１３条 職員が勤務しないときは、その勤務

しないことにつき管理者の承認（次の各号に

掲げるものを除く。）があった場合を除き、そ

の勤務しない１時間につき、勤務１時間当た

りの給与の額に相当する額を減額した給与を

支給する。 

  略 

  介護休暇（職員がその配偶者（婚姻の届

出をしていないが、事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。以下同じ。）、父母、

子、配偶者の父母その他管理者が別に定め

る者で負傷、疾病又は老齢により管理者が

別に定める期間にわたり日常生活を営むの

に支障があるものの介護をするため勤務し

ないことが相当であると認められる場合に

与えられる休暇をいう。）の承認 

 

 

 

 

 

 

  略 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４３号 所 管 行政管理課 

件 名 包括外部監査契約の締結について 

内       容 

１ 契約の目的 

平成２９年４月１日から、包括外部監査契約に基づく監査の実施及び監査結果に関

する報告を受けること。 

 

２ 包括外部監査人として契約を締結する者 

  神戸市東灘区御影１丁目４番２０号 

公認会計士  森村 圭志 

 

３ 契約の期間 

  平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで 

 

４ 契約の金額 

１４，４２８，８００円を上限とする額 

 

５ 契約の方法 

  随意契約 

 

６ 主な選定理由 

   平成２８年度の包括外部監査において、契約に基づき忠実に業務を遂行するとと

もに、公認会計士としての専門性を活用する中で有効な監査結果をまとめた。 

  平成２９年度の包括外部監査に対しても意欲的であり、次年度においては、本市

における監査実績を踏まえ、より効率的・効果的な監査の実施が期待できる。 
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（議案説明資料） 

 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４４号 所 管 公有財産課 

件 名 土地の交換について 

内       容 

１ 交換の目的 

 尼崎東警察署移転先用地を取得するに当たり、県営浜つばめ鉄筋住宅用地を兵庫県

に供するため。 

 

２ 交換により取得する土地（尼崎東警察署移転先用地） 

所在地番 地目 面積（㎡） 

尼崎市潮江５丁目１０３番１０ 宅地 ５，０００．００ 

 

３ 交換に供する土地（県営浜つばめ鉄筋住宅用地） 

所在地番 地目 面積（㎡） 

尼崎市浜１丁目８２番１ 宅地 ４，３７６．０２ 

 

４ 交換の相手方 

兵庫県 
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別 図

ＪＲ尼崎駅

市道長洲線

市道尼崎豊中線

交換に供する土地

（県営浜つばめ鉄筋住宅用地）

面積 4,376.02㎡

公設地方卸売市場

記念公園

県道尼崎池田線

交換により取得する土地

（尼崎東警察署移転先用地）
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（議案説明資料） 

 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４５号 所 管 高齢介護課 

件 名 
指定管理者の指定について（尼崎市立第２老人福祉工場及び尼崎市立第３老人

福祉工場） 

内       容 

１ 施設名・所在地 

  尼崎市立第２老人福祉工場 尼崎市立花町３丁目１０番１３号 

  尼崎市立第３老人福祉工場 尼崎市久々知２丁目２８番２５号 

 

２ 指定管理者 

尼崎市東難波町５丁目１９番５号 

公益社団法人尼崎市シルバー人材センター 

理事長 中嶋 千萬城 

 

３ 指定期間 

平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで（５年間） 

 

４ 指定理由 

第２老人福祉工場及び第３老人福祉工場については、団体の設立趣旨が施設の設置

目的と合致しており、団体において、施設の目的に沿った自主事業等が実施できるた

め、公益社団法人尼崎市シルバー人材センターを非公募で指定管理者として指定する

ものである。 
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（議案説明資料） 

 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４６号 所 管 障害福祉政策担当 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市立あこや学園） 

内       容 

１ 施設名・所在地 

 尼崎市立あこや学園 

尼崎市三反田町１丁目１番１号 

 

２ 指定管理者 

尼崎市三反田町１丁目１番１号 

社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団 

理事長 山本 博久 

 

３ 指定期間 

平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで（５年間） 

 

４ 指定理由 

  あこや学園については、施設の運営において、幅広い知識、経験やノウハウが欠か

せず、その継続性が求められるため、社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団を非公募で

指定管理者として指定するものである。 
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（議案説明資料） 

 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４７号 所 管 障害福祉政策担当 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市立身体障害者福祉会館） 

内       容 

１ 施設名・所在地 

 尼崎市立身体障害者福祉会館 

尼崎市稲葉荘３丁目９番２６号 

 

２ 指定管理者 

尼崎市稲葉荘３丁目９番２６号 

特定非営利活動法人尼崎市身体障害者連盟福祉協会 

理事長 岡﨑 正樹 

 

３ 指定期間 

平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで（５年間） 

 

４ 指定理由 

  身体障害者福祉会館については、利用者による自主的な管理が市民サービスの向

上、管理経費の縮減等に効果があるため、特定非営利活動法人尼崎市身体障害者連盟

福祉協会を非公募で指定管理者として指定するものである。 
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（議案説明資料） 

 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４８号 所 管 障害福祉政策担当 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市立たじかの園） 

内       容 

１ 施設名・所在地 

 尼崎市立たじかの園 

尼崎市三反田町１丁目１番１号 

 

２ 指定管理者 

尼崎市三反田町１丁目１番１号 

社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団 

理事長 山本 博久 

 

３ 指定期間 

平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで（５年間） 

 

４ 指定理由 

  たじかの園については、施設の運営において、幅広い知識、経験やノウハウが欠か

せず、その継続性が求められるため、社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団を非公募で

指定管理者として指定するものである。 
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（議案説明資料） 

 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第４９号 所 管 障害福祉政策担当 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市立身体障害者福祉センター） 

内       容 

１ 施設名・所在地 

 尼崎市立身体障害者福祉センター 

尼崎市三反田町１丁目１番１号 

 

２ 指定管理者 

尼崎市三反田町１丁目１番１号 

社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団 

理事長 山本 博久 

 

３ 指定期間 

平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで（５年間） 

 

４ 指定理由 

  身体障害者福祉センターについては、施設の運営において、幅広い知識、経験やノ

ウハウが欠かせず、その継続性が求められるため、社会福祉法人尼崎市社会福祉事業

団を非公募で指定管理者として指定するものである。 
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（議案説明資料） 

 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第５０号 所 管 こども家庭支援課 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市尼崎学園） 

内       容 

１ 施設名・所在地 

 尼崎市尼崎学園 

神戸市北区道場町塩田字東山岡３０８３番地 

 

２ 指定管理者 

尼崎市三反田町１丁目１番１号 

社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団 

理事長 山本 博久 

 

３ 指定期間 

平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで（５年間） 

 

４ 指定理由 

  尼崎市尼崎学園については、施設の運営において、幅広い知識、経験やノウハウが

欠かせず、その継続性が求められるため、社会福祉法人尼崎市社会福祉事業団を非公

募で指定管理者として指定するものである。 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第５１号 所 管 青少年課 

件 名 指定管理者の指定について（尼崎市立青少年体育道場） 

内       容 

１ 施設名・所在地・指定管理者 

施設名 所在地 指定管理者 

尼崎市立 

城内青少年体育

道場 

尼崎市南城内７番

地の２ 

尼崎市西難波町３丁目６番３号 

尼崎市剣道連盟 

会長 松本 英清 

尼崎市立 

立花青少年体育

道場 

尼崎市立花町３丁

目１０番１５号 

尼崎市栗山町２丁目２５番１号 

尼崎市スポーツ少年団 

本部長 増岡 貞彦 

尼崎市立 

園田青少年体育

道場 

尼崎市東園田町８

丁目１１１番地の

８ 

尼崎市栗山町２丁目２５番１号 

尼崎市スポーツ少年団 

本部長 増岡 貞彦 

 

２ 指定期間 

  平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで（５年間） 

 

３ 指定理由 

  青少年体育道場については、利用者による自主的な管理が市民サービスの向上、管

理経費の縮減等に効果があるため、尼崎市剣道連盟、尼崎市スポーツ少年団を非公募

で指定管理者として指定するものである。 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第５２号 所 管 農政課 

件 名 尼崎市農業共済事業特別積立金の取崩しについて 

内       容 

１ 趣旨 

  尼崎市農業共済事業の農作物共済（水稲）に係る特別積立金を次のとおり取り崩す

ため、議決を求めるもの。 

 

２ 取崩限度額 

  ２００千円 

 

３ 取崩しの理由 

  平成２９年度損害防止事業を実施するため。 

 

 

【参考】 

尼崎市農業共済条例（抄） 

（特別積立金の取崩し） 

第７５条 

１～３ 略 

４ 本市は、議会の議決を経て、特別積立金を法第９５条後段に規定する費用及び第１

４条に規定する施設をするのに必要な費用の支払に充てることができるものとする。 

５～６ 略 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第５３号 所 管 農政課 

件 名 尼崎市農業共済事業事務費の賦課総額及び賦課単価について 

内       容 

１ 趣旨 

  尼崎市農業共済条例第５条第２項の規定により、平成２９年度の農業共済事業にお

ける賦課総額及び賦課単価を定めるため、議決を求めるもの。 

 

２ 賦課総額 

  ９９千円 

 

３ 賦課単価 

  水稲共済割１kg当たり０．７７円 

 

 

【参考】 

尼崎市農業共済条例（抄） 

(事務費の賦課) 

第５条 本市は、毎会計年度、本市が共済事業を行うため必要とする事務費予定額から

法第１４条の規定による国庫の負担に係る部分の金額その他の収入予定額に相当す

る金額を差し引いて得た金額の事務費及び兵庫県農業共済組合連合会から本市に賦

課された賦課金の支払に充てる費用を本市との間に共済関係の存する者に賦課する

ものとする。 

２ 前項の賦課は、次の方式によりするものとし、賦課総額及び賦課単価は、市長が議

会の議決を経て定める。 

  水稲共済割 

 ～  略 
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（議案説明資料） 

＜平成２９年２月定例会＞ 

種 別 その他 番 号 議案第５５号 所 管 道路維持担当 

件 名 工事請負契約の変更について（港橋耐震補強（その１）工事） 

内       容 

１ 変更理由 

 当初計画では、工事に必要な施工ヤードとして、港橋西側にある既存の駐車場を利

用して施工することとしていたが、工事契約後に詳細調査を実施した結果、駐車場桟

橋の床版や支承構造等について不明確な部分があり、安全性を正確に把握できないこ

とから、施工ヤードとして利用できないことが判明した。 

そのため、当初計画を変更し、新たに港橋東側に仮設構台を設置し施工ヤードとす

ることとした。これにより仮設構台ならびに進入路の整備、また、仮締切工、仮設船

着き場を増工する必要が生じたことから、設計内容の変更及び契約金額の増額を行う

もの。 

 

２ 契約の相手方 

  尼崎市崇徳院２丁目５５番 

株式会社鍵田組 代表取締役 鍵田 智嗣 

 

３ 契約金額 

  変更前  ２３２，６７５，２００円（※ 金額は消費税等相当額８％を含む。） 

  変更後  ３１３，５１９，６８０円（※ 金額は消費税等相当額８％を含む。） 

  増 額   ８０，８４４，４８０円（※ 金額は消費税等相当額８％を含む。） 

  

４ 変更内容 

  進入路及び仮設構台の整備             １式 

  仮締切工及び仮設船着き場の整備          １式                

 

５ 契約工期(予定) 

変更前 平成２８年６月２７日から平成２９年３月２０日まで 

  変更後 平成２８年６月２７日から平成２９年９月３０日まで 

延 長 １９４日間 
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